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開会の日時

年月日 平成23年10月５日 水曜日

開 会 午前10時２分

散 会 午後５時44分

場 所

第２委員会室

議 題

１ 甲第３号議案 平成23年度沖縄県病院事業会計補正予算（第１号）

２ 乙第３号議案 沖縄県保健所運営協議会条例の一部を改正する条例

３ 乙第10号議案 交通事故に関する和解等について

４ 請願第１号及び同第３号、陳情平成20年第41号、同第43号、同第53号、同

第78号、同第134号、同第148号、同第188号、同第192号、同第195号、陳情

平成21年第８号、同第９号、同第13号、同第32号、同第41号、同第50号、同

第52号、同第60号、同第61号、同第67号、同第68号、同第72号、同第80号、

同第84号、同第99号、同第110号の２、同第113号、同第116号、同第139号、

同第148号、同第149号、同第153号、同第178号、同第197号、同第200号、陳

情平成22年第２号、同第30号から同第33号まで、同第40号、同第49号、同第

52号、同第53号、同第76号、同第95号、同第97号、同第98号、同第101号、

同第103号、同第120号、同第128号、同第129号、同第137号、同第143号、同

第147号、同第153号、同第158号の３、同第160号、同第175号、同第176号、

同第179号、同第183号、同第185号、同第194号、同第200号、同第202号、同

第206号 陳情第６号の２ 第８号 第11号 第13号 第21号 第28号 第42、 、 、 、 、 、 、

、 、 、 、 、 、 、 、 、号 第46号 第47号 第55号 第58号 第69号 第94号 第95号 第108号

第113号、第115号の３、第120号から第123号の２まで、第124号、第126号の

２、第131号、第141号及び第143号
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出 席 委 員
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副 委 員 長 西 銘 純 恵 さん

委 員 桑 江 朝千夫 君

委 員 佐喜真 淳 君

委 員 仲 田 弘 毅 君

委 員 翁 長 政 俊 君

委 員 仲 村 未 央 さん

委 員 渡嘉敷 喜代子 さん

委 員 上 原 章 君

委 員 奥 平 一 夫 君

委 員 比 嘉 京 子 さん

委員外議員 なし

欠 席 委 員

なし

説明のため出席した者の職・氏名

福 祉 保 健 部 長 宮 里 達 也 君

福 祉 保 健 企 画 課 長 金 城 武 君

青 少 年 ・ 児 童 家 庭 課 長 田 端 一 雄 君

障 害 保 健 福 祉 課 長 金 城 弘 昌 君

医 務 課 長 平 順 寧 君

医 務 課 副 参 事 山 城 秀 史 君

健 康 増 進 課 長 国 吉 秀 樹 君

国 民 健 康 保 険 課 長 仲 村 加代子 さん

病 院 事 業 局 長 伊 江 朝 次 君
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病 院 事 業 統 括 監 呉 屋 幸 一 君

県 立 病 院 課 長 前 田 光 幸 君

県 立 病 院 課 看 護 企 画 監 佐久川 和 子 さん

ただいまから、文教厚生委員会を開会いたします。○赤嶺昇委員長

甲第３号議案、乙第３号議案及び乙第10号議案の３件、請願２件、陳情98件

を一括して議題といたします。

本日の説明員として、福祉保健部長及び病院事業局長の出席を求めておりま

す。

まず初めに、乙第３号議案沖縄県保健所運営協議会条例の一部を改正する条

例の審査を行います。

ただいまの議案について、福祉保健部長の説明を求めます。

宮里達也福祉保健部長。

それでは、乙第３号議案沖縄県保健所運営協議会条○宮里達也福祉保健部長

例の一部を改正する条例について御説明いたします。

平成23年第６回沖縄県議会（定例会）議案（その２）の６ページをお開きく

ださい。

本議案は、平成９年に地域保健法の一部改正が施行されたことに伴い、保健

所運営協議会の設置根拠及び組織に関する規定等について新たに定める必要が

あることから、条例を改正するものであります。本来なら、法律の改正時にあ

わせて、本条例の一部改正の手続を行うべきでありましたが、これまで改正手

続がなされていなかったことから、今回提案するものであります。これまで、

改正手続を行っていなかったことを深く反省しております。今後はこのような

ことがないよう、所管条例に係る法改正の動向把握に万全を期してまいります

ので、御理解賜りたいと思います。

以上で、乙第３号議案についての説明を終わります。

御審査のほど、よろしくお願いいたします。

福祉保健部長の説明は終わりました。○赤嶺昇委員長

これより、乙第３号議案に対する質疑を行います。

なお、質疑・答弁に当たっては、挙手により委員長の許可を得てから行い、

重複することがないように簡潔にお願いいたします。



- 4 -
H23.10.05-02

文教厚生委員会記録

質疑はありませんか。

西銘純恵委員。

保健所運営協議会というものの根拠が違っていたという説明○西銘純恵委員

なのですが、保健所運営協議会はこの間、開かれてきたのでしょうか。年に何

回ほどあったのでしょうか。

基本的には年１回ですが、特に課題がある場合は複○宮里達也福祉保健部長

数回開かれることもあります。

今年度はもう終わっていますか。やっていますか。○西銘純恵委員

今年度はまだ行われておりません。条例改定を待っ○宮里達也福祉保健部長

て行うことになると思います。

地域保健法第11条の規定に基づきということで、設置根拠を○西銘純恵委員

やっているのですが、それではこの平成９年度から平成22年度まで―何といい

ますか、法的根拠がないままに開催をされてきたということなのでしょうか。

大変申しわけないことなのですが、この協議会は旧○宮里達也福祉保健部長

保健所法―地域保健法になる前の保健所法でも同様の規定がありまして、そう

、 。いうことでうっかりしていましたというか そのまま続けられてきた状態です

ちょっと理解できないのですが、地域保健法施行令―現条例○西銘純恵委員

ですよね。その施行令そのものがなくなっていたのにやってきたと、これは行

政の、実際に協議会も行われたということは、何といいますか、問題はないの

でしょうか。行政手続上の法的な何らかの―例えば、協議会が開かれるときに

は、それなりの委員の皆さんに手当とか何とかという財政支出も行われている

だろうし、そこら辺で、会計法上とかでいろいろ含めて問題はなしとするので

しょうか。それとも、この間やられた財政措置等についても還付されるとか、

そのようなものになるのでしょうか。一切問題はなしということでしょうか。

設置根拠がないということで、その間、言ってみ○金城武福祉保健企画課長

れば、開催してきた協議会は、法律には基づかない任意の協議会という形で開

催をされたという結果になっているということでございます。それから、そう
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いう意味で、設置根拠はないのですが自主的に、委員の皆様からそれなりの―

役割であります助言とか、地域の保健に関する助言等を受けながら、実質的な

審議はなされてきたということで、そういう意味では特に運営上では問題はな

かったということでございます。

運営上を聞いているのではないのですよ。財政法上、いろい○西銘純恵委員

ろな関連する行政の法律の―条例、法の関連で違法は一切なかったといいます

か、表現としては少しきついのですが、そういうものではないということなの

でしょうか。それともこの保健所というのは、地域保健―いろいろと福祉保健

所ということで統合されて福祉の問題も絡めて、とても重要だと思うのです。

逆に言えば年に１回ほどしか開催されてこなかったということが、本来ならば

もっと地域の保健活動について、もっと厳しく、複数回、問題に対応するとか

そういうことでやっていれば、既に平成９年に法が変わったということも、こ

んなに長く見落としたままにならなかったと思うのです。だからそういう意味

では、保健所運営協議会というものが軽視されてきた結果が今日に至ったので

はないかと思っているのですが、それについてはいかがでしょうか。

この間―長期間気づかなかったということは、先○金城武福祉保健企画課長

ほど福祉保健部長からもありましたように、確かにこれは行政を進める上で非

常に反省すべき事項だと考えております。今の時点で、これはあくまでも推測

ではありますが、平成８年当時、条例改正を見落としたといいますか、地域保

健法の改正が平成６年で、施行が平成９年ということで３年のずれがあって、

その辺がそういう見落としにつながったと考えております。それからその後も

気づいていないということなのですが、これは保健所運営協議会の日常の業務

におきましては、協議会の開催通知、それから実際にやる作業としては保健所

の現状の事業内容について協議会に使う資料の作成等でございまして、その中

で条例の根拠法の確認まではされていなかったことも、今回の見落としてきた

ことになっていると考えているところでございます。

今回発見できたことは、まだおくればせながらということで○西銘純恵委員

はあるのですが、発見できたのは何か特別な対策をとって見つけたのですか。

ことし４月に保健所業務の担当課が変更になりま○金城武福祉保健企画課長

して、福祉保健企画課が担当しております。その引き継ぎの中で、業務内容の

点検を行う中で、この条例改正の必要性に気づいたということでございます。
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行政の惰性というものに厳しく焦点を当てるというのか、そ○西銘純恵委員

こら辺の問題だと思うので、今後、こういうことのないようにしていただきた

いと思います。

、 。○宮里達也福祉保健部長 全く御指摘のとおりで 深く反省したいと思います

よろしくお願いします。

ほかに質疑はありませんか。○赤嶺昇委員長

翁長政俊委員。

この沖縄県の保健所運営協議会、これは保健所の統廃合もこ○翁長政俊委員

こで審議されるのですか。担任事務とかそういったものは、どういう内容にな

っているのですか。

所管の範囲を検討する場ではなくて、地域で抱えて○宮里達也福祉保健部長

いる問題を保健所がどのように対応したらいいのかと、地域の代表者が集まっ

て、どういうことを保健所に期待しているかということを主に話し合われると

ころです。

那覇市が平成25年に中核都市に移行するのです。その中央保○翁長政俊委員

健所は那覇市にあるのでしょうか。ここが那覇市に多分移管されるだろうと私

は見ているのですが、この移管業務については、保健所運営協議会あたりでは

取り上げるということには全くならないのですか。

そこの場で那覇市に移管するのが―今、中央保健所○宮里達也福祉保健部長

というのは那覇市と浦添市と那覇市近傍の離島を所管しているのですが、その

中でこの環境が変わるわけですよね。環境が変わることによる問題がないかと

いう検討はなされると思います。ただ、那覇市移管の適否を議論するというこ

とはないです。

いずれにしろ、中核都市ができると自動的に保健所の移管と○翁長政俊委員

いうのは否応なしにやってくるだろうし、それの移管業務の内容ですよ、今言

うエリアが浦添市や離島地域も含むということになると、移管はどういう形で

なされるのですか。
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休憩いたします。○赤嶺昇委員長

（休憩中に、金城福祉保健企画課長から翁長委員に対し質疑内容の確認

がされた ）。

再開いたします。○赤嶺昇委員長

金城武福祉保健企画課長。

現行の中央保健所をですね、施設につきましては○金城武福祉保健企画課長

そのまま那覇市に譲渡するということで、浦添市と周辺離島地域を担当してい

る職員の皆さんもいますので、その部分については今の南部福祉保健所―南風

原町に職員は移動していただいて、また浦添市と周辺離島地域は南部福祉保健

所で所管すると。これらにつきましては、次年度の県議会で行政機関設置条例

―所管区域を決める条例ですが、それの中で審議をしていただくと。総務企画

委員会になろうかと思いますが。

これは中央保健所を那覇市に移管するという答弁が出たので○翁長政俊委員

すが、そうなると建物や土地を含めて人員はどうなるのですか。この辺をもう

少し説明願えますか。

今、移管に向けての作業チームみたいなものを那覇○宮里達也福祉保健部長

市と本庁、中央保健所等から出て検討しているところで、基本的には中央保健

所の職員は、那覇市の保健所になるわけですから那覇市職員になるわけです。

ただ、専門職に関してすぐ那覇市が採用できるということはかなり厳しいと思

われますので、県の職員を出向させてくれとか、そういう調整を具体的にやっ

ているというところです。

建物とか土地とかはどうなっているのですか。○翁長政俊委員

これについても今から検討するお話なのですが、○金城武福祉保健企画課長

一応、譲渡するという方向で、那覇市からは譲っていただきたいという市長名

の要望書がございまして、それも今詰めておりまして、今後、いろいろな鑑定

を入れたりして、評価額も含めて、今後調整をしていくということになろうか

と思います。
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これは那覇市と県側の協議会が設置されていて、今年度ぐら○翁長政俊委員

いである程度の方向性というのは出てきますか。そこはどうですか。

一応、移管するということで、それは那覇市長が○金城武福祉保健企画課長

議会で表明されて、それを受けて県は今、那覇市に移管する事務を平成22年度

に全部洗い出して、法律に基づくのはこういう事務ですと、それから任意の事

務で那覇市に委譲したほうがいいですよというのも含めて全部、平成22年度に

那覇市に提示をして、那覇市がどこまで―特に任意の部分をどこまで譲渡可能

なのかという部分を今現在は詰めているところであります。法定は法定ですか

ら、法律に基づくものは当然すべて移管をするということで、この作業は平成

22年度から今年度も引き続き作業が進められているというところでございま

す。

最後に、那覇市側から県側に対して要望する中で、食い違っ○翁長政俊委員

ているとか、県とうまく物事が進んでいないという課題はありますか。

現在のところ大きな問題はないのですが、私も向こ○宮里達也福祉保健部長

うの責任者と直接調整することはあるのですが、一番の課題はやはり専門職の

確保をどうしようかなということですね。それに関しては、いろいろと県も柔

軟に考えてくださいよということを、一番それが課題かなと。適切に事務移譲

ができるためには、それを担える人をどう確保するかですので、それが一番の

話題になっていると理解します。

ほかに質疑はありませんか。○赤嶺昇委員長

（ 質疑なし」と呼ぶ者あり）「

質疑なしと認めます。○赤嶺昇委員長

よって、乙第３号議案に対する質疑を終結いたします。

次に、乙第10号議案交通事故に関する和解等についての審査を行います。

ただいまの議案について、福祉保健部長の説明を求めます。

宮里達也福祉保健部長。

それでは、乙第10号議案交通事故に関する和解等に○宮里達也福祉保健部長
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ついて御説明いたします。

平成23年第６回沖縄県議会（定例会）議案（その２）の17ページをお開きく

ださい。

本議案は、職員が公用車運転中に起こした交通事故に関し、相手方との和解

及び損害賠償額について、地方自治法第96条第１項の規定により、議会の議決

を求めるものであります。

以上で、乙第10号議案についての説明を終わります。

御審査のほど、よろしくお願いいたします。

福祉保健部長の説明は終わりました。○赤嶺昇委員長

これより、乙第10号議案に対する質疑を行います。

なお、質疑・答弁に当たっては、挙手により委員長の許可を得てから行い、

重複することがないように簡潔にお願いいたします。

質疑はありませんか。

（ 質疑なし」と呼ぶ者あり）「

質疑なしと認めます。○赤嶺昇委員長

よって、乙第10号議案に対する質疑を終結いたします。

休憩いたします。

（休憩中に、説明員等の入れかえ）

再開いたします。○赤嶺昇委員長

次に、甲第３号議案平成23年度沖縄県病院事業会計補正予算（第１号）の審

査を行います。

ただいまの議案について、病院事業局長の説明を求めます。

伊江朝次病院事業局長。

甲第３号議案平成23年度沖縄県病院事業会計補正予○伊江朝次病院事業局長

算（第１号）について御説明申し上げます。

平成23年第６回沖縄県議会（定例会）議案（その１）の７ページをお開きく

ださい。

まず、第２条の収益的収入及び支出の補正は、沖縄県地域医療再生臨時特例

基金を活用し、助産師外来の充実に向けて助産師の研修を実施するため、収入
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支出ともに120万3000円の補正増を行うものであります。

次に、第３条の資本的収入及び支出の補正は、沖縄県地域医療再生臨時特例

基金を活用し、医療機器の整備を行うため、収入支出ともに3490万円の補正増

を行うものであります。

第４条の他会計からの補助金の補正では 一般会計からの補助金が120万3000、

円増額したことにより、35億5280万4000円に改めるものであります。

以上で、甲第３号議案の説明を終わります。

御審査のほど、よろしくお願いいたします。

病院事業局長の説明は終わりました。○赤嶺昇委員長

これより、甲第３号議案に対する質疑を行います。

なお、質疑・答弁に当たっては、挙手により委員長の許可を得てから行い、

重複することがないように簡潔にお願いいたします。

質疑はありませんか。

西銘純恵委員。

助産師外来の充実に向けての補正予算が120万3000円という○西銘純恵委員

ことですが、これはどのような内容でしょうか。

補正する120万3000円は、助産師外来の充実に向け○前田光幸県立病院課長

、 。た研究研修費―主に研修旅費と それから研修に係る負担金になっております

何名の方―少し詳細を報告いただけますか。○西銘純恵委員

まず北部病院は、東京都、大阪府、兵庫県に各４名○前田光幸県立病院課長

ずつの12名、それから既に助産師外来をオープンしています八重山病院に２名

ほど、同じ県立病院内での研修という形で派遣いたします。それから中部病院

は３名から４名を県外に研修という形で送る予定です。

補正予算ということですが、これは当初予算で組まれていな○西銘純恵委員

かったということでしょうか。次年度以降も、当初予算で研修については確保

すべきだと思うのですがいかがでしょうか。

当該事業は地域医療再生計画の第２次ということ○前田光幸県立病院課長

、 、で ことし１月以降に事業化及び予算化に向けた調整が行われたということで
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補正予算対応ということになりました。次年度以降については、当初予算で見

込む予定です。

次に、第３条のところの3490万円の建築改良費、これについ○西銘純恵委員

て説明をお願いいたします。

この資本的収入及び支出の、これも沖縄県の地域医○伊江朝次病院事業局長

療再生臨時特例基金を使った他会計負担金の増によるもので、宮古病院の資産

購入に充てる予定でございます。

宮古病院の改築のためというのは動いてはいないのですか。○西銘純恵委員

設計等を含めてまだなのでしょうか。

この件は、いわゆる医療機器を整備するための資産○伊江朝次病院事業局長

購入費でありまして、急性期脳卒中医療体制整備事業ということで、宮古病院

に顕微鏡―マイクロですね、脳外科の顕微鏡を購入するためのものです。

建設については、計画はいつから具体的に、基本設計等を含○西銘純恵委員

めて、これは何年度からでしょうか。宮古病院の改築はまだまだでしょうか。

宮古病院の建築は、もう始まっております。○伊江朝次病院事業局長

宮古病院建築中ということで、少しお尋ねしたいのですが、○西銘純恵委員

がん患者の皆さんが宮古病院を含めて９月10日にタウンミーティングをしてい

るのですよ。設計との関係でもう設計図面というのは、計画そのものは現行の

医療体制を維持するということでやっているのですが、でも５万人を超える宮

古島の皆さん―地元から、今この離島がん医療に対する県立宮古病院の需要と

、 。いうのが 体制を整えてくれといういろいろな角度から要望が出ていますよね

これが今の新病院―せっかくつくりかえをするのに、これが生かされているの

かどうかということでお尋ねしたいのですが。

宮古病院の改築に向けては、途中、経営状況等いろ○前田光幸県立病院課長

いろな形で検討が保留された時期もありましたが、約10年ほど前から地区の医

師会、関係市町村を交えた形で、宮古病院の今後のあり方についての構想とい

ったものの検討から始まっております。新築に向けた動きが具体化しますのが
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平成20年度で、そのときに基本計画を策定し、そして平成21年から平成22年に

かけて基本設計、平成22年度で実施設計、そしてことし５月の着工に至ってお

りますが、その過程の中で地元の声を可能な限り拾い上げていくということ、

それから平成20年度には県立病院のあり方に関する検討委員会が開かれており

まして、その中で宮古病院の医療機能については、その時点で基本的に現状を

維持するという考え方も示されておりましたので、そういったことを踏まえて

実施設計に落とし込んでいるということでございます。

沖縄県がん対策条例も今年度中に策定すると執行部が―知事○西銘純恵委員

も明確にされているのですよね。その期待を受けて、やはり地元ではこのがん

医療に対する要求がいろいろ出ているのですよ。例えば緩和ケアとか、つくる

施設の中に将来においても必要とされるであろうというものとかですね、そこ

ら辺については今の建築中のものが、２人に１人がかかると言われているがん

に対するものが、計画の中にそんなに反映されていない時点での設計だったと

私は思っているものですから。新たに条例制定も含めて、このがん治療に関す

る医療施設としての検討は必要だと私は思うのですが。仕上がってしまってど

うということではなくて、まだ建築中であればそこら辺も施設の中にできない

かどうかというのは検討すべきだと思うのですよ。将来、これからつくられた

病院というのはもう30年、40年使われるわけですから、やはりその先を見て、

それと高齢化率とかそういうのも見た上で、疾病の関連でもこのがんという病

気に対する地元での治療をどうするかというのは、もう一度議論をやっていた

だきたいと思うのですよ。地元の声がまだ多分届いていないのではないかと思

いますが、いかがでしょうか。

ただいま西銘委員の御指摘のあった県のがん条例に○伊江朝次病院事業局長

対する対応もしっかり踏まえながら、できることはしっかりやっていきたいと

思っております。

ほかに質疑はありませんか。○赤嶺昇委員長

（ 質疑なし」と呼ぶ者あり）「

質疑なしと認めます。○赤嶺昇委員長

よって、甲第３号議案に対する質疑を終結いたします。

休憩いたします。
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（休憩中に、説明員等の一部入れかえ）

再開いたします。○赤嶺昇委員長

次に、福祉保健部及び病院事業局関係の請願第１号外１件、陳情平成20年第

41号外97件の審査を行います。

、 。ただいまの陳情について 福祉保健部長及び病院事業局長の説明を求めます

なお、継続の陳情については、前定例会以降の新しい事実についてのみ説明

をお願いいたします。

まず初めに、福祉保健部長の説明を求めます。

宮里達也福祉保健部長。

それでは、請願及び陳情の処理方針について御説明○宮里達也福祉保健部長

申し上げます。

お手元に配付してあります請願・陳情に関する説明資料をごらんください。

福祉保健部関係では、継続の請願が１件、新規の請願が１件、継続の陳情が

79件、新規の陳情が11件であります。

それでは、新規の請願から御説明させていただきます。

資料の４ページをお開きください。

請願第３号沖縄県障がい者スポーツ協会基盤整備に関する請願について、請

願者は、沖縄県障がい者スポーツ協会設立協議会委員長高嶺豊であります。

処理方針を申し上げます。

１及び２ 県では、障害者の社会参加の拡大及び県民の障害者スポーツに対

する理解の促進のため、平成21年度より、障害者スポーツ振興を目的とした団

体設立に必要な調査研究事業等の支援を行っております。県としましては、今

後とも当事者団体等と意見交換を行い、関係部局と調整を図りながら所要の予

算確保に努めてまいります。なお、基金創設については、障害者スポーツ振興

のために、市町村、企業、県民等による支援のあり方や仕組みづくり等さまざ

まな見地から検討する必要があると考えております。

継続の請願につきましては、処理方針に変更がありませんので説明を省略さ

せていただきます。

継続となっている陳情平成22年第97号、同第185号、同第200号につきまして

は、処理方針に変更がありますので、御説明させていただきます。

資料の70ページをお開きください。

資料の70ページには、陳情平成22年第97号子ども手当の廃止を求める意見書
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の提出に関する陳情の変更後の処理方針を記載してございます。

変更箇所については、71ページの資料で御説明申し上げます。

71ページをお開きください。

変更理由の欄をごらんください。

変更後の処理方針につきましては、平成23年８月30日付で平成23年度におけ

る子ども手当の支給等に関する特別措置法が公布され、平成23年10月１日施行

となったため、処理方針を変更するものであります。

変更後の処理方針を読み上げます。

子ども手当制度については、平成23年８月30日付で平成23年度における子ど

（ 「 」 、も手当の支給等に関する特別措置法 以下 特別措置法 という)が公布され

平成23年10月１日施行となりました。特別措置法により、現行１人当たり月額

一律１万3000円であった手当額が、平成23年10月分から平成24年３月分まで、

第１子、第２子及び中学生は１万円、３歳未満及び小学生以下の第３子以降は

１万5000円となります。また、子供に対しても国内居住要件が設けられる等の

改正が行われております。国は、特別措置法において、平成24年度以降の恒久

的な制度設計について「地方等と十分な協議を行い、その理解を得るように努

」 。 、 、 。める としています 県としましては 今後 国の動向を注視してまいります

続きまして、104ページをお開きください。

資料の104ページには、陳情平成22年第185号Ｂ型肝炎問題の早期全面解決を

国に求める陳情の変更後の処理方針を記載してございます。

変更箇所については、106ページの資料で御説明申し上げます。

106ページをお開きください。

変更理由の欄をごらんください。

変更後の処理方針１及び３につきましては、国とＢ型肝炎原告が基本合意書

を締結したこと、及び国において肝炎対策基本指針が策定されたため、処理方

針を変更するものであります。

変更後の処理方針を読み上げます。

１ 国内においてＢ型肝炎キャリアは110万人から140万人、患者数約７万人

と推定されていますが、注射器の使い回しによる被害者の正確な数は把握され

ていません。また、注射器の使い回しによる感染の機会があったのは 昭和23

年から昭和63年の期間とされています。Ｂ型肝炎は血液を介する感染以外にも

母子感染、性交渉により感染が起こるため、国は被害の証明の方法として母子

手帳か市町村の予防接種台帳、接種痕等の証明を求めております。国は、平成

23年６月にＢ型肝炎原告との間で基本合意書を締結し、給付金の額等について

規定しており、今後救済が進むものと考えております。
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３ 国は、肝炎対策基本法に基づき、平成23年５月に肝炎対策基本指針を策

定しております。その中で、肝炎に関する啓発及び知識の普及並びに肝炎患者

等の人権の尊重に関して規定しております。

続きまして、資料の109ページをお開きください。

資料の109ページには、陳情平成22年第200号離島におけるがん患者支援対策

に関する陳情の変更後の処理方針を記載してございます。

変更箇所については、111ページの資料で御説明申し上げます。

111ページをお開きください。

変更理由の欄をごらんください。

変更後の処理方針２につきましては、現在、国に対して離島医療サービス確

保支援について財政支援を要望しており、その中で、離島から沖縄本島等の医

療機関を受診する際の交通費助成を要望しているため、処理方針を変更するも

のであります。

変更後の処理方針２を読み上げます。

２ 本県の離島においては、当該地域の医療機能から、沖縄本島の医療機関

を受診せざるを得ないがん患者がおります。県としては、これらの患者等に対

して、沖縄本島等への受診に係る交通費負担の軽減を図るため、財政支援を国

に要望しているところであります。

以上が、処理方針の変更に係る説明であります。

その他の継続分の陳情については、処理方針に変更がありませんので、説明

を省略させていただきます。

続きまして、新規の陳情11件について、その処理方針の概要を御説明いたし

ます。

資料の144ページをお開きください。

陳情第108号離島におけるがん患者支援対策推進を求め陳情について、御説

明申し上げます。

陳情者は、宮古島市議会議長下地明であります。

処理方針を申し上げます。

１及び６ 沖縄県がん対策推進条例（仮称）の制定に向けて、本年７月から

離島の患者を含む関係者、医療関係者、市町村、労働団体、事業所団体及び教

育関係者等で構成する連絡会を開催し、意見交換を行っております。条例の文

言については、同連絡会での意見を踏まえつつ、地方自治法等の関係法令に照

らし、検討してまいります。

２の（１）及び（２） 離島地域においては、専門医が少なく、さらに症例

数も少ない等から放射線治療等、高度な医療機能の維持が困難であります。こ
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のことを踏まえ、県においては、沖縄本島の医療機関を受診せざるを得ないが

ん患者等に対し、交通費負担の軽減を図るための財政支援を国に要望しており

ます。また、琉球大学病院等の拠点病院で専門研修を実施し医師等の技術向上

を図るとともに、拠点病院と離島県立病院での医療連携を推進し、つながりの

ある医療の提供が行える体制づくりに取り組んでいきたいと考えております。

３の（１） ファミリーハウスは、小児がん等難病治療の介護に当たる家族

等の精神的･経済的負担を軽減するため設置され、全国でもその多くはＮＰＯ

法人等の民間団体が運営しております。本県では、離島等、遠隔地から受診す

る場合のファミリーハウスとして平成20年から財団法人沖縄県保健医療福祉事

業団が、ＮＰＯ法人わらびの会に委託して、がじゅまるの家が運営されている

ところであり、当面はその利用促進を図ってまいります。

３の（２） 今年度、各医療機関を対象に実施する医療機能調査において、

セカンドオピニオンができる医療機関を把握し、患者に対して適切な情報提供

ができる仕組みを検討してまいります。

３の（３） 琉球大学病院においては、がんの地域連携クリティカルパスを

作成したところであり、今後、同パスの共有に参加する医療機関がふえていく

ことで病院間の連携が促進されていくものと考えております。

４ 県においては、離島県立病院に相談窓口を設置させるため機能強化事業

を実施しております。また平成22年度には、がんにかかわる経済的、社会的な

支援情報をまとめた「おきなわがんサポートハンドブック」を２万部作成した

、 。ところであり 同相談窓口等を通じて患者に広く配付することとしております

５の（１ （２）及び（３） 病棟の整備、機器の設置及び専門スタッフ）、

の配置等については、医療機能の実施可能性を含め、各医療機関で判断するこ

とが重要です。県としては、緩和ケアに関する県内研修会の実施、県外研修会

への派遣、相談窓口の設置及び拠点病院との連携強化を図る等がん診療連携支

援病院の充実に向けて支援していきたいと考えております。

続きまして、資料の147ページをお開きください。

陳情第113号生活保護法の見直しに関する陳情について、陳情者は、那覇市

日美大昌であります。

処理方針を申し上げます。

１ 代理受領権を創設して年金等から県が生活保護法に基づく徴収債権の優

先弁済を受けられるようにすることは、税金等ほかの地方自治体の債権におい

ても例がなく、難しいものと考えております。

２ 生活保護法第29条は、要保護者等の収入の状況につき官公署及び銀行等

の民間事業者に報告を求めることができる旨の規定ですが、回答を義務づけ、
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拒否した場合の罰則をかけることは、他法令においても例がなく、難しいもの

と考えております。

、 、３ 生活保護費は 最低限度の生活を保障するために支給されるものであり

保護金品を強制的に徴収することは、生活保護法第58条の差し押さえ禁止規定

の趣旨に反するものと考えております。

４ 夏季加算制度については、厚生労働省において保護基準全体に関する多

角的な検証が行なわれているところであり、その動向を注視してまいりたいと

考えております。

続きまして、資料の149ページをお開きください。

陳情第115号の３美ぎ島美しゃ（先島）圏域の振興発展に関する陳情につい

て、陳情者は、美ぎ島美しゃ市町村会会長下地敏彦外４名であります。

処理方針を申し上げます。

１ 離島においては、当該地域の医療機能等から、沖縄本島の医療機関を受

診せざるを得ないがん患者がおります。これらの患者等に対して、沖縄本島へ

の受診に係る交通費負担の軽減を図るための財政支援を国に要望しておりま

す。条例の文言については、離島の患者を含む関係者、医療関係者、市町村、

労働団体、事業所団体及び教育関係者等で構成する連絡会での意見を踏まえつ

つ、地方自治法等の関係法令に照らし検討してまいります。

２ 宮古、八重山地域の県立病院は、地域の中核的な医療機関として、一般

医療を初め救急医療や周産期医療、精神科医療など、地域に不可欠な医療を提

供するとともに、心疾患や脳疾患などの重症患者に対応するため、専門医の配

置、集中治療室、ＣＴ・ＭＲＩなどの高度医療機器の整備などに努めてきたと

ころであります。離島僻地の医師の確保については、県立病院の臨床研修事業

での専門医養成、ドクターバンク等支援事業や琉球大学との連携で医師修学資

金等貸与事業を実施する等、安定的な確保に努めており、看護師確保について

は、県立診療所における県立病院全体からの人事配置や地域からの有資格者の

配置等がされており、必要に応じて、ナースセンター等を通じて、希望者の情

報提供を行なうこととしております。また、離島医療の充実を図るため、遠隔

医療支援の充実を図るとともに、専門医による巡回診療を実施する計画であり

ます。生活習慣病予防については、平成19年度に健康おきなわ21を策定し、同

計画や健康づくり行動指針の周知など、市町村等関係機関と連携し、健康づく

り運動を推進しているところであります。

続きまして、資料の151ページをお開きください。

陳情第121号八重山の地域医療に関する陳情について、陳情者は、八重山の

医療を守る郡民の会会長宮平康弘であります。
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処理方針を申し上げます。

３ 県では、医師会、救急医療機関及び消防組合等で構成する沖縄県救急医

療協議会において、ドクターヘリの複数配置について検討を行なっているとこ

ろであります。同協議会では、県ドクターヘリ、自衛隊、海上保安本部、メッ

シュ救急ヘリコプター等、県全体の急患搬送の現状、課題について検討を行な

っているところであり、２機目の導入については、搬送症例ごとの検証を行な

うとともに、地理的条件も踏まえて検討する必要があるとしております。県と

しては、引き続き検討を進めてまいります。

続きまして、資料の152ページをお開きください。

陳情第122号県立八重山病院の早期建設、医師の安定確保と看護体制の整備

及びドクターヘリの導入に関する陳情について、陳情者は、八重山市町議会議

長会会長伊良皆高信外２名であります。

この陳情の処理方針につきましては、先ほど説明いたしました、陳情第121

号と同じでありますので、説明を省略させていただきます。

続きまして、資料の153ページをお開きください。

陳情第123号の２透析患者、移植者の自立及び安心して生活できる社会に関

する陳情について、陳情者は、一般社団法人沖縄県腎臓病協議会会長高良幸勇

であります。

処理方針を申し上げます。

１ 重度心身障害者医療費助成事業については、制度の持続的かつ安定的な

運営を確保する観点から、そのあり方に関し、継続した検討を行う必要がある

と考えております。また、県は、同制度について政策的に奨励する趣旨から､

、実施主体である市町村に対し､事業費の一部について補助しているものであり

補助金交付要綱に基づき実施することが適切であると考えております。

２ 慢性腎臓病（ＣＫＤ）特別対策事業は、講演会の開催や医療関係者を対

象とした研修会等を実施することにより、慢性腎臓病に関する正しい知識の普

及と対策に必要な人材の育成等を目的としております。県では、糖尿病や高血

圧及びメタボリックシンドロームなど、慢性腎臓病のリスクを高める疾病に関

する普及啓発や研修会等の取り組みを行っているところであります。当該特別

対策事業の実施については、糖尿病等の生活習慣病予防対策を進める中で、そ

の必要性等を検討していくこととしております。

続きまして、資料の155ページをお開きください。

陳情第124号児童扶養手当制度の見直しに伴う意見書の提出を求める陳情に

ついて、陳情者は、那覇市日美大昌であります。

処理方針を申し上げます。
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児童扶養手当制度においては、児童扶養手当法第９条から第11条に基づき、

受給者の所得が政令で定める所得制限限度額以上であるときは、手当の全部又

は一部を支給しないこととしています。その所得額については、法第13条、児

童扶養手当法施行令第３条及び第４条に基づき、受給者の前年の所得額から８

万円と各種控除額の合計を差し引いた金額により算定されます。この８万円に

ついては、社会保険料相当額として昭和46年４月の施行令改正後現在まで適用

されておりますが、所得制限限度額において、母子家庭の平均的な所得水準を

考慮して設定されていることから、実態に即して支給制限及び手当額の設定が

なされているものと考えられます。県としましては、今後とも法に基づき、適

切な認定事務に努めてまいります。

続きまして、資料の156ページをお開きください。

陳情第126号の２社会保障制度改革に関する陳情について、陳情者は、沖縄

県退職公務員連盟会長新垣淑輝外１名であります。

処理方針を申し上げます。

１及び２ 平成23年６月、政府・与党社会保障改革検討本部において社会保

障・税一体改革成案が決定されており、その中で、年金改革の目指すべき方向

性等が示されております。その内容は、社会保険方式による所得比例年金と税

財源による最低保障年金の組み合わせからなる新しい年金制度の創設、現行制

度の改善策として、最低保障機能の強化や在職老齢年金の見直し等を検討する

こととしております。国においては、今後、国民的な合意に向けた議論や環境

整備を進め、その実現に取り組むとしており、沖縄県としては、その動向を注

視してまいりたいと考えております。

３ 新たな高齢者医療制度につきましては、平成22年12月に国の高齢者医療

制度改革会議において最終取りまとめが行われ、高齢化の進行等に伴い増嵩す

る高齢者の医療給付費について公費の負担を拡充するほか、世代間の負担の公

平化を図る観点から、保険料軽減の特例措置について段階的に縮小するととも

に、現役世代の保険料による支援制度を継続すること等が示されたところであ

ります。また、国においては、将来にわたって国民皆保険制度を堅持していく

ため、新たな高齢者医療制度の施行に伴い、多くの高齢者が移行することとな

る国民健康保険制度の財政面を含めた構造的な課題について、全国知事会等の

関係機関と協議の場を設け検討を進めております。県としましては、当該協議

を注視するとともに、全国知事会等を通して必要な意見を提案していきたいと

考えております。

続きまして、資料の158ページをお開きください。

陳情第131号「すべてのウイルス性肝炎患者の救済に関する意見書」の採択
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に関する陳情について、陳情者は、すべての肝炎患者の救済を求める沖縄の会

代表徳良健一であります。

処理方針を申し上げます。

１、３及び６ Ｃ型肝炎感染被害者については、平成20年に施行された特定

フィブリノゲン製剤及び特定血液凝固第Ⅸ因子製剤によるＣ型肝炎感染被害者

を救済するための給付金の支給に関する特別措置法に基づき、既に国による和

解救済が進められております。また、Ｂ型肝炎感染被害者については、平成23

年６月に国はＢ型肝炎原告との間で基本合意書を締結し、給付金の額等につい

て規定しており、今後救済が進むものと考えております。

２ 給付金の請求期限の延長については、同法衆議院附帯決議において、請

求状況を勘案し必要があると認めるときに検討することとされております。特

定血液製剤使用の事実については、診療録（カルテ）のみならず、手術記録、

投薬指示書等の書面、医師、看護師、薬剤師等による投与事実の証明や本人、

家族等による記録、証言等も考慮して、裁判手続の中で判断がなされるものと

考えられます。

４ 肝炎の治療費助成については、平成20年度から国の肝炎治療特別促進事

業に基づき実施されております。平成23年５月に策定された肝炎対策基本指針

において、国は、肝炎医療費助成制度、高額療養費制度、傷病手当金、障害年

金等の肝炎医療に関する制度について情報を取りまとめ、地方公共団体と連携

を図り、その活用を図ることとされています。また、平成22年４月から認定基

準に該当する肝臓機能障害のある者等に対し、身体障害者手帳が交付されてお

ります。

５及び７ 肝炎対策基本指針においては、肝炎に関する知識の普及啓発、肝

炎患者等の人権の尊重、肝炎ウイルス検査のさらなる促進、適切な肝炎医療の

推進、治療薬の研究開発の推進等に関して規定されております。また、現在国

においては、肝炎ウイルス検査等の助成を行っております。

続きまして、資料の161ページをお開きください。

陳情第141号「学校法人うるま学園うるま医療福祉大学」設立に関する陳情

について、陳情者は、学校法人うるま学園うるま医療福祉大学設立準備委員会

委員長大城智美であります。

処理方針を申し上げます。

、 、１及び２ 沖縄県が大学設置に関与するためには 社会的需要を背景として

設置地域の市町村、関係団体の意見など、広く県民意見を踏まえて対応する必

要があると考えております。県内の医師数については、琉球大学医学部卒業医

の多くが県内に定着する等、年々増加しており、人口10万人当たりで全国平均
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。 、 、を上回っている状況となっております また 離島地域の医師確保についても

琉球大学病院との連携で医師修学資金等貸与事業を実施するなど、その対策を

強化しているところであります。大学の設置については、文部科学大臣の認可

事項であり、設置に当たっては、教育課程、教員組織、施設・設備、財務状況

などが審査要件とされております。当該大学設置については、社会的需要を初

め関係市町村等の合意形成、大学設置の基盤となる財務状況等に課題があるこ

とから、県が関与することは困難であります。

続きまして、資料の163ページをお開きください。

陳情第143号地域医療支援病院の増床に関する陳情について、陳情者は、医

療法人友愛会理事長比嘉國郞であります。

処理方針を申し上げます。

沖縄県保健医療計画においては、各医療圏で県民の入院に対応する基準病床

数を設定しているところであります 現在 一般及び療養病床については 9861。 、 、

床の基準病床数に対し、既存病床数１万3414床となっており、3553床多く設置

されているところであります。また、その病床の利用率については、約85％で

推移しているところであり、入院を必要とする患者の対応については、地域医

療支援病院を中心に医療連携を推進し、全体の病床を効果的に活用していくこ

とが重要と考えております。しかしながら、人口増や高齢化の進展等により、

、 、救急搬送件数が増加傾向にあることから 救急医療に対応する病床については

特例病床の設置を含めて、平成24年度の沖縄県保健医療計画の見直しの中で検

討していきたいと考えております。

以上で、福祉保健部に係る請願及び陳情の処理方針について設明を終わりま

す。

御審査のほど、よろしくお願いします。

福祉保健部長の説明は終わりました。○赤嶺昇委員長

次に、病院事業局長の説明を求めます。

伊江朝次病院事業局長。

それでは、病院事業局に係る陳情案件について、処○伊江朝次病院事業局長

理方針を御説明申し上げます。

お手元に配付してあります資料陳情案件処理方針の目次をごらんください。

、 。病院事業局に係る陳情案件は継続５件 新規３件の計８件となっております

なお、継続の陳情案件５件につきましては、処理方針に変更ございません。

それでは、新規の陳情案件３件につきまして、処理方針を御説明します。
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資料の12ページをお開きください。

陳情第120号沖縄県立八重山病院の早期改築・建設及び医師・看護師の確保

に関する陳情について御説明いたします。

陳情者は、八重山市町会会長石垣市長中山義隆外２名であります。

処理方針を申し上げます。

八重山病院については、平成22年度に耐震化等改修工事を実施し、地震に対

する安全性の確保や施設の修繕を行ったところであります。病院事業局としま

しては、今後とも、計画的な点検・修繕の実施により八重山病院の医療機能の

維持に努めてまいります。八重山病院の建てかえに向けては、病院の経営改善

に努めつつ、将来の病院のあり方や救急医療における地元市町村との連携、役

割分担等について検討していく必要があると考えております。また、県立病院

における医師・看護師等の確保については、重要な課題であると考えており、

、 、 、卒後臨床研修の充実 専門医派遣事業の活用 地域・離島医療確保モデル事業

看護師採用年齢制限の撤廃など医師・看護師等の確保対策を強化し、医療サー

ビスの向上に努めてまいります。

続きまして、資料の14ページをお開きください。

陳情第121号八重山の地域医療に関する陳情について御説明いたします。

陳情者は、八重山の医療を守る郡民の会会長宮平康弘であります。

処理方針の１につきましては、先ほどの陳情第120号の処理方針の前段部分

と同様でありますので、読み上げを省略いたします。

処理方針の２について申し上げます。

２ 八重山病院の診療体制の安定化を図るために、各診療科の医師が不在と

ならないよう、引き続き、医師確保に取り組むとともに、医師が定着しやすい

環境整備を図っていきたいと考えております。また、７対１看護体制について

は、急性期病院としての医療機能の向上はもとより、看護職員の業務緩和の面

、 、からも実施する必要があると考えており 八重山病院での実施につきましては

南部医療センター・こども医療センター及び中部病院の実施状況、看護師確保

や経営に与える影響等を勘案の上、検討したいと考えております。

続きまして資料の16ページをお開きください。

陳情第122号県立八重山病院の早期建設、医師の安定確保と看護体制の整備

及びドクターヘリの導入に関する陳情について御説明いたします。

陳情者は、八重山市町議会議長会会長伊良皆高信外２名であります。

処理方針は、先ほどの陳情第121号に同じであります。

以上で、病院事業局に係る陳情の処理方針の説明を終わります。

御審査のほど、よろしくお願いいたします。
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病院事業局長の説明は終わりました。○赤嶺昇委員長

これより各陳情に対する質疑を行います。

質疑に当たっては、陳情番号を申し述べてから重複することがないように簡

潔にお願いいたします。

なお、質疑・答弁に当たっては、挙手により委員長の許可を得てから行うよ

うお願いいたします。

質疑はありませんか。

比嘉京子委員。

今の病院事業局のほうからお聞きしたいと思います。新規陳○比嘉京子委員

情第120号と同第121号に関連してお聞きいたします。まず、早期の改築建設と

いう要望がありますが、その計画等についてお願いいたします。

八重山病院の建てかえに向けては、先ほども申し上○伊江朝次病院事業局長

げましたが経営状況を踏まえつつですね、将来の病院のあり方とかを地域の皆

様ともいろいろ相談をして、どうあるべきかということを踏まえつつ、今後検

討していきたいと考えております。

計画はまだ白紙であるという理解でよろしいでしょうか。○比嘉京子委員

これから地域の人たちとのいろいろな協議会等もつ○伊江朝次病院事業局長

くりながらやっていかなければいけないと思いますので、できる限り地域の状

、 。況を取り入れながら 今後こういったことを検討していきたいと思っています

陳情にありますように、年間23万人の患者がいるという実績○比嘉京子委員

ですね。それと待合室の狭隘であるとか、それから病院事業局長が八重山病院

の院長時代に我々は視察に行ったわけなのですが、たしかそのときには非常に

電気配線の焦げにおいといいますか、そういう問題と、漏電といいますか、そ

ういう問題に対する看護師等の夜間における、手薄になるときの危機感である

とか、そういうようなこともありましたし、それからこれだけ患者がふえてき

たということと、それから築何年になるかということも踏まえると、私は今白

紙というのはとても残念な回答ではないかと思うのですが。少なくとも宮古病

院の次には計画として考えられるのではないかと我々は思うのですが、そこら

辺をもう少し踏み込んだ回答をいただけませんか。
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比嘉委員のおっしゃるとおり、過去にも宮古病院を○伊江朝次病院事業局長

つくって３年でしたか、そのあたりで八重山病院の新築移転をしております。

それと同じような形にできるかどうかというのは、まだ経営状況も踏まえなが

らしないと厳しい状況があると思いますが、できる限りそういった方向で考え

ていきたいと思っております。

要望がこれだけ強くあるので、協議会等の設置は迅速に立ち○比嘉京子委員

上がるだろうと予測します。ぜひ、宮古病院の後にできるだけ早い時期の改築

をお願いしたいと思います。

次に、医師・看護師の現状といいますか、陳情第121号に関していうと、今

２つに関連した質疑をしているつもりですが、脳外科、小児科、産婦人科とい

う指摘があるのですが、八重山病院の医師の充足率といいますか、科における

医師の状況というのは、医師、看護師も含めての充足状況はどうなっています

か。

看護師に関しては優先的に配置するような状況で、○伊江朝次病院事業局長

できるだけ欠員が生じないようにやっているというところであります。医師に

関してですが、現在のところ、いわゆる不在となっておりますのが、ことしの

５月でしたか、眼科医が退職して地元で開業をしております。それで現在のと

ころ、八重山病院には眼科医がおりません。それで琉球大学病院とも定期的な

外来応援業務でやっていたという状況がございます。今のところ、眼科医につ

いての確保のめどはついておりません。それからその他の科に関しては、産婦

人科も小児科も含めて、一応、医師は充足しているという状況でございます。

では、県―病院事業局の認識としては充足しているが、地元○比嘉京子委員

としてはもっとふやしてほしいという意向だという理解ですか。

地元としては、それぞれの専門科―いわゆる専門医○伊江朝次病院事業局長

の欠員が出ないようそろえていただきたいという趣旨ではないかと思います。

先ほど、看護師もできるだけ充足するように努めているとい○比嘉京子委員

うお答えでしたが、努めてはいるが欠員が生じているという実態なのですか。

今のところ欠員はないということです。○伊江朝次病院事業局長
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では今ここで言う、そういう脳外科とか小児科、産婦人科等○比嘉京子委員

の専門医による措置が求められているというのは、どのように皆さんは理解し

ていらっしゃいますか。

比嘉委員も御存じのように、私が在職中もやはり脳○伊江朝次病院事業局長

外科医が欠員になったりとか、耳鼻科医がいなくなったというような時期がご

ざいました。できるだけそういう期間をつくらないようにしてくださいという

要望だろうと思っております。

もう一つは、７対１看護体制の計画はどうなっていますか。○比嘉京子委員

先ほども申し述べましたが、経営状況とかを勘案し○伊江朝次病院事業局長

ながら、今のところは平成25年度をめどに考えております。

先ほど病院事業局長がおっしゃった、医師も看護師もそうで○比嘉京子委員

すが定着しやすい環境を整えていかないといけないと、そこについてはどうい

うような努力が今後必要ですか。

これはなかなか一言では言いにくいところはありま○伊江朝次病院事業局長

すが、やはり地域住民の対応の仕方とか、それから病院でいえば沖縄本島から

もはるか離れた離島にございますので、できる限り研修の機会とか、あるいは

１人診療科の場合というのは、休暇とか冠婚葬祭等も含めた島外に出なければ

ならない場合にすぐ対応できるように、できるだけそこにいて精神的にも肉体

的にも負担のかからないような状況をつくっていくことが一番大事ではないか

と思います。

手当の面に関してはどうですか。十分だとお考えですか。○比嘉京子委員

私が勤めていたときは十分だったと思っておりま○伊江朝次病院事業局長

す。

、 。○比嘉京子委員 ということは 現在は少し厳しいという認識でいらっしゃる

いや、まだ十分ではないかと思っております。○伊江朝次病院事業局長
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では次に保育所入所待機児童解消についてお聞きしたいので○比嘉京子委員

すが、県議会答弁等でもかなりありましたが、ここにもありますように子供の

振興計画、それからあずま保育園の問題等を含めて少し確認したいことは、基

金によって―今年度中の基金です、例えば安心こども基金も含めて。それによ

って―質疑等でもかなり出てきたのですが、基金の消化状況といいますか、そ

れはどういう―今心配している質疑は返金等に至らないで済むかどうか、そこ

ら辺について確認をしたいと思っています。

、 、○田端一雄青少年・児童家庭課長 安心こども基金については これまで３度

４度にわたって積み増しをしておりまして、総額で約120億円となっておりま

。 、 、す そのうち 今年度予算として計上しているのが約60億円ぐらいありまして

そのうち保育所整備分ですが、今年度の予定としては約49億円を予定しており

まして、実はほかの事業から寄せて保育所整備を重点的に整備するということ

で、一次内示で実は35億円でやっておりましたが、とりあえず今年度までとな

っているということで市町村に働きかけをしまして、次年度以降の整備分を前

倒しして執行する予定としておりまして、今は全額執行に向けて取り組んでい

るところです。

全額執行についての、皆さんの手ごたえとしては、自信を持○比嘉京子委員

っているという理解でいいですか。

今の段階では全額執行に取り組むというこ○田端一雄青少年・児童家庭課長

とと、あわせて、この事業が一応、保育所整備分は今年度着手分までとなって

、 、 、おりますが 国に延長要望をしておりますので 今後も待機児童解消に向けて

鋭意取り組んでいきたいと思っています。

県議会等でもあったのですが、平成22年度、平成23年度の待○比嘉京子委員

機児童解消の人数は出されておりましたが、念のためもう一度、何名になって

いるのでしょうか。

昨年―平成22年度の整備で安心こども基金○田端一雄青少年・児童家庭課長

と保育所入所待機児童対策特別事業基金、この２つの基金を活用しまして、保

育所の定員数が前年度に比べまして1719名増加をしております。
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現在のというか、一番直近のデータでは待機児童はまだ何名○比嘉京子委員

いるという理解ですか。

平成23年４月１日現在の待機児童数が2295○田端一雄青少年・児童家庭課長

名となっております。

私はこの急ピッチに前倒しをして、どんどん認可化させてい○比嘉京子委員

くということは、子供たちの環境をよくする意味では非常に意義があると理解

しているのです。しかしながら、その認可外から認可化したというあずま保育

園の例を挙げるように、どれだけ意識改革ができているかどうか。この間の問

題点も含めて、そういう手当てについてはどのように皆さんは―今後、もう少

し改善、対策をしていきたいというのもあったのですが、そこら辺の意識改革

についてのフォローというのは、どのようになされているのでしょうか。

認可化移行によって保育の質が十分でない○田端一雄青少年・児童家庭課長

という指摘もいろいろ受けているところでありますが、そのために研修を実施

しております。特にこの数年間で認可化へ移行した施設を対象としまして、安

心こども基金を活用した研修を昨年も実施しました。今年度についても、その

、 。内容をもう少し踏み込んで 回数もふやしまして実施したいと考えております

休憩いたします。○赤嶺昇委員長

（休憩中に、赤嶺委員長から10日１日現在の待機児童数も報告するよう

要望がされた ）。

再開いたします。○赤嶺昇委員長

比嘉京子委員。

今、2295名というのが皆さんの手元にある最新の数字だとい○比嘉京子委員

うことなのですか。

、 、○田端一雄青少年・児童家庭課長 今 手元にあるのが４月１日現在のもので

10月１日分については今、市町村に照会をして、それが上がってくるのが今月

末ぐらいになると思います。
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後ででよろしいですので、その研修の内容といいますか、ス○比嘉京子委員

ケジュールといいますか、その資料をいただきたいと要望しておきます。

ほかに質疑はありませんか。○赤嶺昇委員長

奥平一夫委員。

、 。○奥平一夫委員 病院事業局の陳情番号平成22年第２号 継続になっています

県立宮古病院の脳神経外科医師の確保に関する陳情、この陳情の趣旨には脳神

経外科医師の２人の確保が必至であると、必要であると陳情ではなっているの

ですが、４月１日から１人配置しましたという処理になっていますね。実際に

脳神経外科は２人の医師がいないと緊急手術をすることもできないし、手術す

るには医師を待って、中部病院なり、あるいは南部医療センター・こども医療

センターなりから医師を待って手術をするとかという体制をとられております

よね。あるいは地元の医師の手伝い、サポートを受けてやるという。これでは

２人の医師の確保が必至であると陳情しているのに、何でこの処理方針で後任

を配置しておりますと。これは１人ですよね。確認をしたいと思います。

現在、配置しております脳神経外科医師は、お１人○伊江朝次病院事業局長

でございます。

ですからこれは処理方針としても、これは陳情の要旨に全く○奥平一夫委員

そぐわない答弁となっております。あと１名は確保してまいりたいと思います

とかという―まあ、私が言うのも何ですが、そういう処理方針でないとおかし

いのではないですかと私は思うのです。どうですか。

あと１名については、現在、宮古病院ともいろいろ○伊江朝次病院事業局長

と連携をしながら探しているという状況がございまして、来年あたりはめどが

つくのではないかという話も出てはきております。

、 。 、 、○奥平一夫委員 そうですか お疲れ様です ２年 ３年ほど前からでしたか

必死になってこの２人体制を維持しようとしてきたのですが、どうも脳神経外

科の先生がなかなか見つからない。１人確保するのも大変だということで、多

分、県として方針変換をしたのか、もう一人を確保してそれを沖縄本島の病院

から派遣をしていくというこの体制にかえたのではないかと思うのですが、そ

の辺はいかがですか。
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医師としては、基本的には症例数からいったら１人○伊江朝次病院事業局長

で十分な症例なのです。ですから先ほども奥平委員から脳外科の手術というの

は２人でやらなければいけないということがありましたが、大体の人は１人で

やって、少なくとも助手としては同じ外科医であれば十分対応できるという状

況がございます。ですから最低限１人はどうしても確保しないといけない。理

想を言えば、奥平委員のおっしゃるとおりいつでもかわりがいるように２人い

たらいいのでしょうが。ただ、やはりそれぞれの地域でそれを―50例前後しか

ないのを２人で分けると、かなり医師の技術の維持に厳しい面もあるという現

実はございます。

ですから、それが１人体制でバックアップを沖縄本島の病院○奥平一夫委員

でやるという方針にかわったのですか、これは。そういう方針になったのです

か。どうですか。

方針といえば方針なのですが、今の現状ではそうい○伊江朝次病院事業局長

った対応で何とかやりくりをするしかないという状況があると思います。

それでもなおかつ、あとお１人を確保したいと、来年はめど○奥平一夫委員

がつきそうだという御答弁ですよね。

というふうに宮古病院からは聞いております。○伊江朝次病院事業局長

、 。○奥平一夫委員 それはきちんと認めてもらえるのですか 病院事業局として

人材の確保については、できる限り病院現場の要望○伊江朝次病院事業局長

を聞いてやっていきたいと思っております。

ありがとうございます。○奥平一夫委員

続きまして、先ほど比嘉委員が質疑をしていた八重山の地域医療に関する陳

情第121号の中で、八重山病院はいろいろ補修をして耐震化補強をしていると

いうことだったのですが、これは今は補強をし終わっていますよね。それで今

の耐震性というのはどのぐらいあるのですか。

平成22年度末の耐震化等補修工事により、現在の耐○前田光幸県立病院課長
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震基準を定めました昭和56年に改正された建築基準法上の耐震基準は、クリア

しております。

これはすべての病棟でそうだということですか。○奥平一夫委員

耐震化補修工事に入ります前にその耐震化の診断を○前田光幸県立病院課長

いたしまして、東病棟―いわゆる本館というところですが、そこについては耐

震化補修が必要だということで工事をいたしました。

それは何十年ぐらい維持することができるというか―なぜか○奥平一夫委員

と言いますと、新築移転をしようということでずっと話を進めていますよね。

今は補強をしたと。大体何年ぐらい補強を維持できるかという、どういう想定

のもとでそういう補強工事をやったのかということをお聞きしたいのです。

耐震化補修工事は、建物の老朽化の防止を直接的に○前田光幸県立病院課長

目的とはしておりません。ですが、その耐震化補修工事により一定の補強がさ

れるということで、結果として一定程度の老朽化の防止につながるものとは考

えておりますが、実際に工事段階で、あと何年間老朽化を防止するという目的

では、工事は施工しておりません。

少し視点を変えますが、今、八重山病院はかなり老朽化して○奥平一夫委員

いるという陳情もありますし、県がどれぐらい老朽化を認識しているかという

ことをお聞きしたいのです、内部設備も含めてね。排水等、コンクリートの劣

化等を含めてどれぐらいそれを認識していらっしゃるのか、少し詳しく聞かせ

ていただけませんか。

先ほども申し上げましたように、直接的な老朽化防○前田光幸県立病院課長

止工事ではないのですが、耐震化補強により一定程度、建物本体、軀体の老朽

化については歯どめがかかったものと現時点で考えておりますが、一方で空調

でありますとか、それから衛生関係、給排水等ですね。そういった設備の部分

については、やはり老朽化は一定程度進んでいると考えております。

その一定程度というのは、もう建てかえなければならないと○奥平一夫委員

いうところまできているという認識ですか。
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これは設備でございますので、直接その軀体の建て○前田光幸県立病院課長

かえということではなくて、現時点では計画的―まずこの施設設備に関して、

建築基準法等に基づく点検を今後やっていきたいと考えております。

点検が遅いと思いますがね。現場の病院の皆さんとか地元の○奥平一夫委員

皆さんから、非常にそういう―軀体もそうですが、中のいろいろな設備が老朽

化していると。かなり仕事にも支障がきているのではないのかなと思うのです

が、そういう意味でどういう仕事面、あるいは入院している皆さんにプレッシ

ャーがかかっているのか、その辺を含めてそういう調査というのは、これから

という意味ですか。

去る８月に、病院事業局長以下で八重山病院に経営○前田光幸県立病院課長

状況の説明会という形で行った際に、かねて施設の状況について視察、把握を

いたしました。奥平委員の御指摘のように、設備の部分については一定程度の

老朽化が進んでいるという状況も踏まえて病院現場と相談をしながら、従前、

応急的な対応はやっておりますが、今後は計画的に修繕等が必要ではないかと

いうことで、そういったところは病院現場と相談しながら進めていこうという

ことにしております。

以前、宮古病院の老朽化をずっと調査をしてきたのですが、○奥平一夫委員

当然、病院側からもそういう報告をたくさん受けて調査しましたが、本当にひ

どい状態なのですよ。例えば、食堂でも蒸気が漏れたり、あるいは水が漏れた

り、いわゆる空調も漏れて水がぽたぽた落ちたり、新生児の病室もかなり悪化

していたりということなどがあって、大きな台風がきたときは本当に窓ガラス

が―新生児の病室も窓ガラスが割れんばかりになるので別の病室へ移動したと

いう、そういう状態も起こっていたわけですよ。ですからそういう意味で、本

当に老朽化していくこの施設の中で病人を置いておくというのは非常に厳しい

―ものすごいプレッシャーがあると思うのです。だからそういう意味では、地

元の皆さんも現場の先生方も早急に建てかえてほしいという切実な要望がある

と思うのですが、病院事業局や福祉保健部は経営的なこともあろうでしょうか

、 。 、 、ら 皆さんから緊迫した話が全く伝わってこないわけですよ ですから ぜひ

現場の皆さんと八重山地域の皆さんと意識を共有していくということをやらな

いと、私はこれはいけないと思います。これは恐らく建築移転もかなり先延ば

しにされそうな、そういう不安があります。何か起こってからではもう遅いの

です。宮古病院の場合は、看護部長の部屋に大きなコンクリート片が落ちて初
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めて知事が視察をするという事態が起こったわけですから、何か起こってから

では遅いと思うのです。そういう意味ではもっと早急にそういう細かいチェッ

クをしていくと、入院している皆さんや現場の先生や地元の皆さんとしっかり

話し合うという、それを早目にしていただけるということはできませんか。

奥平委員が御心配なさっているのはごもっともなこ○伊江朝次病院事業局長

とで、私もそう思っております。ですから、できる限り前向きにそういったこ

とに取り組んでいきたいと考えております。

もう一つは医師の確保の問題、現状は八重山病院に欠員はあ○奥平一夫委員

りませんと今お話があったのですが、欠員がないというのはどういう状態なの

ですか。

医師の定数は満たして、それ以外に業務状況に応じ○伊江朝次病院事業局長

た配置もしているということでございます。

例えば、現場からこれだけのスタッフがほしいという要望が○奥平一夫委員

毎年上がってきていると思うのですが、いろいろなコストカットの面でいろい

ろと抑えられている部分はよく聞いています。ただ、現場は相当四苦八苦して

いると思うのです。そういう意味で、医者の残業だとか、医師・看護師スタッ

フの休暇がとれないとか、育児休暇であったりさまざまな休暇がとれなかった

りということが出ていると思うのですが、その辺の状況―実態といいますか、

もしわかれば簡単でいいです。

八重山病院を含め各県立病院の人員体制について○前田光幸県立病院課長

は、勤務負担の状況、あるいは経営への影響等々を総合的に勘案し検討してい

、 、 。くということで 現在 担当者が各病院と詳細な詰めを行い検討しております

ですから、毎年、各病院からこれだけのスタッフがほしいと○奥平一夫委員

いう要望が出ているはずなのですよ。かなり皆さんの言っていることとそごが

あると思うのです。八重山病院でどれぐらい要望がありますか。

次年度の人員体制の検討に向けた各病院からの要望○前田光幸県立病院課長

については、現在、取りまとめを行っているところであります。
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ですからスタッフの通常とれている休み、これが本当に普通○奥平一夫委員

にとられているという現状ですか、そうではないですか。その辺、イエス、ノ

ーで構いませんから。きちんととれていますか。

医師に関しては、奥平委員も御存じのとおり患者を○伊江朝次病院事業局長

ずっと持っておりますので、なかなか休みたいというときに休めるということ

ができない場合が多々ございます。そういう状況の中でも、できる限りお互い

に役割を分担して休みをとっているという状況がございます。看護師に関して

は、ほぼ他の県立病院並みに休みはとれていると思っております。

看護師については別にほかの病院と比較する必要はありませ○奥平一夫委員

んよ。休みたいときにきちんと休みがとれるのですか、そういう実態というの

はきちんと確保できるのですかとお聞きしているのです。

これは現場の看護師長等が配慮することですから、○伊江朝次病院事業局長

いろいろ現場へ行って話を聞いたときに、できる限りそういったことに対応し

ていると。沖縄本島から来た看護師たちに対しては、特に配慮していると聞い

ております。

どうも明確に答弁されていないので少し厳しい状況があるか○奥平一夫委員

なと推測します。ただ、医師の場合、医師だから、患者がいるからなかなか休

みがとれないとおっしゃいました。しかし、先ほどの比嘉委員との質疑答弁の

中で、医師の定着するための環境整備はどうかといったら、研修に行けたり、

あるいは冠婚葬祭にも行けるという、そういう環境整備をつくらなければなら

ないとおっしゃっています。例えば、その先生が研修に行きたいと申し出たと

きに、かわりの医師、職員がいらっしゃるかというところも厳しいのでしょう

か。どうなのですか、それは。

研修とかそういった不急の休暇をとらなければいけ○伊江朝次病院事業局長

ない場合というのは、やはりみんなで肩がわりをしながらやっているという状

況はあります。ですから、そういった最低限のことはしっかりやれていると思

っております。

ですからそういう意味では数がぎゅうぎゅうにならずに、も○奥平一夫委員

う少しゆとりを持った定数確保というのを病院事業局としてやはり考えてあげ
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ないと。現場の医師、あるいは看護師もそうですが、ほかのコ・メディカルの

、 、皆さんもそうですが やはりなかなか休みが普通にとれていないということが

中部病院だったり、南部医療センター・こども医療センターだったりそう聞こ

えてくるのです。ですから、余りにも窮屈な定数というのはもう少し拡大して

いくという、そういうことにぜひ努めてほしいと思います。これについては終

わります。

福祉保健部にお伺いします。144ページと145ページの、新規陳情の離島にお

けるがん患者支援対策の推進を求める陳情です。おかげさまで航空運賃の割引

きを実施することについては、これまでのあのちんぷんかんぷんな処理方針で

なくて 随分変わってきたと思うのですが 例えば 陳情処理方針の２で 交、 。 、 、「

通費負担の軽減を図るための財政支援を国に要望しております」と。これは国

のどこに、どういう形で要望しているのでしょうか。お聞かせください。

この件に関しては、内閣府に特に強く要望しており○宮里達也福祉保健部長

ます。

これは今の新たな沖縄振興計画の要望項目の一つとして入っ○奥平一夫委員

ているということですか。どういうことですか。

そのとおりです。○宮里達也福祉保健部長

ありがとうございます。ぜひ実現のために頑張っていただき○奥平一夫委員

たいと思います。

それから放射線機械の段階的な設置を要望していますが、これでは放射線機

器はかなり高いので、ほかの―放射線のほかに何がありましたか、離島地元で

できるがん治療。それでやってくださいという処理方針がありましたよね。

記２だと思いますが、放射線機器の段階的な設置と○宮里達也福祉保健部長

いう要望があります。それに関してですが、基本的に機械の整備そのものは、

お金という意味では可能性はゼロではないと思います。ただ、やはりこの機械

をいかに使うか。どのぐらいの患者がいて―機械があっても照射計画はどうす

るかとかですね、どういう放射線計画でやるかというのは極めて専門的なもの

で、１ミリメートル違うだけで患者に物すごく負担をかけたり、あるいは治療

効果に影響を与えたりしますので、やはりその技術者の確保という意味で機械

の整備よりももっとハードルが高いと私は思います。
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金額の問題ではないというお話をいただきましたが、やはり○奥平一夫委員

今ありますように、がん患者というのはもう本当に２人に１人、３名に１人に

がんの病にかかると言われている時期に、離島―例えば宮古、八重山地域にお

いても10万人以上住む人がいるわけですね。そういう意味では人材育成をして

いく、あるいは人材確保をしていくという、これは当然行政がすべきことであ

って、この放射線機器にしても、人材にしても対応していくという、これは当

然だと思うのですが。ハードルが高いというお話はどういうことですか。

この件に関しては、私も現地の病院長を初め皆さん○宮里達也福祉保健部長

方とか、あるいは琉球大学病院の放射線の先生方とも何度か相談したことはあ

るのですが、やはり件数自体がそれを維持するに達しないだろうということの

ようです。

確かに、そういう対象者が少ないということはわかります。○奥平一夫委員

ただ、やはりそれでもその患者が放射線治療を受けに行くには、沖縄本島へ出

ていかなければならないし、放射線治療だって潤沢に施設があるわけではない

わけですから、その日程を合わせていくという。それも１人で行くとか、ある

いは年をとっている方がいたら付き添いが行くとか、あるいは宿泊しなくては

ならないとか、そういう非常に大きな負担があるわけですよね。そういう意味

では、本当に離島にとっては物すごい大きなハンディーがあるわけですよ。医

療の格差をなくしていくということからすれば、そういう症例が少なくても、

対象者が少なくても、この辺は何とか実現していくという県の姿勢というのは

非常に大事なことだと私は思うのですが。この辺はいかがでしょうか。いろい

ろな方法があると思うのですがね。

現在の放射線治療の技術で１回当たりの照射量、回○宮里達也福祉保健部長

数、そういうことを考えると、大体１カ月前後ぐらい放射線治療にかかってい

るのです。よほどの技術革新があって、よい機械ができて、手術とかあるいは

回数も減らすとかそういう技術革新が進めば、離島へとかそういうことも可能

な時代がくるかもしれませんが、現状の状況の中では、なかなか人数として、

患者数として技術を維持しながら離島で放射線治療を完結的に維持するという

ことは困難な状況だと考えます。

。 、 、 、○奥平一夫委員 わかりました それでは がん患者の皆さん 離島の皆さん
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、 、あるいは僻地の皆さんも含めてなのですが そういう放射線治療を受けに行く

あるいはがん治療に行く際に、交通費も含めてそうなのですが、宿泊費という

のが相当負担になるわけですね。今、陳情の３のファミリーハウスの件なので

すが、このファミリーハウス―いわゆるがじゅまるの家というのは、これは定

員はどれぐらいなのでしょうか。

10室あります。○平順寧医務課長

今、その利用率というのはどれぐらいなのですか。○奥平一夫委員

大体、77％ぐらいです。○平順寧医務課長

この陳情の処理方針によると、これはがん患者の皆さん、ほ○奥平一夫委員

かの患者もこれが利用できると考えていいですか。

基本的には、子供の付き添い家族の負担軽減を図るという○平順寧医務課長

ことで特に離島から来る方々のということですので、そうなのですが、一応い

ろいろとお聞きしましたところ、空き室がある状況はずっとありますので、そ

ういう困っている方に対しては提供していきたいという話でございます。

そういう利活用の方法とか、あるいは連絡とかということに○奥平一夫委員

ついて、これは行政を含めて対象患者の皆さんときちんと話し合いをして、利

用できるということをやはり皆さんで合意を得て、そういう利用促進をしてい

くということが必要ではないかと思うのですが、その辺はいかがですか。

こういう話もしておりますし、また、がんサポートハンド○平順寧医務課長

ブックの中にも入れてありますので、そこに連絡先とかそういうことも入れて

おりますので、そういう形で広く普及していきたいと思っております。

次に同じ陳情の記４についてですね 「機能強化事業を実施○奥平一夫委員 、

しております」と、処理方針の４です。これはどういう事業を、いつからスタ

ートさせているのですか。

これは地域がん拠点病院である中部病院、那覇市立病院、○平順寧医務課長

それから支援病院である宮古病院、八重山病院、それから北部地区医師会病院
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に対して相談窓口ですね、患者に対する相談窓口を設置していただくというこ

とでの支援という形で補助金を流しております。ちなみに、宮古病院、八重山

病院それぞれ500万円ずつという形で、相談員の手当とか、それから必要な本

も買うこともできますし、そこの病院が考えている形で活用していただければ

と考えております。

そうですね。大分使い勝手のいい事業費だと思うのですが、○奥平一夫委員

問題は、例えばいろいろな資料がきたとしても、やはりきちんとした専門資料

。 、を読む部屋を確保しなければなりませんよね それから相談を受けたりという

窓口が連携室ではなくてきちんと独立した形で、そういう相談室あるいは相談

窓口というものを、あるいは図書室込みで設置をしていくということは非常に

大事なことだと思うのですが。せっかくこの500万円という事業費があるわけ

ですから、この辺に活用できるというようなことはできませんか。

そこはその支援病院であるところでいろいろなものを検討○平順寧医務課長

していただければと思っているのですが、あと少しさらなる拡充ができないか

なということも検討していきたいと思っております。いろいろと地域医療再生

基金の活用とかですね、そういうことも含めて、今後、がん患者のグループの

育成とか、いろいろな提言がありますので、検討課題として考えていきたいと

思っております。

私も宮古病院の安谷屋院長とも何度かお話をさせていただい○奥平一夫委員

、 、て やはり本人としてはそういうものができればという気持ちはあるのですが

なかなか上部の皆さんの御意見が少し気になるところかなと。ただ、地元のが

ん患者の皆さんはどうしてもこれは欲しいと。その運営についても、相談でき

る分については支援する会がしっかりサポートしていきたいと。要するに一生

懸命なんですよ。そういう意味では、ぜひこの相談支援センターなり、あるい

は一緒に図書館についてもぜひ前向きな御答弁がいただければなと思うのです

が。もう一度お願いします。

、 、○平順寧医務課長 図書館というのは何ともあれなのですが 確かに離島では

本屋に行ったらなかなか専門書がないとか、知りたいのがないということは理

解しておりますので、そういった図書などもそういう相談窓口で気軽に見られ

るようなことについて、また病院事業局とも少し連携をしないといけない部分

がありますが、相談はさせていただきたいと思っております。
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それからやはりがん患者の皆さんが一番求めているものは、○奥平一夫委員

この緩和ケア、できれば病棟も欲しいと一応要望しているのですが、なかなか

病棟をつくるまでに至らないが、しっかりと緩和チームをつくりたいと。これ

は安谷屋院長もそういうお話を力強く話されていたのです。ただ、確かに皆さ

んの処理方針にありますように、病院もかなり部屋も広くなるしという、ある

いは個室もできますしというお話なのですが、先ほどから言っていますように

やはりがん患者がかなりふえてきている中でこの病棟設置も必要なのかなと。

これは病院事業局長ですか、というようには思いますが、緩和病棟をこれから

設置していこうという考え方はありませんか。

がんのターミナルケアというのは非常に重い課題○宮里達也福祉保健部長

で、特に痛みのコントロールに関して技術は物すごく進歩しています、30年前

と比べたらですね。ですからそういう技術をみんなが導入して、お部屋もそう

ですが、ぜひ一定程度の進歩ができるように、新しい病院も建ちますので、そ

ういうことは連携して検討していきたいと思います。

これは連携していくというのは病棟についても、では病棟に○奥平一夫委員

ついて病院事業局長、お願いします。

県立病院としては、とりあえずまずは急性期医療を○伊江朝次病院事業局長

しっかりやっていくという状況がございます。その上で、急性期医療にはがん

治療も入ってくるわけですからその延長にあると思います。やはりこういった

緩和ケアというのは１人の医師でできるものではないのですよね。今言った痛

みのコントロールとかは、やはり麻酔医の手が必要ですし、いろいろな診療科

を越えたチームをつくっていかないといけない。そういう形では、特別にがん

病棟という一角をつくらなくても、やはりそれぞれのセクションの病棟の中で

やっていけるという状況がございます。当面のところ、県立病院としては、ま

ずそれをしっかりやっていくということを考えております。

ほかの県立病院にはそういう緩和チームや、あるいは病棟と○奥平一夫委員

いうのは実際にあるのですか。

私が把握しているところでは、中部病院ではそれを○伊江朝次病院事業局長

取り組んでやっていると思います。
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そういう前例もあるわけですから、その辺はこれから増加し○奥平一夫委員

ていくだろうがん患者の対策としては、やはりチームをつくり上げていくとい

う、制度みたいなものをしっかりとつくって対応していってくださればなと思

います。

６番目なのですが 「県のがん対策推進や条例制定の際には、離島の患者・、

医療関係者を参加させる場を設けること 、これはこの上記処理方針の１に記」

載というのは、どこに記載されているのですか。

１の処理方針のところに、がんの患者を含む関係者、それ○平順寧医務課長

から医療関係者も、少し調整がつかなかったのですが、次回の連絡会には八重

山病院あたりの院長をお願いしたいと考えているところであります。

それがね、だから、がん患者の代表の皆さんもお１人ぐらい○奥平一夫委員

ずつ入れていただいたほうがいいと思いますが、いかがですか。

２回連絡会をやりましたが、連絡会には離島の患者に参加○平順寧医務課長

していただきまして、いろいろと意見聴取をやりました。

これからもやっていただけるのですか。○奥平一夫委員

、 。○平順寧医務課長 引き続き 同じメンバーでやっていきたいと思っています

次、ドクターヘリについてお伺いします。これは八重山地域○奥平一夫委員

からも陳情が入っていますし、継続でもＭＥＳＨのいろいろなことで、２機目

のドクターヘリをどうするかという話がございますね。今は検討委員会と検討

している段階だとずっと答弁されていますが、確かに金のかかることですから

なかなか難しいこともあるかもしれませんが、しかし、これだけ1000キロメー

トル、400キロメートルの島嶼県で、どうしてもこの１機体制では絶対に間に

合わないと思うのです。確かに皆さんがおっしゃっているように、自衛隊や海

上保安庁のヘリコプターで応援をいただいているということなのですが、これ

は非常にありがたいお話で、たくさんの実績を積んでいただいております。こ

れで本当に皆さんが救われているというのはあるのですが、ただ、昨年ヘリコ

プターに医師の添乗事業というか、いわゆる医師を乗せてどれぐらいの時間で

病院に運び、その処置をするかという事業がありましたよね。これの報告を少
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し聞かせていただけますか。

手元に資料がないのですが、記憶している段階では自衛隊○平順寧医務課長

、 。の搬送についてはいろいろと課題がありまして 課題があるのが搬送時間です

搬送時間が要請があってから約３時間ぐらいかかっていたと考えております。

そういうことで、ドクターヘリでありますと、例えば久米島病院であれば、読

谷村にある浦添総合病院のヘリコプター基地から30分でもう上空に達している

という状況等がありまして、やはりドクターヘリと自衛隊―どうしてもドクタ

ーヘリは昼間しか動けません。それから夜間、天候が悪いときに自衛隊に頼ま

ざるを得ない状況がありますので、両方の連携でやっていくという仕組みの急

患搬送体制をやっていかないといけないということでございます。

ですから私が言いたいのは、患者を搬送するというこの申し○奥平一夫委員

出をして、それを迎えにきて、医師を乗せて連れていっておよそ３時間、そう

いうことではどうも救急といいますか、救急搬送の体をなしていないのではな

いかと、失礼ですが。でも、きちんとやっていることを踏まえた上で今お話を

していますから、そういう意味ではドクターヘリのスピードというか、もう常

駐しているわけですから、かなりのスピードで救命することができるわけです

ね。この辺は認識していらっしゃいますか。

この部分は、今回の国との調整の中でも私はかなり○宮里達也福祉保健部長

強く言って、特に自衛隊と海上保安庁の搬送体制の―これは何といいますか、

飛行機の準備とかそういうことにももちろん時間はかかりますが、医療者の確

保が非常に課題ですので、それを各病院に支援できるようにということでお願

いをしていて、またそういうことも確保できれば改善につながっていくのかな

と期待しております。それと日中の―いわゆるドクターヘリ事業ですね、今、

浦添総合病院が読谷村から飛んでいるのですが、あれに関してはまず300例前

後ぐらいの症例しか運んでいませんので、恐らく久米島にも行きますし、徳之

島にも行っていますが、通常、大体600例から800例ぐらいまで１機体制でやっ

ていますというのが標準的な全国の状況ですので、それに関してはもう少し、

むしろ浦添総合病院としては、もう少し症例をふやしたいのだということを、

この前彼らが主催してやった研修会で話しておられました。

ほかの地域のドクターヘリというのは、これは夜間の搬送と○奥平一夫委員

いうのはやっているのですか、やっていないのですか。
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ドクターヘリは夜間は基本的に飛行できません。○平順寧医務課長

これは法律的にそういう制限がかかっているということです○奥平一夫委員

か。

技術面の問題だろうと思います。自衛隊は夜間訓練をずっ○平順寧医務課長

とやっておりますので、見えませんので機械で探しながら自衛隊は飛んでいる

のです。ドクターヘリはそういう機器がそろっているわけではなくて、そうい

う技術者もおりません。

やはり夜間の救急搬送というのは結構多いと思います。今こ○奥平一夫委員

の自衛隊の搬送、あるいは海上保安庁の搬送ということからしても、病院へ搬

送するまでの時間はかなりかかるという意味ではやはり―今は厳しいかもしれ

、 、ませんが ドクターヘリが夜間飛行もできるということの課題もぜひ見つけて

何とかそれをクリアしていくという努力も必要と同時に、やはり２機目のドク

ターヘリの導入というのは、私はこの島嶼県沖縄で絶対必要だと思いますが、

今、検討委員会で何が壁になっているというか、どういうところが検討課題に

なっているのですか。

先ほどもありましたように、２機目を導入するとし○宮里達也福祉保健部長

たらこれは救急搬送体制の整備という目的です。やるとしたら、どこに配備す

るか、どういう形にするのか、どの病院かということで、その地理的条件、あ

るいはどのぐらいの予算がかかるのか、国との要望とか、そういうことの課題

の中で、あるいはもっとほかに救急搬送体制の整備という視点で言えば、ヘリ

コプターを準備するのともっとほかに優先すべき課題があるのではないかと

か、そういうことが俎上に上って議論をしているというところです。

では最後に、県としては基本的には２機目のドクターヘリと○奥平一夫委員

いうのは必要ではないのかなという、そういう基本的な考え方を持ってらっし

ゃるのですか。まだ真っさらなのですか。

これは仲井眞知事の公約でもありますから、私とし○宮里達也福祉保健部長

ては整備に向けて努力しないといけないと考えております。例えば、八重山病

院長はうちは欲しいという話を聞きましたので、そういうことも含めて、どこ
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にどういう形でいつからというのは、いろいろ課題になってくると思います。

これは検討課題をずっとやってもしょうがないですので、い○奥平一夫委員

つごろ結論を出されるおつもりですか。

救急医療協議会の議論は今年度中には終えたいと。ただ、○平順寧医務課長

ドクターヘリの２機目をもしやるとした場合、そこの病院を救急センターにし

ないといけないという問題がございます。そこら辺のクリアすべき課題もあわ

せて議論していきますので、ただ、救急医療協議会での議論―今先ほど、福祉

保健部長がおっしゃいました協議会で議論すべきことですね、そこら辺につい

ては今年度中には意見の一致を取りまとめまして、その後、救命救急センター

の件をどうするのかということについて、いろいろと各病院とも検討しないと

いけない部分がございますので、今の段階で、例えば２機目を導入するとした

場合に、ではいつからということは明確にお示しすることはできません。

仲井眞知事の任期はあと２年か３年しかありませんよ。笑い○奥平一夫委員

ごとではなくて、これは公約ですからね。これはきちんと実行してもらわなく

てはなりませんよ。そういう意味で、やはりあと２年以内に決定していくとい

うことをやっていただかないと困ります。福祉保健部長はいかがですか。

この辺は非常に―知事公約は、救急医療体制の整備○宮里達也福祉保健部長

の例示として挙げているわけでして、例えば救急救命センター―要するに県立

病院の救急医療の充実とか、そういう整備とか、順序よくの話の中ですので、

いつというのはなかなか申し上げられません。

休憩いたします。○赤嶺昇委員長

午後０時15分 休憩

（休憩中に、仲村委員から執行部に対し平成22年第３回県立病院経営再

建検証委員会で資料３として配付された全国黒字都道府県立病院のわ

かる資料の要求がされた ）。

午後１時30分 再開

再開いたします。○赤嶺昇委員長

午前に引き続き質疑を行います。
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質疑はありませんか。

桑江朝千夫委員。

福祉保健部の請願・陳情に関する説明資料141ページ、県○桑江朝千夫委員

歯科医師会から出た陳情ですが、一般質問でも何点か質問させていただきまし

た。福祉保健部長の前向きといいますか、そういう答弁にほぼ満足しているの

ですが、この法律ができてさらに進むべきだとも思っています。その中でどう

も教育委員会側の、私としては少しフッ素というものの認識が違っていたのか

なと、これも福祉保健部長の答弁で認識も変わりつつあるものだと思っていま

す。そこで、この歯科・口腔医師の保健、以前はデンタルフェアとか市町村で

あったり、この歯を磨く大切さという―今もあるのでしょうか。こういうのは

わかりますか。

６月４日が虫歯の予防デーということで、歯科医師○国吉秀樹健康増進課長

会を中心に、各地区でデンタルフェアということで啓発事業、それから県全体

として母と子のよい歯科コンクールということでイベントを行っております。

私らが小学校のときに、特に覚えているのは朝礼とかそう○桑江朝千夫委員

ういった部分で指導員が来て、歯磨きの仕方をこんなふうに指導するのが何回

もあったのですが―ここで聞いていいのかな、こういったことを小・中学校で

は行われていますか。こういったことというのは歯の磨き方とか、それも含め

ていろいろな虫歯の予防に関しての。

詳細には調査してございませんが、保健体育の授業○国吉秀樹健康増進課長

などで教えてくれているのか、あるいは養護教諭のほうで指導してくださって

いるのかなという認識はしております。

ここで福祉保健部長に改めてお伺いいたしますが、この陳○桑江朝千夫委員

情の中にある歯と口の健康増進を図ることは全身の健康を守ること、そして結

果的には、これが医療費を減少させると結論づけておりますが、これに関して

の御意見は。

全くそのとおりだと思います。口から御飯を食べる○宮里達也福祉保健部長

ということはもっとも基本的な事項で、元気さのバロメーターになります。そ

れでその歯が丈夫であれば、そしゃく力でかなりいい健康状態に直結している
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と考えます。

これに基づいてといいますか、これを指針として法律がで○桑江朝千夫委員

きて、この法律が施行されて実行していく、所管となるべくは福祉保健部です

よね。

所管は福祉保健部で、健康増進課が所管課となりま○宮里達也福祉保健部長

す。

それでまた具体的にどのような方向で、いわゆる関連する○桑江朝千夫委員

組織といいますか、連携を図っていかなくてはならないとうたわれてもいまし

、 。 、たので 教育委員会とこの件をどう密に図っていくのか 具体的に言いますと

フッ素という部分の応用に関しての教育委員会との連携の取り方、あるいは教

育委員会にこのフッ素も含めて歯、口腔の保健に対する推進、連携の取り方等

はどのように進めていく―できたばかりですから、大まかな考え方がありまし

たらお願いします。

県全体としては勉強を進めていこうというところで○国吉秀樹健康増進課長

はございますが、各保健所管轄区域ごとに歯科保健に関する推進協議会等がご

ざいますので、その中で学校、あるいは市町村関係者にも入っていただいてお

りまして、そちらのほうで勉強会を進めているところでございます。

このフッ素の効用というものを本会議場でしっかりと福祉○桑江朝千夫委員

保健部長はお答えいただきました。実際に久米島町などは相当な効果が出てき

て、今現在、虫歯罹患率が１％にも満たないという状況があります。実績もあ

りますし効用もお認めになっているので、教育委員会にぜひとも実際にこれを

行うことを、具体的に行動させるということも含めていかがでしょうか。

こういうのは啓発をして、その効果を科学的な意味○宮里達也福祉保健部長

合いをぜひ説明して理解をいただいて協力いただこうかなと思っております。

先ほど、国吉健康増進課長が話したみたいに保健所単位、あるいは市町村にな

ると思います。

、 。 、○桑江朝千夫委員 次に新規陳情第143号 163ページです この陳情を読んで

そして処理方針等と相当な考えの違いといいますか、ギャップがある感じなの
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です。ここはどこにあるのですか、この違いというものは。

基本的に、医療のベッド数というのは―今、日本の○宮里達也福祉保健部長

医療システムがフリーアクセスの国民皆保険制度というのが前提になっている

わけです。金持ちであろうと貧乏な方であろうと、どこの病院を活用してもい

いよということです。こういうのを自由競争に任せてしまうと、都市部にだけ

病床が増加して田舎が疲弊するとか、そういういろいろな問題があるものです

から、病床を２次医療圏ごとにコントロールしていこうと。それは国民皆保険

制度と表裏一体の関係にあって、結構厳しいといいますか、よしあしを軽々に

論じることができない部分があるということを、ぜひ御理解いただきたいと思

います。

一方では足りない、救急急患をお断りする状態も出てくる○桑江朝千夫委員

という中で、一方では余っているというとらえ方なのか、利用率が85％である

ということ、どうなのでしょうか。今の福祉保健部長の説明ではまだよくわか

らないのですよ。

これは年平均するとその程度になるだろうというこ○宮里達也福祉保健部長

とで時期的なものです。例えば冬場、ことしでいいますと２月でしたか、各消

防署とか、あるいは各病院から私のところに急患搬送体制が非常に厳しい状態

になっていますよと、調整会議を持ってほしいということで緊急に呼びかけた

ことがありました。新聞にも報道されたのですが。そのときにもあって、そう

いう時期的な変化で厳しくなると。でも100％を少し超えても対応してもいい

、 、ということになったりして 要するにそういう時期的な変化でそういうふうな

平均的にはそういうことだと思います。ここで示したとおりだと思います。

この陳情を出されたところを見ますと、特定機能病院であ○桑江朝千夫委員

り高度救急救命センターと、こういったことに対応できる病院が急患を断ると

いう状況が実際に出ていると、これについてはどうお考えですか。

基本的に急患を断るというのは、消防が救急搬送をやるわ○平順寧医務課長

けですが、その際に各輪番病院などに電話をして照会をかけます。それを断っ

て別の病院に持っていくと、２回目の病院に持っていくという形がとられてい

ますが、沖縄県はその件数は少ないほうだといわれています。
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今、陳情を出されている部分から聞いているのですが、そ○桑江朝千夫委員

うではなくて実際に断っているのですよ。その状況をどう見るかという。この

断っている理由は次があるからどうぞと言っていることではないのですよ。病

床が満杯だからということでしょう。それを把握していますか。そういうこと

で断っているのでしょう。少し違うのではないですか。

その消防からの照会に対して断る理由というのが、病床満○平順寧医務課長

杯とか、あるいは手術とかいろいろな理由が挙げられております。

まず、多分に消防は急患を乗せると一番近い、しかも救急○桑江朝千夫委員

救命で受け入れできるところ、一番近いところから連絡すると思うのです。そ

うでしょう。

、 。○平順寧医務課長 各消防の区域が大体ありますので そこにある病院ですね

それから患者の病状に合わせてその病状に適切な医療ができる病院、そこを選

定してそこに連絡していると、照会をかけているという形でございます。

だからこの症状に合わせて、そしてそれが処置できる病院○桑江朝千夫委員

を、しかもこれは複数あっても一番近いところから行くのでしょう。

消防は、基本的にはそういう形でやっていると思います。○平順寧医務課長

、 。○桑江朝千夫委員 そうでしょう １分１秒でもそれが当たり前だと思います

そして、そこでその中でも断っているのですよ。ベッド数が足りないので受け

入れられないと。だからそういった状況をどう思うか。次があるから余裕があ

るのですという考えなのですか。こういった機能を持った病院がありながら、

これを断る状態というのは不健全でしょう。どう思いますか。

一番好ましいのがそういう形ですが、例えば昨年度の重症○平順寧医務課長

事例の消防搬送件数6430件のうち１回でその病院に搬送されているのが6255件

と、それから２回目のところでできたのが149件という形で、あと３回、４回

というのは若干ありますが。ただ、どうしても手術中とかいうこともあります

し、最近、救急病床の急患搬送件数が少し増加してきている状況がございます

ので、以前は救急病院をふやしたりとか、あとは今、医師会に地域の連携の事

業をやってもらっておりますが、全部の病院で何とか回していこうとかいろい
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ろな仕組みをやったのですが、この救急搬送件数が今年度、昨年度かなりふえ

ているという状況がございまして、それに合わせて救急病床のあり方について

やはり通常の基準病床の中でではなくて、例外的な病床を設置する形で何とか

できないものかということで、医師会にも提案をしておりまして、近々そうい

う話し合いを持ちながら救急病床の例外的な―特例病床といいますが、そうい

う病床の設置について検討を始めたいと思っております。

こういった病床をふやすかどうかというのは、保健医療計○桑江朝千夫委員

画というのを立てて、あとはどこが結論を出すのですか。

基本的に沖縄県保健医療協議会というものを持っておりま○平順寧医務課長

して、これは各医療機関の先生方、それから住民の方々代表とかいろいろな方

々が入っております。そこで議論をしまして、最終的に医療審議会、そこで医

療計画を諮問して答申していただくという形で医療計画を作成しております。

確認ですが、何年に１回の見直しがあると言っていました○桑江朝千夫委員

か。５年に１回ですか。

５年に１回ですね。平成24年度が次の見直しの時期となっ○平順寧医務課長

ております。

ぜひとも病床をいろいろなところで認識が一致できるよう○桑江朝千夫委員

な状態がいいのではないかと思いますね。この陳情を出された側と当局とのギ

ャップがありすぎるので、埋める努力をしていただければと思っています。

もう一点だけ、病院事業局の継続の部分なのですが、陳情平成20年第148号

の中での病院事業局の４ページの部分で少し聞きますが、ここで７番の南部医

療センター・こども医療センターというのがあるのですが 「退職者が後を絶、

たない状況にある」と書かれております。この環境改善のために取り組んでい

るということなのですが、退職理由というのはどういったことが挙げられてい

るのでしょうか。要旨の中では過重労働と言っておりますが、その他もあるの

でしょうか。

退職の理由といたしましては、健康上の○佐久川和子県立病院課看護企画監

、 。理由もありますが 夫の転勤とか県外への転居というのも数としては多いです
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とかではなくて、全部言っていただけませんか。○桑江朝千夫委員

まず多い順から健康上、それから転居、○佐久川和子県立病院課看護企画監

育児専念、他施設への就職、結婚ということになっています。

南部医療センター・こども医療センター以外の県立病院の○桑江朝千夫委員

中では退職理由を把握していますか、１件でも。

、 、 、○佐久川和子県立病院課看護企画監 理由は結婚 育児専念 他施設への就職

健康上の理由、転業、進学、夫の転勤、転居、家事都合、家族の介護となって

おります。

県立病院は７対１看護体制になって多くの看護師が頑張っ○桑江朝千夫委員

ている状況はわかりますが、とても言いにくいのですが、こういう中でパワー

、 。 。ハラスメントとかはないですか いじめとか なければないと言ってください

県立病院課としては把握していません。○佐久川和子県立病院課看護企画監

学校教育の中では、小・中・高とかはいじめがあったりす○桑江朝千夫委員

るといじめる側が当然悪いし保護しようとするのですが、一たん社会に出て、

職場につくと少し違ってくるわけですよね。一生懸命指導をして研修しようと

いうものが、受け取り方によってはそう感じてしまう、見方によって全然違う

という弊害も出てきたりしないかなと思っているのですが、実際にこういった

ことは、職場の中では訴えられないのですね。聞いてくれるとかそういった働

く環境というのは、夜勤とか、残業とか、時間的なもの以外にもつらい部分も

あったりしやしないかと懸念しているのですが、そこら辺を対処するという部

分はこの病院組織の中にあるのでしょうか。

パワーハラスメントというものは法律的な定義はご○前田光幸県立病院課長

ざいませんが、いろいろと職場の上下あるいは横の関係等で、実質的に何らか

の精神的な負担を感じさせるような事例というのは防止していく必要があると

いう観点から、病院事業局においては、今年度、パワーハラスメント防止の指

針を策定しまして、各病院ごとにパワーハラスメントの悩みを抱える職員が相

談できるような体制ということで、相談者を設置しております。



- 49 -
H23.10.05-02

文教厚生委員会記録

我々、フィンランドで病院の視察をしたときに印象的なの○桑江朝千夫委員

が、この病院で働いている方の環境をよくすることが一番なのだと。掃除をす

る、あるいは病院食をつくる、もちろん看護師や医師もすべての働く人たちが

いい環境で働けることが患者にいい影響をもたらすし、いい医療ができるとい

うことなのです。ただ、我々の周りで時々、看護師が患者側に立つのか、医師

側に立つのか、あるいは患者からもつらい病気の中で当たりようもないフラス

トレーションを看護師にぶつけてみたりする事例はたくさんあると思います。

そういった中で、そういった可能性のある職業で、今おっしゃられた看護師等

が相談できる窓口というのかな、それは充実すべきだと思っているのですが、

いかがですか。

桑江委員のおっしゃるとおりで、私たちの役割とい○伊江朝次病院事業局長

うのは、職員がいい環境で患者に対して余裕をもって接してサービスができる

ような状況をつくることが大事だと思っております。

ぜひともこの看護師、医師、あるいは窓口業務の事務等の○桑江朝千夫委員

皆さんが自分たちが持っている―まあ不満ということではないでしょうが、そ

ういったものを吸い上げるようなものを充実してつくっていくことだと思って

います。以上です。

ほかに質疑はありませんか。○赤嶺昇委員長

仲村未央委員。

それでは、陳情の継続で同趣旨のものがたくさん出ているの○仲村未央委員

ですが、医療提供体制確保と地域医療を守ることに関する陳情平成20年第195

号、福祉保健部の請願・陳情に関する説明資料16ページ以下ですね、石垣市議

会、東村議会、竹富町議会、沖縄県保険医協会、石垣市議会、沖縄県老人クラ

ブ連合会、八重山市町会、竹富町長、宮古島市議会、沖縄県女性団体連絡協議

会、与那国町議会、ありとあらゆる―まあ同趣旨のものなので、もうどれとい

う特定もしにくいのですが関連してお尋ねいたします。

その前に、先ほど休憩前に提出いただいた資料、これについては質疑の間に

もう一度確認をしていただきたいのですが、例えば北部病院、宮古病院、八重

山病院と比較対象になったのは、今、私たちに提供された資料すべてが比較対

象だったのか、それとも私が関知するところによると、岩手県立胆沢病院、千

葉県立がんセンター、東京都立神経病院、東京都立清瀬小児病院、新潟県立小
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出病院、兵庫県立姫路循環器病センター、高知県立幡多けんみん病院、この７

病院ではないかと認識するのですが、そういった資料はないのですか。それに

ついて今提供のある資料なのかどうか。これは今一例として北部病院、宮古病

院、八重山病院を挙げていますが、各病院の対象になった病院というのは、こ

んなに47都道府県全部の病院ですか。

休憩いたします。○赤嶺昇委員長

（休憩中に、仲村委員から執行部に対し病院を300床、400床、500床と

規模ごとに対象を限定し比較していると思うが、その資料を提供して

いただきたい。また、確認がとれ次第答弁するよう要望がされた ）。

再開いたします。○赤嶺昇委員長

仲村未央委員。

まず本会議等々でかなり繰り返されておりますので、趣旨の○仲村未央委員

確認をお願いします。今回、財源問題を含めて大幅な給与削減を提案する予定

であるというのが出てきております。今回の県立病院の給与削減の額と、また

その理由について改めてお尋ねいたします。

金額では３億6000万円、その理由でございますが、○伊江朝次病院事業局長

病院事業としましては平成21年３月に策定した経営再建計画の目標である経常

収支の黒字化等を平成22年度までに達成するなど、経営改善に取り組んでまい

りました。しかし、今後とも県立病院が公的医療機関としての役割を果たして

いくためには、さらなる経営の安定化が必要だろうと考えております。ことし

着工しましたのは新宮古病院とか、それからかなり老朽化した医療機器の整備

等が今後とも費用としてかさんでいくという状況もございます。それから、こ

れまで資金不足の100億円を解消するために、一部を長期の借り入れにかえた

りしておりまして、今後10年間でこの公立病院特例債等を含めて約70億円、こ

の債務の償還がございます。こういったことも勘案して、より一層の費用の縮

減を初め収益の増に取り組んでいかなければいけないという状況がございま

す。これまでもいろいろやってきているのですが、材料費の縮減等も含めてさ

らに給与費を考えていかないと、今後、ますます厳しくなるという観点から今

回の提案をしたという状況でございます。
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今、収支見通しのことをおっしゃっていますね。70億円の債○仲村未央委員

、 。 、務償還ということを触れていますが その件についてお尋ねいたします まず

前提として総務省操出基準に基づく一般会計の操出基準がありますよね。これ

は今年度は幾らで―あるいは昨年度でもいいですよ、実績幾らで。それから平

成24年度試算―一般会計からの繰入金の試算、これはもう出ているはずですの

で、それについて額をお示しください。

昨年度設置されました県立病院の経営再建検証委員○前田光幸県立病院課長

会に提供された資料、我々病院事業局からの提供資料をもとに福祉保健部で作

成をしていただいている資料ですが、そこで報告をしたのが、平成23年度の当

初予算ベースでいきますと、総務省の一般会計操出基準に基づく沖縄県の積算

によると58.2億円が平成23年度の当初予算でございます。平成22年度は65.8億

円ということで報告をさせていただいております。平成24年度については試算

しておりません。

平成22年度で65.8億円、平成23年度で58.2億円、60億円前後○仲村未央委員

を行ったり来たりするのでしょうか。それでこの60億円の中には、今、各陳情

で上がっているのですが、離島増嵩費というのはこの中に含まれていますか。

離島増嵩費については、総務省の操出基準外という○前田光幸県立病院課長

ことで、現在、繰り入れられておりません。

。 、 、○仲村未央委員 そうですね この離島増嵩費というのは 改めて聞きますが

どういう内容ですか。何が含まれているか。その合計額は幾らでしょうか。

離島増嵩費という定義が特にあるわけではございま○前田光幸県立病院課長

せんで、一般的に離島において経営するに当たって費用的な面で一定割高にな

っているといいますか、オンされている部分ということで、病院事業局では、

宮古病院や八重山病院における職員に対して支給されています特地手当、準特

地手当、それを一応離島増嵩費と呼んでおりまして、５年間の平均では３億

2700万円になっております。

医師手当は含まれませんか。○仲村未央委員

医師手当は含んでおりません。○前田光幸県立病院課長
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もう一度聞きますが、特地手当、準特地手当、そして医師手○仲村未央委員

当を含んで離島増嵩費というようには考えていないのですか。

これまではそういう―離島増嵩費という場合には、○前田光幸県立病院課長

この特地手当、準特地手当のこととしてとらえて答弁をしております。

これらのこの離島増嵩費―皆さんが言う特地手当、準特地手○仲村未央委員

当、この中は診療報酬上の加算措置というのはないと思うのですが、これは措

置はありますか。

ございません。○前田光幸県立病院課長

済みません。診療報酬上離島加算というものが18点○伊江朝次病院事業局長

あります。

それはあるということみたいですが、ではその一般会計から○仲村未央委員

の繰入金の対象になっていないという中で、この医師―特地手当、準特地手当

等々ですね、これは今後とも必要な手当と病院事業局では見ていますか。

ぜひ必要な額だと思っております。○伊江朝次病院事業局長

そうなると、診療報酬上は幾らか点数があるということなの○仲村未央委員

ですが、一般会計からの繰入金の今回、通常の総務省の操出基準には入ってい

ない。県からの、いわゆる政策的な一般会計からの繰入金の対象とすべきと考

えているのかどうか。

操り出しそのものは総務省の操出基準に基づいて○呉屋幸一病院事業統括監

やっております。そういう特地手当、準特地手当が経営にも一定の影響を与え

ているということで、これについては地方公営企業法の趣旨に基づいて、経営

の収入をもって充てるということではあるのですが、財政負担が大分あります

、 、 。ので その分については今後 関係部局と調整していきたいと考えております

関係部局と調整をしていきたいという前提の皆さんの姿勢で○仲村未央委員

すね。何もこれは病院事業局だけの問題ではないのですよ。離島に勤務をする
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教員とか一般的な行政職員、こういうのも含めて通常特地手当、準特地手当、

そういった手当があるわけですね。病院事業局としてこれだけの離島診療所も

抱える今の体制の中で、今言う離島増嵩費は一般会計からの繰り入れとすべき

と基本的に思っているのかどうかです。交渉する皆さんの前提とする考え方を

お聞かせいただきたいのですが。全額でなくてもいいですよ。それは交渉の中

でそのようになるかもしれません。半分とかいろいろあるかもしれませんが、

基本的な姿勢としてどうなんですかということです。

先ほども申し上げましたように、繰り入れについ○呉屋幸一病院事業統括監

ては総務省繰出基準に基づいて算定をしていきますが、その手当の額が大分経

、 。営に影響を与えるということも 十分に理解を得ていきたいと考えております

病院事業局長の答弁をお願いいたします。○仲村未央委員

この特地手当、準特地手当等は、やはり離島の病院○伊江朝次病院事業局長

の運営のためには固定費だと思っております。

、 、 、○仲村未央委員 そうなると 一般会計からの操出基準 総務省の操出基準外

これに対して今まさに病院事業局長がおっしゃるように固定経費、これで純粋

に見ても、先ほど平成24年度の試算はしていないということでしたが、60億円

前後の操出基準があるということになると純粋にそれに３億2000万円でした

か、その固定費を上乗せして63億円ぐらい、60億円前後。いずれにしても、そ

ういった額が基本的な基準として、あるいはそれに伴う固定費として必要とさ

れる額だと認識をしますが、皆さんのこれまでの収支見通しの答弁で一般会計

からの繰入額が50億円という答弁があったように考えておりますが、これは収

支見通しで一般会計からの繰入金の額というのは幾らで試算しましたか。

県立病院経営再建検証委員会で10年の長期収支見○呉屋幸一病院事業統括監

通しを立てておりますが、その中では50億円と措置されています。

それで、この50億円の根拠は何ですか。○仲村未央委員

経営再建検証委員会は平成22年度に設置をされてお○前田光幸県立病院課長

ります。県立病院事業の経営再建の達成条件というのは、経営の改善という項

目と、それから持続的な経営の健全化という２点の項目になります。持続的な
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経営の健全化というところで、今後、中長期ということで10年間の収支見通し

を検証していただいています。昨年度の検証委員会において、その段階での収

支見通しでは、県知事の議会答弁等、それからこの間の議論を踏まえて50億円

という設定がされました。一方で、その検証委員会では、今後、その具体的な

金額については、この50億円という数字で固まっているわけではなくて、今後

検討していくということもあわせて報告をされております。今年度の検証委員

会においても、こういった経緯を踏まえて、ことし提出しました収支見通しの

中では繰入金を50億円という形で設定いたしました。

説明になっていないのです。私は先ほど、総務省繰出基準に○仲村未央委員

、 、よる皆さんの実績に基づくと60億円 そして上限はあると思いますがその範疇

そして離島増嵩費を含めて固定費で３億円余り、単純に足しても63億円と見た

ときに、その部分で固定経費として必要とされるという、しかも総務省が認め

るだけでも60億円前後はあるだろうというところで、何で50億円なのというこ

とを聞いているわけですね。従来の答弁に皆さんは―まあ結局、県知事の答弁

に基づくのかな50億円というのは。それが県知事答弁に基づくのであれば、何

で県知事が50億円と言ったのかという根拠を示してくださいということです。

先ほど病院事業局からその答弁がありましたとお○山城秀史医務課副参事

り、検証委員会における検証―持続的な経営の健全化が達成される見込みがあ

るかどうかを検証する方法としまして長期推計を提出した、その中で繰入金に

、 、関してはという御趣旨なのですが 平成21年の６月議会における県知事答弁で

まず経営再建について答弁しておりまして、具体的には「適切な繰り入れを行

った上で救急医療、離島医療、小児・周産期医療等、地域において必要とされ

る医療を安定的に提供していくため、必要な人的、物的な投資を適切に行い、

かつ長期借入金等返済できる程度の経常利益を持続的に確保することができる

状態を指す」と県知事は経営再建について答弁をされております。その後、平

成22年の２月議会において、この経営形態に関する判断について御質問があり

まして、これに対して離島のためとか、救急医療のためとか、難しい医療のた

めに、県の一般会計から投入するお金というのは50億円程度という値までが実

現可能かどうかというのが大きなメルクマールになるという答弁がございまし

た。

休憩いたします。○赤嶺昇委員長
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（休憩中に、赤嶺委員長から執行部に対して県知事の答弁内容を聞いて

いるのではなく、また、それは50億円の根拠ではないこと。50億円と

した具体的な理由を示すよう指摘がされた ）。

再開いたします。○赤嶺昇委員長

宮里達也福祉保健部長。

これは関係部署が現状の財政状況、あるいは県民に○宮里達也福祉保健部長

とってどういう医療が政策医療として必要か、何でもかんでもやっていいとい

う話でもなくて、そういう状況の中で50億円程度という答弁になったと理解し

ております。

全く説明になっていないということを指摘した上で、総務省○仲村未央委員

の操出基準を10億円も下回って、そしてさらに、先ほど皆さんが繰り返しおっ

、 、しゃる必要な政策医療 県立病院が公的医療として担うべき―例えば離島医療

、 、これに関して必要な増嵩費等々で 基準外の操り出しでも３億2000万円ですか

、 。 、必要だと 固定費だと病院事業局長もおっしゃる このことを維持するために

何で総務省の基準を下回って、それも一般会計からの操り出しにふさわしいと

思われる額も含めて、なお10億円以上の開きが出るのかということを聞いてい

るわけです。これが県知事の答弁ですということで、では答弁の根拠は何です

かということについて今答えがないので、それはそれでもう、答えきれないの

か、そこは額ありきでこの議論が進んでいるのかというところ。これからもう

少し質疑を続けますが、この経過は非常に長いので、もうこの間の答弁もいろ

いろ出ていますが、過去に私たちが定数条例の問題を議論したときに仲里副知

事がこのように答弁をしているのです。平成24年度の一般会計からの繰り入れ

の目標を59億円程度としてこの実現を切に期待し、繰入金の増額と定数条例の

改正を行うとの趣旨の発言でしたよ。覚えていますよね、かかわっていらっし

ゃる皆さん。知らないのですか、そのように言っていたのですよ。だからその

部分でのある程度の基準額というものを想定しながら、何も今はめったやたら

に出しているわけではなくて、当然それをベースにしながら、83億円というこ

とがこの議論の中で出てきて、今その経営再建計画に入っているわけですね。

だからこの積み上げの中で、突然ぽんと50億円が出てくる理由は何だと聞いて

いるわけですよ。もう一度、福祉保健部長でも病院事業局長でもいいので答弁

できませんか。
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基本的に、県が担うべき医療は何なのかということ○宮里達也福祉保健部長

があって、その中で、それといろいろな課題に対する財政要求が結構あるわけ

ですね、医療だけではないわけですから。それとのバランスの中で県立病院を

維持する、健全になおかつ発展的に維持するために、ある程度積み上げたお金

はこの程度ですよという、程度という意味で発言されたと思います。

この程度ということは、ではこれはフリーズではなくて、こ○仲村未央委員

の程度の範疇で当然総務省の操出基準等々を判断根拠にしながら、まだ交渉の

中で十分動くととらえていいですか。50億円固定ではなくて。

先ほどの御質問とも関係しますが、仲里前副知事が○山城秀史医務課副参事

、 、59億円程度ということで答弁したこともございますが これは平成24年度以降

県立病院事業に59億円程度を一般会計から繰り入れれば、経常黒字を実現する

、 。という経営再建計画におけるシミュレーションについての御説明 答弁でした

今回といいますか、昨年から検証委員会に提出をしておりますこの収支推計の

試算は、あくまでも県立病院事業の経営改善に関する県知事の答弁等を踏まえ

、 。て あくまでもその議論の出発点としまして50億円として設定をしたものです

県としましては、今現在、関係部局間で操出金の対象となる政策医療の内容、

範囲であるとか、財政負担のこの基本方針、こういったことが議論・検討され

ておりますので、来年度以降の操出金については、そういった検討を通して設

定されていくものだと理解しております。

ひとえに県知事に責任があるということで理解をして進みま○仲村未央委員

す。先ほど、病院事業局長が冒頭に答弁をされました70億円を10年で返済をす

るということでしたね。これについては、もともとこの再検証に当たるときに

公立病院特例債、これを借り入れするときに総務省が許可条件として、給与制

度の適切な運用と償還財源を確保しなさいということをもってその借金が許さ

れるという経過がありましたね。そうですよね、病院事業局長。それでそのと

きに給与の調整給を―調整数ですね。これを廃止すると、段階的にね。それに

よって総額は幾らですか。皆さんはその分の廃止によって、それを償還の条件

とされた分に充てようとしたのですか。

平成20年度に関係労働組合の理解を得て実施しまし○前田光幸県立病院課長

た調整数の段階的な廃止によって、その当時の試算としてですが、平成20年度

の給与費ベースで試算しますと、全廃された場合の人件費の縮減額は約6.2億
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円でございました。

平成24年度に完全に廃止をされる段階で、償還額が幾らで―○仲村未央委員

もう一度聞きますが、皆さんが今までに出したデータで試算をすると、恐らく

、 、平成21年度で１億5000万円 完全に廃止される平成24年度で６億2000万円かな

そして償還額―これが５億9000万円になっていませんか。

約５億9000万円です。○前田光幸県立病院課長

、 、 、○仲村未央委員 そうなると 削減額は その償還財源を確保した上で適正に

これで給与が削減された分で、償還がされるということで調整がつくのではな

いですか。

仲村委員が御指摘の、公立病院特例債の償還にかか○前田光幸県立病院課長

る財源の一部として調整数の廃止を提案した経緯がございます。一方で、先ほ

ど病院事業局長から答弁しました約70億円の固定債務等の中には、この公立病

院特例債分が約30億円で、残りの40億円が一般会計及び産業振興基金からの借

、 。り入れになっておりまして その他の負債についての償還の必要もございます

そういう信頼関係をどのようにとらえて、今回、削減にさら○仲村未央委員

に当たろうということなのですか、病院事業局長。この間の、まさに給与の削

減に直接切り込んで償還に充てようねということでの信頼関係の中でここまで

やってきて、しかも先ほど来言うように試算で使われた50億円というのは、私

は根拠をまだ全然理解をしていませんが、県知事が言ったから、総務省の操出

基準を10何億円も下回るような額を持ってきて当てて、さらに借金があるから

ということで、さらに給与を削減するという中において、病院事業局長はそう

いう現場の―病院の管理者としてどのように今の状況を、給与を削減しましょ

うねということで説明されるのですか。

この10年の収支推計の見通しというのは、収入、○呉屋幸一病院事業統括監

費用、これを推計をして立てたものです。その結果、10年後にはまだまだ赤字

だということで―７億円の赤字が出るという形で推計を出しております。その

過程で公立病院特例債の償還だとかいうのも、それから一般会計からの借入金

の償還、それから産業振興基金からの償還というのも重なって、それを総合的

に見込んだときに―それのほか、あと機器整備も年度ごとにやっていかないと
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いけないということで、それらを見込んだ中で収支推計を立てた場合に赤字に

なると。これまでも経費については削減努力を、数字の―経営健全化計画の中

で実施してきましたが、一生懸命やってきたわけですが、なおかつ経費の削減

が必要だということで、この給与の削減の提案をしたということです。

だから先ほど来決定的なのは、仲井眞知事が50億円と言った○仲村未央委員

理由なのですよ。そこの根拠が見えない限り、皆さんが総務省の操出基準を10

億円も下回って、その姿勢でもって財源の交渉に臨むということの、そこが問

われるわけですから、その基準をベースにして議論が本当にこのまま進められ

るのかというところ、そこはもう決定的です。それ以外のことをどんなに繰り

返しても、そこが説明できない限りは、この議論は次に進まないのですよ。

だからそれはおいておいて、もう一つの視点で、答弁では先ほど病院事業局

長はおっしゃらなかったのですが、本会議の中で給与比率を低減しなければな

らないというようなことにも踏み込んでいらっしゃったと私は記憶しているの

ですが、そこら辺はいかがなのですか。ほかの都道府県より高いのですか。

これは昨年の検証委員会で出た給与比率ですが、平○伊江朝次病院事業局長

成20年度の沖縄県の県立病院の給与比率は65.7％と。他の都道府県の一般病院

が64.1％ということですね。

県立病院の職員給与というのは、何に準じて定められている○仲村未央委員

のですか。

病院事業局は現在、地方公営企業法の全部適用を受○前田光幸県立病院課長

けておりますので、その企業職員の給与については地方公営企業法第38条第３

項の給与決定原則というものがございます。そこで、国、他の地方公共団体、

民間の同種の職種の給与、それから経営の状況、その他の事情等を考慮して決

定すべしとされております。

平たく言えば、人事院勧告等そういった官民あるいは他の業○仲村未央委員

務等々をやると、沖縄県だけが独自に設定して給与基準を持っているわけでは

ないというか、その均衡を図っているという意味では、何か他県と比してこれ

が―沖縄県が特別高いということにはならないのではないかというふうに―設

定上ですよ。そこはいかがなのですか。
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給与の水準という面では、都道府県間においては、○前田光幸県立病院課長

給与制度上の昇格の運用とか若干違うところはございますが、おおむね均衡し

ているものと考えております。

そうでなくてはおかしいのですよね、給与水準が沖縄県だけ○仲村未央委員

突然高いわけはなく。ただ、理由として恐らく高いというか、ここで恐らく比

率を少し押し上げる原因があるとすれば離島診療所等々ですね―離島にその部

分で手当があるということ、これは押し上げる原因になっているのではないか

と思いますが、そこはいかがでしょうか。給与費比率に当たってもそこは少な

からず影響するのではないかと。離島病院、特地手当、離島診療所ですね。

特地・準特地手当等は給与費の一部ですので、その○前田光幸県立病院課長

部分が給与費に加算されているという状況はございます。

そうだと思います。それで先ほど来、私はどこの病院と比較○仲村未央委員

をしたかということを、休憩前に資料を要求したのはそのことだったのです。

比較の対象となった病院が離島医療を抱えているのかどうか。

先ほどの御質問に対しての答えですが、昨年の第３○山城秀史医務課副参事

回の資料、また今年度は第２回で全国の黒字病院との経営状況を比較した資料

を提出しております。これは全国都道府県の黒字病院を病床規模ごとに分類い

たしまして、それをすべて合計したものを病院数で割っております。いわゆる

平均値となっております。つまり、特定の病院をベンチマークとした比較では

なくて、全体の平均だということでございます。

そこの平均のとり方が、私からすると非常に比較の対象にな○仲村未央委員

らない病院同士を比較していると見られる、これは専門病院も含んでいるし―

がん専門病院、循環器、小児、そういった総合病院以外の専門病院も病床数で

単純に並べていないかどうか。７対１と10対１の看護体制についても、これは

比較の検討としては非常に大きな医業収益にかかわる部分ですよね。こういっ

た10対１看護体制同士でちゃんとやったのかですね。それから、先ほど言った

離島、こういったものを抱えている病院同士の比較であったか。この辺につい

て、皆さんが出しているこの給与費比率の根拠となる数字が一体どれほどの信

頼をもって見られるのかどうかによって、非常にこの数字が動くのです。いか

がですか。
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提出をしましたデータに関しましては、すべての黒○山城秀史医務課副参事

字病院の平均となっておりまして、例えば地方公営企業法全部適用、位置的、

専門病院、一般病院、こういった区分で比較はしてございません。

そうなのですよ。だから皆さんが出している資料がそういう○仲村未央委員

意味で見当違いな比較になっていないかということをまず正したいし、それを

出しなさいといったら、今はもう出てこない。全部を本当に比較したの。今、

皆さんが私たちに提供したこの資料等、本当にこれは全部比較したのですか。

それとも先ほど私が言った、例えば宮古病院、八重山病院云々だったら７病院

ではなかったですか。

重ねてお答えいたしますが、このすべての―例えば○山城秀史医務課副参事

平成21年で申し上げますと、黒字病院が76病院ございます。この病院を病床規

模ごとに区分をしまして、すべての病院の平均をとっております。

それに加えて、例えば中部病院も皆さんはいきなり500床、○仲村未央委員

600床云々ということで、以上というような対象としているようですが、休床

している状況で本当に比較が可能なのか。そこら辺は細かい話になるので、言

いたいのは、そういった数字は幾らでも対象を適切にとったかどうかによって

も動くということがここでは言われても、皆さんの資料ではそこの本当の現実

が見えてこないなということは指摘をします。そして病院事業局長、そのこと

について再度繰り返しになりますが、どういった姿勢で、先ほどから言うよう

に総務省の操出基準もあって、それを本当に大幅に10億円も下回るようなこと

をよしとして、それを前提に皆さんは交渉するの。そしてそれを前提に、職員

に対してそういった額でもってもっと給与を下げましょうと。それで本当に今

やっている県の政策的な医療、離島医療を含めて―精神科も持っているでしょ

う、離島に行ったら。そういったところも含めて、当然割高になる医療なので

す。そういった赤字医療も抱えながら、総務省操出基準を下回ってなお離島増

嵩費も一般会計から繰り入れされない、こういったことも含めて私は、病院事

業局長はもちろんそれを前提に交渉すべき立場だと思うし、それが解消できな

いのに、それが見えないのに、今すぐこの50億円と県知事が言ったから、それ

を根拠に職員に、その分の差額を収支見通しの中で見通しが立たないから皆さ

んの給与から安くして、そこから先に充てますよということが本当に今やるべ

きことなのかどうか、私はそこは病院事業局長の姿勢を―厳しいようですが、
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非常にモチベーションにかかわると考えますので答弁をお願いしたいと思いま

す。

今回の収支推計、見通しというのは、先ほど仲村委○伊江朝次病院事業局長

員も言われましたように50億円という前提があるということでございます。最

終的にそうなるかどうかというのは、やはり今後の関係部局との交渉とかによ

って違ってくるとは思います。しかしながら、最低限のそういう形で起こった

場合にどうするかという形で推計したのだと思います。それで、そういった状

況になるとかなり厳しい結果が出てくるということで、私たちとしてはいろい

ろな収益増とか、あるいは材料費とかの縮減もこれからやっていくという前提

、 、 、はありますが 場合によっては給与も考えないといけないということで 今回

組合の皆さんにまず提案したと、スタートだと思っております。ですから、こ

れから組合の皆さんとも、いろいろ病院の経営状況をしっかりとお互いに共有

をしながら、いい方向に持って行けたらと思っております。

以上で終わりますが、50億円の県知事答弁の根拠ですね、こ○仲村未央委員

れについては厳しく県知事の責任を今後も追及していくということを表明しま

して終わります。

ほかに質疑はありませんか。○赤嶺昇委員長

仲田弘毅委員。

宮里福祉保健部長、請願・陳情に関する説明資料163ページ○仲田弘毅委員

の陳情第143号、新規の地域医療支援病院の増床に関する陳情についてであり

ますが、私はきのう、一般質問で県立病院、民間病院の１つの連携でもって、

沖縄県の医療体制がしっかりと県内完結型として頑張っていることに対して敬

意を表しますというお話をしました。きょうは民間病院からベッド数をどうに

かしてもらいたいという陳情でありますが、その前に保健医療計画における基

準病床数、いわゆるこれは病床規制ですか。そのことについて、まずは説明を

お願いしたいと思います。

基準病床が設定されたのは、さかのぼること昭和61年の第○平順寧医務課長

１回目の医療法改正に伴いその考え方がもたされたわけでありまして、沖縄県

も平成元年には初めて第１回の医療計画を策定したところです。その中で基準

病床については、要はそれまでは病床をどんどん自由につくれるという状況が
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ありまして、いろいろとデータをやりますと供給が需要を生んでいくというよ

うなことがありまして、それと医療機関を自由競争―先ほども福祉保健部長が

説明しましたが、自由競争の中におきますと、やはり人口が多いところに集中

していくと、離島僻地においては厳しくなると、ある一定程度の平準化を図ら

ないといけないということがありまして、そういうことをねらいに基準病床数

というものが設定されてきたという経緯でございます。

この病院の所在地は南部医療圏だと思うのですが、南部医療○仲田弘毅委員

圏の実情というのはどのようになっておりますか。

平成20年度の医療計画を作成したときの基準病床数です○平順寧医務課長

、 、 、 。が 通常 今回の陳情者が出てきた時代の病床 一般病床と言われております

基準病床においては、一般病床及び療養病床という形で基準病床を設定してお

りますが、南部医療圏の基準病床数は5404床、それに対して、その当時ですが

―平成20年当時の南部医療圏の既存病床―既に許可を与えた病床、これが7042

床ということで、1638床その当時で過剰であったと。今現在も同じような状況

が続いております。

この約1638床ですか、今オーバーしているというのは。あと○仲田弘毅委員

1638床オーバーしているその中のこの病床の稼働率―ホテルでいえば稼働率、

これは利用率というように処理方針では説明しておりますが、それが85％とい

うこの根拠ですね。1638床も病床は余っているはずなのに、なぜ稼働率が85％

なのか。そこのところをまず御説明をお願いしたいと思います。

これは国の統計に使うものなのですが、福祉保健部に病院○平順寧医務課長

報告という形で毎月の病床利用率が報告されておりまして、その累積した平均

という形になっております。ちなみに毎月の病床利用率も、昨今の状況を見ま

すと一般病床においても大体82％、療養病床は高齢者が長期入院する病床です

ので、そこは大体94％から95％という状況なのですが、それを平均しますと大

体85％ぐらいで推移しているという状況です。

先ほど平医務課長は、人口が多いところに病院の利用者も集○仲田弘毅委員

中しているというお話なのですが、全くそのとおりだと思うのです。この医療

圏の中でも陳情者の病院、あるいはその他の県に陳情を予定しているところも

含めますと、稼働率―病院の利用率がすべて100％を超えているわけです。117
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％前後、115％前後とかですね。ですから、利用率の高い地域と利用率がそう

でもない地域に分かれることも間違いないわけです。ですから、稼働率の高い

ところも低いところも同じような基準病床の数でいいのかということが問われ

ていると思うのですが、これは福祉保健部長はどうでしょうか。

今の仲田委員の御指摘は、極めて日本の医療制度の○宮里達也福祉保健部長

中で微妙なところなのです。だから優秀な病院にみんな集中して、あとは野と

なれ山となれでいいのかということもあって極めて微妙です。ですから平準的

に地域で、とりあえず地域の医療は完結しましょうという。それと、保険制度

ですから国民負担としての保険料とかそういうことの絡みの中で、どのような

医療提供体制が妥当なのかという非常に高度な専門的な状況で、いろいろな条

件を絡めてとりあえず基準病床というのが決定されていくわけです。

例えば県の福祉保健部として、従来のこの平均した85％でい○仲田弘毅委員

いというのと、それと今、陳情を出されている方々を若干の病床数をふやして

いただきたいというのと、そんなに大きな隔たりはないと私は思うのです。と

いうことは、平成24年度は見直しの時期ですよね。見直しの時期に、今処理方

針としては特例病床をつくるという案も出ているわけですが、この特例病床と

いうのと、通常の一般病床をふやすというのと、どういう違いがあるですか。

通常の基準病床の中では処理できない―特例病床という項○平順寧医務課長

目が決められておりまして、例えば救急医療に関する病床とかですね、それか

らＮＩＣＵとか、緩和ケアとか、項目が13項目でしたか、そういった特殊な医

療をやるものについてですね。通常であればその基準病床、既存病床の間で全

病床を効果的に活用しながらやっていくというのが基本なのです。なぜかとい

いますと、むやみに病床がふえますと住民の保険料負担がふえてきますので、

ある一定の、基本的には各病院の連携をしながら病床を十分に活用していくと

いうのが基本。しかしながら、その救急患者の状況とかいろいろな圏域の状況

を踏まえながら、特例的に、例外的に病床の過剰地域であっても特例病床とし

て設置ができるというのが特例病床の制度でございます。

本県は他都道府県と比較して、たらい回しとかそういった事○仲田弘毅委員

例が少ない、これはやはり県立病院、民間病院の連携でもってしっかりした救

急医療体制ができ上がっているということで、我々は大きく評価しているわけ

です。ただ、残念ながら資料によりますと、これは陳情の病院とはまた別の病
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院の資料でありますが、４月から翌年３月までにこれは救急の搬送に関して、

あるいは連携先からの照会等が断られたというのが年間で112件もあると。こ

れは月別にやりますと、４月から12月まで３名、24名、５名、８名、６名、９

名、６名、４名、23名、11名、14名とこういう形で、もしベッド数があれば吸

収できた患者も中にはいらっしゃると思うのです。ですから、そこのところを

、 、 、 、民間病院 県立病院 福祉保健部 ３者連合でしっかりした連携をとりながら

今後の沖縄県の医療行政に大きく貢献していただきたいということで要望をし

ておきます。

あと１点は病院事業局です。これは陳情案件処理方針１ページの陳情平成20

年第148号、県立病院のあり方等を含めて地方独立行政法人化する県立病院の

ことについてでありますが、先ほど仲村委員からも７対１看護のお話もありま

したが、その中で病院事業局の経営再建計画に沿った経営全般にわたる改革の

、 、取り組みによって 平成22年度までにある程度の黒字化のめどが立たなければ

独立行政法人化もあり得るという県側の答弁があるのですが、そのことについ

て伊江病院事業局長はどうでしょうか。

今の点については、私たちが云々する立場にはない○伊江朝次病院事業局長

と思うのです。今、私たちに課されているのは、やはり今の地方公営企業法の

全部適用化の中でどのような経営改善をして健全化するかということでありま

すから、私としては平成22年度までには何とか総務省の操出基準ぐらいまでに

は持ってこれたかなと考えております。

平成22年度までにある程度の黒字化、これが経営改善の大き○仲田弘毅委員

な計画だったと思いますが、それでは、直近の平成23年、平成22年度、現状は

今どのような状況になっておりますか。

平成22年度もいわゆる目標をかなり上回った結果が○伊江朝次病院事業局長

出ています。今のところ、平成23年度は８月時点までが出ておりますが、これ

も昨年以上の順調な経過をたどっているという状況がございます。

今般の９月議会の中でも、経営改善が十分なされているとい○仲田弘毅委員

う評価を受けているわけです。その一角の中に、県立中部病院、南部医療セン

ター・こども医療センターを含めて、７対１看護をやることによって収益が随

分膨らんだというお話もありますが、そのようにやることによって、今現在、

従来、県立病院の中で看護師の皆さんの過重労働による退職が多かったという
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ことが言われてきておりますが、そのことに関してはどのような実情になって

おりますか。

昨年の南部医療センター・こども医療センターの７○伊江朝次病院事業局長

対１看護体制について、ことし中部病院でやったわけですが、両病院ともかな

り看護の現場では労働状況が改善されてきたということで、やはり離職率もか

なり下がってきたという状況がございます。

そのことは看護師の勤務環境に大きく貢献しているというこ○仲田弘毅委員

とでよろしいでしょうか。

そのとおりでございます。○伊江朝次病院事業局長

７対１看護体制に移行することによって収益が上がり、しか○仲田弘毅委員

し残念ながらそこの職員の給与削減というのが今般の、各委員の中からも若干

質問が出ましたが―そのことは仲村委員から質問を受けて、なるほどなという

こともあるのですが、これは経営改善という大きな目標を県は持っているわけ

ですよね。ですがその中において、沖縄県のこの職員の給与を、ある程度歩ど

まりを定着させる、そうすることによって経営改善を図っていくという、こう

いう考え方、見方でよろしいでしょうか。

これはなかなか厳しい問題だと思うのですよ。だか○伊江朝次病院事業局長

らどの辺でバランスをとるかということが大事だと思うのです。そういう視点

で、今後も職員とも協議をしていきたいと思っております。

この給与の削減というのは、職員としては身を切られるよう○仲田弘毅委員

な大変厳しい状況ではあると思うのですが、その削減をするときの―では、今

の現状というのを、１つの何を基準にして削減していくかということがあると

思うのですよ。これは今、県としては何を基準にして減らしていくかと、目安

みたいなものはありますか。例えば国とか、他の都道府県の実情と比較してと

か、いろいろなことがあると思うのですが、いかがでしょうか。

今回、基準にしたのは国の給与を基準にしたという○伊江朝次病院事業局長

ことがございます。そういう中でかなり職種あるいは年齢的な、人によっては

大幅な削減になるということがあります。ですからこういった地方公営企業と
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いっても、やはり病院事業といっても企業でありますから 「入るをはかって、

出るを制す」ということをしっかりと頭に置いておかないと、かなり経営状況

も厳しくなると思うのです。その辺も踏まえながら、今後、検討していきたい

という考えです。

今現在、沖縄県そのものが県知事を中心にした行財政改革の○仲田弘毅委員

真っただ中で、県知事はみずから自分の報酬を10％カットするとかですね、今

の伊江病院事業局長のお話では、県立病院の職員の給与のカットはどこを基準

にするかと、国を基準にして対応していると。これも一番大事ですが、それと

もう一点は、私たちの財源の大きなもとになっている一般県民の年収、賃金、

報酬等もやはり考慮に入れて、私たちはやらなくてはいけないと考えています

が、その責任者として大変な思いをなさるかもしれませんが、ぜひ頑張って、

県立病院が県立病院として生き残れるような体制づくりをしっかりやっていた

だきたいです。

ほかに質疑はありませんか。○赤嶺昇委員長

渡嘉敷喜代子委員。

病院事業局長にお尋ねします。陳情案件処理方針１ペー○渡嘉敷喜代子委員

ジの陳情平成20年第148号についてお尋ねします。この中で、７番目の南部医

療センター・こども医療センターについてですが―これは４ページになりま

す。看護師の勤務環境の改善を重要な課題として業務改善及び時間外勤務の縮

減プログラムを策定して、これから環境改善に努めていきたいと、取り組んで

いますということを言っていますが、具体的にどのようなことをおっしゃって

いるのでしょうか。

この処理方針にございます業務改善及び時間外勤務○前田光幸県立病院課長

の縮減プログラムというのは平成20年６月に策定いたしました。その前の平成

19年度に、関係労働組合と病院事業局で看護業務の改善について協議の場を持

ちまして、約１年間いろいろな議論をする中で看護師の勤務負担の軽減に向け

た対応策という協議をしまして、その結果を病院事業局長に報告という形で―

受けまして、それをベースに策定したものであります。内容としましては、病

棟における看護師の事務的な業務―例えば、電話対応であったりとかそういっ

たことも含めてなのですが、そういった事務的な業務を分担する病棟クラーク

の配置であったり、それからドクターの指示出しの時間を早目にやるとか、そ
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れから職種間の業務分担―例えば検査業務等であれば、コ・メディカルと看護

師の業務の分担、そういったことについて業務分担の再編をするとか、それか

ら定時退庁日の設定―定時退庁日の場合には病院ごとに定時退庁日であること

、 、を音楽等でアナウンスして 職員に定時退庁であることをお知らせするという

そういったこと盛り込んだプログラムでございます。

これまでのいわゆる雑務、そういうことを改善していっ○渡嘉敷喜代子委員

、 。て 看護師としての仕事に専念できるように改善していったということですか

先ほど１つ説明を抜かしてしまったのですが、例え○前田光幸県立病院課長

ば事務的な業務の分担をする病棟クラーク以外に、ベッドサイドで患者の療養

上の補助をするための介護ヘルパー等の登用等も行っております。

南部医療センター・こども医療センターは平成22年か○渡嘉敷喜代子委員

ら、そして中部病院は平成23年から７対１看護体制でやっていますよね。それ

に移行するに当たって、どのようなことを理念として、あるいは移っていくと

きの病院事業局としての考え方、それを教えていただきたいと思います。これ

まで10対１看護体制で、看護師不足がありましたね。その中で７対１看護体制

になると、ますますこれは沖縄だけではなくて全国的に看護師の引き抜きとか

そういうもので、かなり厳しい状況にあるわけですよね。県も看護師不足で休

床もあるわけですから、そのあたりで７対１看護体制に移行するときの病院と

してどのような姿勢でというのか、理念でもって移行していったのか、そのあ

たりの病院事業局長の所見を伺いたいと思います。

渡嘉敷委員も御存じのとおり、県立病院はすべて２○伊江朝次病院事業局長

次医療圏の中核病院として急性期医療を中心にやっているわけです。特に南部

医療センター・こども医療センター、中部病院はその度合いが非常に高いとい

うことで、やはり10対１看護体制ではかなり患者への対応とかも含めて十分で

はないと、あるいは働く人たちもかなり厳しい労働状況があるということを考

えて、職場環境というものをとにかくよくするということで、おくればせなが

ら７対１看護体制を何とか実施したということでございます。

７対１看護体制と10対１看護体制との場合の入院基本料○渡嘉敷喜代子委員

というのは、もちろん診療報酬が違ってきますよね。その料金を―１日の入院

費の基本料といいますか、７対１看護体制と10対１看護体制との違いを教えて
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ください。

出来高で2550円で、さらにＤＰＣの点数によってそ○伊江朝次病院事業局長

れをかけていくという状況があります。

そうすると、300床としたときの10対１看護体制と７対○渡嘉敷喜代子委員

１看護体制の差額というのはどれぐらい出てきますか。

ＤＰＣ対象病院ではなくて出来高で計算をします○前田光幸県立病院課長

と、300床かける2550円ということですので、満床300床であれば１日当たりで

76万5000円の増収になります。

７対１看護体制にするために、やはり看護師配置基準を○渡嘉敷喜代子委員

満たすために、例えば今、沖縄県立病院での休床が66床ありますよね。その66

床―中部病院は52床ですか、南部医療センター・こども医療センターが14床で

すか、休床になってしまうということは、単なる看護師不足だけではないので

はないかなという思いもするのですが、そのあたりはどうなのでしょうか。例

えば、看護師配置基準を満たすために分母のベッド数を減らしていくとか、そ

ういう操作が行われているのではないかと考えられるわけなのですよ。そのあ

たりはどうでしょうか。

中部病院の休床52床は平成21年２月からでございま○前田光幸県立病院課長

す。南部医療センター・こども医療センターの14床は平成19年11月でございま

すが、ともに当時、看護師の確保ができずに病棟の運営が厳しいということで

休床しております。

ですから、確かに患者のためにも、看護師のためにも７○渡嘉敷喜代子委員

対１看護体制というのはとても理想的なのですよ。ところが今、本当に退職者

が―今は看護師の不足はいませんよと言うのですが、ぎりぎりの配置になって

いるわけだから、本当に臨時的な休職とか、あるいは休みとかが入ってきたと

きに、他の人たちに対しての負担がとてもかかっているのではないかという思

いがしてならないのですよ。例えばですね、育児専念のためにやめていったと

かという人たちは、夜間勤務が多くて県立病院にいてはとても子育てができな

いのですよということで民間病院に移っていく人の話を聞いたときに、何でこ

の公務員をやめて民間に行くのかといったらそういう事情をお話ししていたの
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ですが、そういうことでの労働の―過重労働、夜勤が多いとかそういうことで

の退職していく、転職していく人たちがいるのではないかなという気がしてな

らないのです。そこで本当に総人員数を確保していく。臨時的に、休みの人た

ちまで本当に補充できるような人員になっているのかどうかということをお伺

いしたいのですが。

夜勤については、確かに夜勤ができなく○佐久川和子県立病院課看護企画監

てやめていくという方もいますが、やめる前の努力としてはまず院内異動、外

来配置はできないかとか、それから夜勤ができない理由とかによって、例えば

曜日で、土・日曜日はできるが普通の日はできないのかというところの努力を

、 。して できるだけ離職につながらないような努力は病院内では行われています

一般質問でも質問しましたが、妊産婦の人たちもできる○渡嘉敷喜代子委員

だけ希望によって外していくという答弁が病院事業局長からありましたが、そ

うするときに、本当にぎりぎりの病院の看護体制の中でそうやっていったとき

に、ほかの人たちに負担がかかっていく、あるいは夜勤がふえていくというこ

とはありませんか。

確かに、夜勤ができない人数がふえた場○佐久川和子県立病院課看護企画監

合には、ほかのスタッフに回数としては負担は出てきます。

そこなのですよ、やはり厳しさというのは。ぎりぎりの○渡嘉敷喜代子委員

人数で配置されているから、そういうのが出てくるということも出てくるわけ

ですよね。それでですね、割と若い人たちが、20代の人たちがやめていく理由

の一つはそれが大きいのではないかと思うのですが、そしてやめたときの補充

を、病院事業局長の答弁では臨時的任用職員で充てているということをおっし

ゃっていましたね。そのときに、本当に本務職員での定数枠からは満たしてい

なくて、臨時的任用職員で補っているということなのでしょうか。

退職につながった場合は、例えば採用試○佐久川和子県立病院課看護企画監

験の後―翌年の採用になるのですが、中途で10月採用とか、そういうことも含

めてできるだけ補充するようにしています。

ですから、その補充が臨時的任用職員で充てていくとい○渡嘉敷喜代子委員

う答弁でしたよね、やめたときの。それが本当に本務職員として採用すべき定
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数枠ではなくて、臨時的任用職員で補っていっているということなのですか。

定数に、年度初めに配置定数に応じて正職員で配置○前田光幸県立病院課長

、 、するという考え方のもとに採用計画を立てて 採用して配置をしておりますが

年度中途で退職等が出た場合については、これは地方公務員法上、基本的に臨

時的任用職員で充てていくということになっておりますので、県立病院事業に

おいても同様の取り扱いをしております。

先ほど、職員の給料削減という問題が出てきましたが、○渡嘉敷喜代子委員

例えば夜勤勤務の手当ですね、これはそれぞれ県によって違うのですか、その

手当というのは。

手元に資料を持ち合わせておりませんが、全国の中○前田光幸県立病院課長

でおおむね４分の３ぐらいは、沖縄県と同様の夜間看護等手当の水準だと思い

ます。

この間の答弁で夜勤が８回と、これは平均だと思うので○渡嘉敷喜代子委員

すが、妊産婦は削除するとか、あるいは配置がえで夜勤ができないような人た

ちに対しては免除していくということで、人によってはふえてくる可能性もあ

るわけですよね。最高はどれぐらいですか。

一般病棟では12回という場合があります○佐久川和子県立病院課看護企画監

が―最高ですね、最低は３回です。あとは特殊病棟で、４月から６月までの間

に新人がまだ夜勤に入れないという時期的なものの場合に、特殊病棟で10回と

いうのがあります。また今のこの時期にくると、随分、夜勤回数というのは下

がってきます。新人が夜勤ができるようになりますので、この時期は下がって

きます。

若い人がやめるということは、次はまた若い人が入って○渡嘉敷喜代子委員

くるという可能性もあるわけですよね。それがずっと繰り返しそういう状況に

慢性化していくという状況はありませんか。

若い人が入ってきても出産―結婚年齢に○佐久川和子県立病院課看護企画監

なりますので、先ほどの離職の理由にもあったように、結婚、育児専念という

ことで退職する場合がありますが、県立病院としては離職防止というか、離職
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防止支援のための対策としては、今言ったように育児休業の段階から支援プロ

グラムをつくって、できるだけ離職させないようにということをしています。

効果は出ていますか。○渡嘉敷喜代子委員

出ています。離職率においても、例えば○佐久川和子県立病院課看護企画監

平成20年が7.7％だったものが、昨年平成22年度が4.7％まで下がっています。

育児休業でやめていく、育児専念のためにやめていくと○渡嘉敷喜代子委員

、 。かという若い人たちの離職 それは離職する人の何％ぐらいになっていますか

県立病院の離職者中12％ぐらいです。○佐久川和子県立病院課看護企画監

済みません、ついでですから。夫の転勤とか、それから○渡嘉敷喜代子委員

結婚とか健康上、あるいは転業したとか、家族の介護とか―すぐ出ますか。

数でよろしいでしょうか。育児専念が11○佐久川和子県立病院課看護企画監

名、健康上の理由16名、転業１名、進学１名、夫の転勤・転居で13名、それか

ら家事都合で４名、家族の看護・介護で２名、それから一身上の理由で７名と

なっています。

福祉保健部にお尋ねしますが、請願・陳情に関する説明○渡嘉敷喜代子委員

資料163ページの陳情第143号、先ほども出てきましたが、平成24年度から沖縄

県の保健医療計画の見直しを検討していきたいということですが、これは具体

的にどういうことで検討していきたいということですか。

保健医療計画は５年ごとに見直すということになっており○平順寧医務課長

まして、それがちょうど、次の見直しが平成24年度になるということでござい

まして、医療計画のすべてについて見直すと、病床も含めてということでござ

います。

今これは陳情が出ているのですが、そういうことも、県○渡嘉敷喜代子委員

内のそういう事情も含めて考えていくということでしょうか。

今回、５カ年間の計画をつくりますが、今回、特に中南部○平順寧医務課長
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、 、圏域において救急搬送件数の増加がかなり見られますので そこら辺を含めて

先ほど陳情処理方針の中にもありますが、特例病床の設置のことも含めて検討

していきたいと考えております。

ほかに質疑はありませんか。○赤嶺昇委員長

上原章委員。

まず同じく福祉保健部の請願・陳情に関する説明資料163ペー○上原章委員

ジ、陳情第143号。私はこの陳情を見て、非常にこれは大変なことだと思って

おります。高齢化社会がこれからも進むし、県民の命を守る、また国内外から

多くの観光客も来る沖縄でこういう緊急搬送患者―手術を必要としている人

が、スタッフもまた不在もある中で、ベッドがないというだけで命を救う環境

がつくられていないというのは、これはしっかりと担当部局は受けとめてほし

いと思います。それと先ほど来いろいろとこのベッド数のバランス、都市部と

地方のバランスがあるとおっしゃっていましたが、皆さんが出した処理方針の

中にある、県内にある病床数１万3414床、このうち休床している数というのは

把握していますか。

休床というか、民間病院に問い合わせても休床していると○平順寧医務課長

いう回答は来ないのですが、明確になっているのは中部病院の休床分ですね、

それから南部医療センター・こども医療センターの休床分、あと宮古病院での

―今回、新しくつくり直しますが、旧宮古病院での休床していた病床とかです

ね。一部ずつは把握しております。ただ、民間病院のそこら辺については、実

際、許可を与えている病床は全部使っているかどうかというのは、なかなか把

握しづらい部分があります。

では、この１万3414床余りのうち、県立病院と民間病院のトー○上原章委員

タルだけでもわかりますか。

休憩いたします。○赤嶺昇委員長

（休憩中に、上原委員から確認後答弁するよう要望された ）。

再開いたします。○赤嶺昇委員長

上原章委員。
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私が言いたいのは、皆さんが85％―これは国に各病院が利用さ○上原章委員

れている報告をもとにしたと書いてありますが、実際、本当に沖縄県民の命を

守る病院の現状で、この県立病院の中でも医師不足とかいろいろな事情で休床

しているというところもあるわけですよね。こういった実態調査は早急にやる

べきではないのですか。例えば、この平成24年度の計画の見直しをする前提と

して、県内の病院のベッドはどういう状態で利用されているか。民間も含めて

これは確認できませんか。

今回、全病院、全診療所の医療機能調査をやりますので、○平順寧医務課長

この機能調査の中身について検討しているところですので、今、上原委員がお

っしゃったことも含めて検討したいと思っております。

全国と違って沖縄県は離島を抱えているわけで、なかなか離島○上原章委員

。 、の医療というのは大変厳しい状況なのはもうだれもがわかっている その中で

特に重度の方々は、那覇市や都市部に来てかかるわけですよね。そういう意味

では、本当にいろいろな基準の中で現実に必要とする、今救わなくてはいけな

、 、 、い医療の環境づくりというのは ぜひ 今回の陳情を―これは県立病院であれ

民間であれ、同じ地域医療を支える使命があるわけですから、ぜひベッド数が

多くありますと、そういう数字だけでこれは片づけられる問題ではありません

ので、現実に各圏域ごとに、実際は本当にどのぐらいのベッドがしっかり利用

できる状態なのかは、ぜひ確認していただきたいと思います。

それから同じ説明ですが、私が思うのは、民間病院は特に医者の高齢化が進

んでいるというのも聞いているのですよ。後継者がなかなかいないとか。それ

から、医師の確保も当然できないという中で、続けたくても外来しかできない

と。そういうところも結構あると聞いていますので、ぜひこの辺もしっかり確

認をして、本当に今回の陳情というのが、これは無視は絶対できないものだと

思っていますので、本当によろしくお願いしたいと思いますが、福祉保健部長

はいかがですか。

上原委員の御意見は承りました。病院は毎年、保健○宮里達也福祉保健部長

所でちゃんとチェックされているのですよ。ですから、ベッドが使われていな

いというのは余りないと思います。要するに、人がいなくて閉じていますよと

いうのは。多分、有償診療所で外来だけやって入院患者は診ませんというとこ

ろが結構出ていることは事実です。そういうこともありますが、基本的に、先



- 74 -
H23.10.05-02

文教厚生委員会記録

ほどから話しているのですが、この医療機能を地域でどう維持していくかとい

うのは国民負担と、また命は最も大切なことですから、それとの極めて微妙な

バランスの中で決定されることと、それとこれは行政の立場から言うのは多少

懸念もあるのですが、例えば長野県の方と意見交換をすると、長野県と沖縄県

を比べると救急医療は確かに沖縄が数段すぐれていると。ただし、長野県は福

祉医療は沖縄よりかなり進んでいるといったりするのですよ。これは何かとい

うと、高齢者のみとり医療の部分とか、そういういろいろと意見もあります。

済みません、あと１点。86ページの子育て支援に係る陳情で少○上原章委員

しかかわっているということでお聞きしますが、妊婦検診の無料化と、それか

ら子宮頸がんワクチン接種、これが今年度で終わるということだと思うのです

が、これはもう多くの県民がぜひ子育て支援で大事な取り組みだということで

継続を求めているのですが、この見通しはどうですか。

平成21年度から妊婦健康診査は交付税措置と国の経○国吉秀樹健康増進課長

済対策によって、県が設置しました妊婦健康診査の支援金を活用しまして、14

回今やっているところです。実施の継続を全国都道府県知事会や都道府県衛生

担当部長会で要望したところでありますが、今後とも要望してまいりたいと思

っております。子宮頸がんワクチンは、今、国において来年度できるかどうか

継続の審議中ということでございます。

、 。 。○上原章委員 見通しは その辺は確認していますか あくまで審議中ですか

継続する方向であると聞いております。○国吉秀樹健康増進課長

福祉保健部長、スタートのときに子宮頸がんのワクチンが少し○上原章委員

足りないということで、現場でも希望したが受けられなかったとか、あとは結

構啓蒙されていなくて接種した人も少なかったと聞いていますが、現状はどう

ですか。

平成22年度は集計中でありますが、平成21年度はク○国吉秀樹健康増進課長

ーポン券の利用率が沖縄県の子宮頸がんが17.7％、そして乳がんが19.5％、こ

れは全国に比べて若干低くなっております。

若干とは言わないような気もしますが、ぜひ今年度もせっかく○上原章委員
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受けられる、またワクチン接種で救えるがんとも言われていますので、学校現

場でもタイアップしてやっていただきたいと思います。

それで福祉保健部長、万が一もないとは思うのですが、国が継続しなかった

場合、県が単独でもやるというぐらいの気構えを出してくれませんか。その心

意気を聞かせてください。

私はそういう分野にかかわった立場から言わせても○宮里達也福祉保健部長

らうと、これはぜひ必要だという理解はしております。委員の御指摘もありま

すので、財政当局とその辺できるかどうか検討することだけはお約束できます

が、その先のことまではお約束はできかねます。

子供が多い沖縄県ですので、ぜひ担当部局は国ともいろいろな○上原章委員

形で意見を言える場があると思いますので、この２つはぜひやり通すと、継続

していくということでよろしくお願いします。

ほかに質疑はありませんか。

翁長政俊委員。

福祉保健部の陳情第143号、こればっかりをさわっているの○翁長政俊委員

ですが、私もこの陳情を聞かせてください。福祉保健部長、この陳情者が陳情

趣旨で言っているこの特定機能病院や高度救急救命センター等、この南部圏域

での今の現状というのはどのように把握されていますか。

基本的には、適正な維持ができていると考えており○宮里達也福祉保健部長

ますが、一部、時期的な影響等で救急病床等において、いろいろな問題が発生

していますよという情報が入ったりしている状況です。

私がこの陳情を読む限りでは、今は福祉保健部長が言う時期○翁長政俊委員

的なというものではなくて、慢性的に、いわゆるベッド数が不足していて、特

に急性期のベッドは完全に不足をしているのではないかと。そのことによって

地域医療に大きな不安やそういった影響を与えていると私はとらえているので

すが、私のとらえ方をどう思いますか。

先ほど医務課長からも答弁がありましたように、５○宮里達也福祉保健部長

年ごとに受給見通しを調査・検討して、それぞれの病床とかを医療計画に基づ

。 、 、いて決められているわけです そして今 きょう誤解があってはいけないので
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医務課長の発言に追加したいことがあるのですが、基本的に県の計画をつくる

のですが、この特例病床においては見直しも可能ですという話をたびたびしま

した。ただし、それは我々はそういう調査の結果でそういうことをふやすべき

ではないかと、理屈でもって一定の判断をしたとして、ただし、これは最終的

に決定されるには厚生労働省の同意が必要だとなっております。

現実に今あるこの厚生労働省が示している基準病床数があり○翁長政俊委員

ますよね。それに既存病床数が上回っていると。これの中身はすべて特例病床

と見てよろしいのですか。

これは医療計画を策定した平成元年に、既にそれ以前に許○平順寧医務課長

可されていた病床がありまして、既得権という形ですべて認めてきた病床でご

ざいまして、それでずっとオーバーしているという状況でございます。

これは５年前の、いわゆる病床数を見直しするときには増床○翁長政俊委員

分というのはなかったのですか。

基準病床は５カ年ごとに見直しますので、そのときの高齢○平順寧医務課長

化の状況とかいろいろな―全国統一の算定式が国から示されますので、それに

基づいて高齢化率とか、それからその圏域に流入する、流出する人口とかです

ね、そこら辺がどんどん変わってきますので、そこら辺を踏まえて数字が―基

準病床数は変わってきます。

、 、 。○翁長政俊委員 いや 私が聞いているのは 基準病床数は当然動くでしょう

これは人口の増によったり、高齢化率によったり、かける分母の問題が出てく

るはずですから。その中で、既存病床がいわゆる3550床を上回っているのだよ

ね。この中に特例病床というのが幾つ含まれているかと。

特例で認めたのが中部地域にありますリハビリテーション○平順寧医務課長

の病院の199床、それから離島特例というようなことで認めたのが公立久米島

病院の41床でございます。

これは５年ごとの見直しの時期に変えられたのですか。それ○翁長政俊委員

とも、年度途中に変えられたのですか。
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年度途中でやったものもございますが、その旨は医療計画○平順寧医務課長

にのせるという形になりますので、年度中途でも医療事情がその医療計画を作

成する段階と変わってきたという状況があれば、年度中途でも可能だと。

医療計画の中で医療審議会、ここで判断をされて決めていく○翁長政俊委員

と認識してよろしいですか。

基本的には医療計画については、医療審議会での議論で国○平順寧医務課長

へ協議という形になります。特例病床については、また厚生労働大臣の同意が

必要という形になります。

私が聞いているのは、県の中でこれだけの増床が特例として○翁長政俊委員

必要だと判断するのは、県が持っているいわゆる医療審議会で決めるのか、そ

。 、れとも福祉保健部で判断をしてやるのかと 福祉保健部で判断するのであれば

福祉保健部で判断したものが厚生労働省に上がっていけば、ほぼこれは同意さ

れるものだろうと私は思っているのですが、それなりに理由があって皆さんは

意見を具申して申請していくはずですから。これはどこで決めるのかと聞いて

いるのです。

医療審議会は諮問して意見を聞く形になります。それをや○平順寧医務課長

りますが、最終的には基本的な考え方というのは県でつくって、つくる際には

救急医療協議会とかいろいろな医師会が参加している、そういった協議会の中

で意見を集約してまとめていくという形になって、それを県の考え方として医

療審議会にかけて、その後、厚生労働省に持っていくという形になります。

ではこの特例病床の、いわゆる離島と中部リハビリテーショ○翁長政俊委員

ンの約240床、これについては県の判断でできたと認識してよろしいですね。

最終的に県が―県知事が判断し、それを厚生労働大臣に協○平順寧医務課長

議し、同意をいただいたということになります。

ということであれば、医療計画は、基本的なものとしてこの○翁長政俊委員

医療計画はつくらないといけないのですが、特例や地域の事情によっては増床

は可能だと理解していいということですね。
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基本的には、５年間の医療計画を決めますので、要は特例○平順寧医務課長

病床をやるその間に、特にこういったことが起こったとか、地域の事情が起こ

、 、 、ったとか 救急搬送件数が非常に高くなったとか いろいろなことをまとめて

それに結びつけていくという形になります。

今の陳情者から出ているのは、現実に地域の医療支援病院と○翁長政俊委員

して、地域の医療を担って頑張っているのだと。しかしながら、ベッド数が足

、 。 、りなくて 救急患者についてもなかなか受け入れがままならないと ましてや

地域のクリニックや地域の診療所から上がってくる紹介された患者を受け入れ

。 、るベッド数も足りないと ややもすると緊急に手術する場合があったときには

それにも対応できないからどうにかこの部分は県の判断で勘案してくれないだ

ろうかというのがこの陳情の趣旨なんですよ。私はそのようにとっているわけ

です。ですから、ここは県の判断でそういう増床する判断ができるというので

あれば、そこは皆さんが実態を―南部医療圏の実態、支援病院、基幹病院とし

てのこの病院が持つ機能、こういったものをきちんと理解をして実態を調査し

た中で、この陳情者の意志にこたえていくという方法というのはとれないもの

なのですか。

先ほどから申し上げておりますが、その医療事情の状況を○平順寧医務課長

今まとめているという状況でして、近いうちに救急医療協議会で議論してまと

めていきたい。

。 、○翁長政俊委員 これは説得力がないのだよ 実はこの陳情が出てくる間には

多分、私が推測するには、県側にこういった陳情者の要請やそういったことが

あったのではないですか。いきなり陳情が出てくるということはないだろうと

私は思うのです。皆さん方といろいろ協議をして、にっちもさっちもいかなく

なって結局は出てきたと私は認識するものですから、これは皆さん方の地域医

療のとらえ方として、やはりここに問題があるのではないのかと私は思ってい

るのです。福祉保健部長はどうですか。

翁長委員のおっしゃるように、内々にそういう御意○宮里達也福祉保健部長

見といいますか、そういう事情を―見に来てくれとかあるいは協議してくれと

、 、 。か そういうことはあって いろいろな方と内々の相談はした経緯はあります

それと、今増床できる可能性が、この特例の部分が１つ。も○翁長政俊委員
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う一つは診療所やクリニックが、いわゆる支援病院や総合病院と分業化が進ん

でいて、地域が地域で、１次医療については地域の病院に行きなさいと、そこ

で軽い症状のものは地域で見てもらう。そこで手に負えないものについては、

２次、３次と上げていくというような医療体制に今なっていますよね。そうい

う中で、私の聞く範囲では24時間の医療体制ができない診療所やクリニックが

あるはずなのです。ここの皆さん方がもうベッドは必要ないと。要するに、外

来で来る―午前中なのか、あるいは昼間に来る患者だけを診て、あとは入院と

かというものについては、もう総合病院かこの基幹病院に行ってくださいとい

うことが最近の医療の流れだろうと思っているのです。この方々が病院のベッ

ドを廃床したいと、廃床することによってこれを仮に必要としている病院が引

き受けることが可能なのかということが１つあるわけです。そうすることによ

って、病床が足りない病院がそれを引き受けて地域の医療ニーズにこたえてい

くというようなシステムが可能になるわけです。それは県としては奨励をされ

るのですか。

内々にそういう調整がきました、当該の病院からで○宮里達也福祉保健部長

すね。ただし、いわゆる有床診療所のベッドと、病院の―特に救急病院のベッ

ドというのは社会的機能が違うということで、単純に診療所のベッドはもう年

もとったから、廃止するからという話で引き受けるということはできないとい

うことのようです。

こういう実例は県内にはありませんか。○翁長政俊委員

ありません。○平順寧医務課長

私が調査した範囲の中では、これは実名を出していいかどう○翁長政俊委員

かわかりませんが、徳州会病院の系列で診療所があると。ここを閉めたら―こ

、 、の診療所をですよ ここにあった病床を特定医療法人沖縄徳州会が引き受けて

徳州会病院のベッドにしたと。これはその事例に当たりませんか。

同一医療法人が運営する病院と診療所の中では、病床の異○平順寧医務課長

動は可能ということでやっております。ですから、別の医療法人の間でやる場

合においてはですね―ただ、同一医療法人であってもいろいろと審査をして、

特定医療法人沖縄徳州会についても系列の―同じ医療法人がやっている診療所

ですから、そこの医療機能から、今の徳州会病院本院の救急の病床利用率が非

H23.10.05-02
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常に高いとかいろいろな状況がございましたので、そういったものは許可しま

した。

これは少し筋がおかしいのではないですか。診療所というの○翁長政俊委員

は、幾ら同一医療法人の病院であってもその地域の医療を担っているわけです

よ。この地域の医療の中でベッド数というのが確保されて、仮に沖縄市でやっ

ているとすると、恩納村の診療所を閉めたからといって、ここのベッド数をつ

ぶしたのを沖縄市に持ってきていいという話ではないでしょう。これは厚生労

働省の基準ですか、それとも皆さんの判断ですか。

国の基本的な考え方でございまして、通常は診療所の病床○平順寧医務課長

を廃止しましたら、既存病床の中がその分だけゼロになってしまいます。基準

病床がまだ過剰地域であれば、新たな病床を設置することはできません。ただ

し、同一医療法人がつくる場合であってそれなりの理由があれば、県の裁量で

認めるということも可能ですので、そこら辺については―その範囲であれば可

能だということでございます。

同一医療法人以外のことについては認めない。これは現実に○翁長政俊委員

こういった休床する診療所があったら、この休床したベッドはどこが預かって

いるのですか。県が預かっているのですか。

どこも預かっているわけではなくて、病床数がその分なく○平順寧医務課長

なるということです。

これはおかしいのではないですか。なぜかというと、医療計○翁長政俊委員

画をもとにして必要な数のベッド数ができているにもかかわらず、要するに既

存のベッド数があるものを減らすということは、これだけ沖縄県民の医療自体

そのものがそがれていくという結果になりませんか。

これはまた基準病床数制度にさかのぼってくるのです。基○平順寧医務課長

準病床数というものがありまして、それを過剰にしているものについて、基本

的にはその分が廃止になったとしても新たな病床をつくることは困難なので

す。

何か理解できないね。福祉保健部長、もう少し詳しく説明し○翁長政俊委員
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てください。私がわかるように。

これは歴史的背景を彼は言っているのだと思いま○宮里達也福祉保健部長

す。自由にどんどん病院が建っていった時代があるわけです。そうすると、い

ろいろな保険制度とか他の国民負担とのバランスの中で、どうもふぐあいなこ

とが起こったということで、先ほど言ったような基準病床というのができて、

それ以後はそういう規制が―国から結構強い規制がかかっているという状況で

す。

私は無節操にベッド数をふやしていいとは思っていないので○翁長政俊委員

す。必要なところに必要なベッド数があることが当たり前の話ですし、均衡あ

る医療を維持していくためには、離島僻地においてもそれなりのベッド数が必

要だとも思っています。しかしながら、ベッド数が足りないということだけで

地域医療が破壊するとまではいかないが、それに近いような流れになっていく

ということは、これは医療全体としては食いとめないといけないですよ、ここ

の部分は。だからそこは、先ほど言ったように、休床分については同一医療法

人以外できないという厚生労働省の基準があるというならこれはもう法律だか

ら仕方ないとしても、この特例病床の部分については、これは平成24年度を待

たなくても、平成24年度改訂からやると平成25年度の頭からやるということに

なるのですか。

近いうちに救急医療協議会で話し合いをやりますが、その○平順寧医務課長

話し合いが早く進めば、早目に国とも調整したいと思っております。それが早

く進めば、医療計画の全体計画の見直しをやる以前に国の同意が得られれば、

そういう方向で進めたいと思っております。

やっと前向きな答えが出てきたね。これはもう一度少し聞か○翁長政俊委員

せていただきたい。平成24年度の計画見直しについては、これをやったときに

は平成25年度の頭からやるということになるのですか。

次期の医療計画は平成25年度の頭から始まります。○平順寧医務課長

今の形でずっと放置しておくと、いわゆる１年半近い今の現○翁長政俊委員

状が続くと理解していいわけですね。
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例えば病床を増床するとなると、物をつくらないといけな○平順寧医務課長

いですね。許可したから何をしたからできるというわけではなくて、増築した

りとかいろいろと計画をつくらないといけないです。それを含めますとやはり

時間がかかるわけです。

話をもとに戻しますが、いずれにしろこの陳情者の趣旨を私○翁長政俊委員

は100％皆さん方が取り入れなさいとは言いませんが、現実に南部医療圏の地

域医療についてこういう大変厳しい現状があるということは把握して、そして

この陳情者の趣旨にこたえられるような形での、いわゆる前倒しの議論という

もの、見直しにおいて県と―これは福祉保健部長、どうですか。最後に福祉保

健部長の意気込みというものを聞かせてください。

医療は非常に大切なところで、翁長委員のおっしゃ○宮里達也福祉保健部長

ることもよくわかりますし、地域からもそういう声が上がっていますので、特

例病床、特に救急医療に関しては検討します。県内での議論の総意ができたら

厚生労働省と協議をするという。ただ、かなり高いハードルがあるということ

だけは御理解いただきたいと思います。

チャレンジをお願いします。チャレンジをしてください。○翁長政俊委員

ほかに質疑はありませんか。○赤嶺昇委員長

西銘純恵委員。

、○西銘純恵委員 最初に福祉保健部の請願・陳情に関する説明資料144ページ

陳情第108号がん対策推進条例の件でお尋ねします。今、条例案の策定中だと

思いますが、どこまで進んでいますか。

これまで連絡会を２回、作業部会を３回開きまして、今月○平順寧医務課長

に県民へのパブリックコメントを実施する段階まできております。それを終え

ましたら、また作業部会、連絡会という形で流れていって、２月議会までには

どうにか間に合わせたいと思っております。

連絡会の中で出された意見というのは整理されていますか。○西銘純恵委員

課題ということで整理しております。○平順寧医務課長
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、 、 。○西銘純恵委員 関係当事者の声 課題の整理というのは 何点に上りますか

いわゆる各委員―患者の委員のまとめ方としていろいろ出○平順寧医務課長

ているのが、まず検診とか予防関係に対する対策です。それから医療提供体制

に対する問題、相談支援、情報提供関係に関する問題、離島に関するもの、教

育に関するもの、職域に関係するもの、あとは県の財政措置等への要望とかで

すね、そこら辺のことになっております。

この意見を聞いて素案といいますか、もう既にできていない○西銘純恵委員

とパブリックコメントそのものも出せないと思うのですが、素案というものは

もう出ていましたか。

これは患者も含めた作業部会で、骨子案というものをつく○平順寧医務課長

。 、 、っております これが目的に関すること それから関係者の責務に関すること

県が行うべき施策に関すること、推進体制に関することということで骨子案を

まとめて、これについてパブリックコメントをすると。ただ、患者団体から、

その中に離島支援の分も入れてくれという関係がありまして、これについても

入れ込む形で今調整をしている段階でございます。

財政措置への要望というものがかなめになるかと思うのです○西銘純恵委員

が、それは骨子案の中に明記されるのでしょうか。

推進体制の中の文言として、がん対策に必要な予算措置と○平順寧医務課長

いう形で規定するというように、一応骨子案の中で今議論をしております。

患者の皆さん、離島の皆さん一緒に話し合いをしているとい○西銘純恵委員

うことですが、この県の提案する骨子案、財政措置については同意を得られた

のでしょうか。

財政措置の具体的な中身の―事業について議論をしている○平順寧医務課長

わけではなくて、条例の中身に入れ込む内容について議論をしているわけでご

ざいまして、この骨子案についてはおおむね了解をいただいております。

ぜひ皆さんの声を聞いて、あとはパブリックコメント―手順○西銘純恵委員
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を踏んで、広く県民の声を拾い上げた条例案を提案していただきたいと思いま

す。

次に移ります。６ページの陳情平成20年第41号と12ページの陳情平成20年第

78号ですが、子供の医療費について、６ページでお尋ねします。子供の医療費

助成制度の拡充についてずっとお尋ねしていますが、現在、中学校まで入院費

無料の市町村はどれだけありますでしょうか。

中学校まで入院費無料という市町村につきまして○国吉秀樹健康増進課長

は、現在、20カ所でございます。

何市でしょうか。○西銘純恵委員

９市になっております。○国吉秀樹健康増進課長

そうしますと、既に１年間の実績はあると思っているのです○西銘純恵委員

が、かかった経費、そしてこの20市町村で子供たちの対象人数―中学校３年生

までということであれば、中学校卒業までのどれだけの人数が無料ということ

になっているのでしょうか。

、 、○国吉秀樹健康増進課長 それぞれの市の予算を全部足した数というのは 今

手元にないのですが、対象人数につきましては11万5000人ということになって

おります。

11万5000人のうち、中学校卒業まで無料にされている子供の○西銘純恵委員

人数は何名でしょうか。

、 。○国吉秀樹健康増進課長 恐れ入ります 内訳は十分に把握してございません

先ほどの答弁では、11市のうちで、人口の多い那覇市がまず○西銘純恵委員

平成21年に実施をして、そして10市のうち９市やっていますということなので

す。私はもう大方の子供というのは、既に中学校卒業まで無料になっていると

いうことで、予算上のものもこれで出てくると思ったのです。でも、この間ず

っと子供医療費の無料化の拡大ということで質疑をしてきました。検討します

というこの検討の中身が全然具体的にやられていないというのが今の答弁の結

果だと私は見るのですが、やはり年齢をどこまで引き上げたら幾ら、どこまで
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引き上げたら県の負担は幾らになると、そういうことを明示して初めてどこま

、 、 。でできる できない 財政とも詰めるということになるのではないでしょうか

いかがでしょうか。

先に１つ訂正をさせていただきます。私は最初に９○国吉秀樹健康増進課長

市と申し上げておりましたが、６市でございます。大変失礼いたしました。そ

れから試算でございますが、対象年齢について平成22年度の実績をもとにある

程度試算をしております。入院は中学校卒業まで拡大した場合に、事業費は約

９億3100万円となりまして、平成23年度の当初予算であります８億7900万円と

比較をしますと、5200万円の事業費が増加することが見込まれております。ま

た通院も同時に就学前まで引き上げたといたしますと、事業費については約10

億3800万円ということでありまして、平成23年度の当初予算で比較いたします

と１億5000万円ということになりまして、入院と通院を両方とも就学前までと

試算いたしますと約10億7200万円となりまして、当年度―平成23年度の当初予

算と比較いたしますと１億9300万円の増ということで今、試算をしているとこ

ろでございます。

先ほど、中学校卒業までやったらプラス5200万円、県の負担○西銘純恵委員

になるということで確認してよろしいでしょうか。

、 。○国吉秀樹健康増進課長 入院分についてであれば そのとおりでございます

そうしますと、中学校卒業まで実際に沖縄県の半分の市町村○西銘純恵委員

でやっていると。そして県負担が半額で、あと5200万円足せば中学校卒業まで

医療費は無料化ができると。これは次年度、実施をするということは可能では

ありませんか。額的にもいかがでしょうか。

額的なこととほかの制度とも組み合わせまして、現○国吉秀樹健康増進課長

在、検討を進めているところでございます。

これは仲井眞知事が、年齢拡大を公約にされているのです。○西銘純恵委員

福祉保健部長はどうでしょうか。

今、健康増進課長が話したように、いろいろな他の○宮里達也福祉保健部長

制度とのバランスも、あるいはまた財政的な状況等も考慮して幾つかの案をつ
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くって検討している最中で、もう次年度はすぐ来るわけですから、示していけ

るよう努力します。

米軍基地内の郵便局の移転・建設費は８億円ですが。そんな○西銘純恵委員

ことを考えたら何でやらないのかと思います。

病院事業局の陳情案件処理方針１ページ、陳情平成20年第148号についてお

尋ねします。一般会計からの繰り入れ、これは２年分ほど報告されましたが平

成14年度分からお尋ねしたいと思います。

平成14年度以降の繰入金額の推移でございます。平○前田光幸県立病院課長

成14年度が60億9600万円、平成15年度が62億3600万円、平成16年度が61億円で

す。平成17年度が59億3000万円、平成18年度が68億2500万円、平成19年度が71

億2000万円、平成20年度が69億1000万円、平成21年度から平成23年度までは経

営支援分が入っておりまして、84億3300万円の定額でございます。

平成21年度からは特別ということで別にしまして、平成14年○西銘純恵委員

度からの平均をとりましたら、繰り入れについては65億円になるのですよね。

そうですよね。

64億6000万円ほどになろうかと思います。○前田光幸県立病院課長

病床１床当たりの繰り入れも、平成14年度分から全国平均と○西銘純恵委員

の差額でお尋ねしたいと思います。

差額でございますが、平成14年度が244万9000円、○前田光幸県立病院課長

平成15年度が220万9000円 平成16年度が197万8000円 平成17年度が221万7000、 、

円、平成18年度が152万8000円、平成19年度が152万4000円、平成20年度が178

万7000円、平成21年度が146万円でございます。平成22年度以降は全国のデー

タを把握しておりません。

一般会計からの繰入金は平均で65億円、それでも全国と比較○西銘純恵委員

すれば、やはり沖縄県の離島とかそういう特殊事情からすれば、１床当たりの

繰り入れは少ないということは明白なのです。ですからこの３年間特別繰り入

れを84億円やったが、平成24年度以降、どれだけの繰り入れをするかというの

は過去の数字を見ても平均の額を下回らない繰り入れというのは当然要求でき
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るし、実績があるし、そして県民人口だってふえるしというところを、もっと

しっかりと論立てをして、実績を上回るものを要求すると、繰り入れは当然だ

という立場に立つべきだと思うのですが、いかがでしょうか。

繰入金は地方公営企業法第17条の規定に基づいて措○前田光幸県立病院課長

置をされます。総務省において、繰り入れ対象であったり繰り入れの実際の割

、 、合等について操出基準という形で定めておりますが その基本的な位置づけは

政策医療に係る不採算部分の収支差を補てんするという性格がございます。本

県の繰入金についても、その操出基準の考え方を踏まえて、この間、措置がさ

れてきたものと考えております。

私はこれまでの繰り入れについて、沖縄県が県独自にこの病○西銘純恵委員

院事業に県単独費で入れたのはないのではないかと、この数字を見て思うので

す。だから県が病院事業を、県立病院を守るということで、県単独費でも入れ

るという立場に立っているのかどうか、そういうところもしっかりと県知事に

対しても問うべきだと思います。先ほどは平成23年度、平成22年度の総務省の

繰り入れが65.8億円と58.2億円と、そういうものを見ても県知事の認識が平成

24年度以降50億円という数字を言っていること自体が、国から入って来る額以

下のものを頭に入れているということは、では国から入ってきたものを病院事

業以外に逆に流用・転用するのかということにもなりませんか。そういう考え

方に立っているとしか思えないのです。いかがでしょうか。

休憩いたします。○赤嶺昇委員長

（休憩中に、呉屋病院事業統括監から西銘委員に対して質疑内容の確認

があり、総務省の繰出基準に基づき試算した金額は一般財源として国

から県へ地方交付税で措置されていることに関し答弁するよう指摘が

された ）。

再開いたします。○赤嶺昇委員長

呉屋幸一病院事業統括監。

病院事業局として地方交付税がどれだけ措置され○呉屋幸一病院事業統括監

ているのか把握はしておりませんが、先日の総務部長の答弁で、46億円から47

億円という話は伺っております。
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今の答弁はとても大事だと思うのですよ。実際は総務省基準○西銘純恵委員

の繰り入れという数字は58.2億円とか65.8億円という数字がきちんと出ていな

がら、財政当局が国から来ているのは47億円で、50億円ありませんということ

をうのみにするというところが問題であると私は思っているのです。みずから

はじいて、国からこれだけ県立病院事業に来ているではないかということで、

どうしてやりとりできないのですか、どうですか。

基本的に地方交付税というのは一般財源だという○呉屋幸一病院事業統括監

ことで、積算内訳としていろいろと項目がありますが、それがすべてその項目

に充てられるというものではなくて、それは一般財源として他の地方税もあわ

せて政策的に使われていくというものと理解しております。

私は今の病院事業統括監の答弁は問題だと思っています。病○西銘純恵委員

院事業に繰り入れる地方交付税として来るわけですよ。学校の教職員給与等に

充てると地方交付税が来るわけです。それを横流し―別のものに使うというこ

とを是認するのですかと聞きたいです。

地方交付税への認識としては、ほかのものに使う○呉屋幸一病院事業統括監

というようなことではなくて、一般財源としてその県の方針として各施策に使

われていくというように、一般財源ですから色はついていないと考えます。

私は今のごまかしは許せないです。きちんとそういう積算を○西銘純恵委員

して沖縄県に6000億円とかそういう額が来るわけでしょう。それを病院事業に

使わないで、ではどこに使っているのですかと聞きたいですよ。

総務省の操出基準に基づいて、地方交付税が算定○呉屋幸一病院事業統括監

されているわけではないわけです。地方交付税の算定と操出基準に基づく算定

というものは別物だと理解しております。

解釈は自由です。でも、この総務省が沖縄の県立病院の実態○西銘純恵委員

に合わせて、それだけはという数字を出しています。だからその繰り入れにつ

いてはきちんとやると、一般会計の一般財源の中からきちんと病院事業会計に

入れるべきだという立場をとっていないということが問題だと私は思っている

のです。どうですか。当事者である病院事業局が必要なものを繰り出してくれ
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と言わないということが問題ではないですか。

その理屈からすると、これまでどれだけの地方交○呉屋幸一病院事業統括監

付税措置がされてきたかわかりませんが、60億円とか70億円とかという操出金

を出してきてもらっているわけです。地方交付税措置額に縛られて、それが措

置されたわけではないということは理解できると思います。

少なくとも過去―平成14年度からの実績の平均65億円という○西銘純恵委員

ものがありますよ。だからそれを最低でも平成24年度以降、持続的な県立病院

の経営ということであれば、そこを踏まえてさらに上乗せをさせると、繰り入

れを。そういう立場で当たるべきではないですか。いかがですか。

そういう病院事業の努力―経営状況を理解いただ○呉屋幸一病院事業統括監

けるように、我々も説明をしていきたいと思っています。

一生懸命やっている職員の皆さんとか、現場の皆さんには給○西銘純恵委員

与もカットしたり、経営に貢献してくれという無理強いをしているわけです。

だったら皆さんはきちんと知事部局に65億円という繰り入れを継続して、さら

にプラスするという立場で臨まないということが問題だと私は思っています。

病院事業局長にお尋ねしたいです。

65億円平均で入っているという過去のそういう状況○伊江朝次病院事業局長

は、先ほど県立病院課長からもありましたが、いわゆる対象になっているこの

政策医療の収支の欠損を補てんするという形になっておりまして、沖縄県の場

合は、対象の事業以外に一般診療のほうがどちらかというと多いという状況が

あります。ですから、その辺のところで繰入金のこういった差が出てきている

のかなという感じはします。対象の政策医療といっても、やはりそれだけ病院

が頑張って収支を改善すれば、逆に今度は繰入金が減ってくるという状況があ

るわけです。ですから、その辺のところを今後どうするかということはやはり

考えていかなければ、なかなか体力的に病院事業を持続的なものにするのは難

しいのかなという感じはします。

だったら職員の給与引き下げなんかやる必要はないですよ。○西銘純恵委員

黒字にしたら繰り入れが減るなんておっしゃるから、そういう働いている皆さ

んに痛みを押しつけて繰り入れを減らすという考えは本末転倒だと思うので
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す。やはり、きちんと働いている皆さんに手厚くやって、そしてさらによく思

ってもらうと、県立病院を守ってもらうと。そういう観点でしっかりやりなが

ら、では赤字になったらどうするか、きちんと県立病院を守らないといけない

という立場で繰り入れの必要な額をやってほしいと、そこが皆さんの役目では

ないですか。

理想を言えば、そういう繰り入れに頼らないような○伊江朝次病院事業局長

収支がとれれば一番いいのではないかと思います。

でも公立病院が黒字でやるということは、逆に言えば何らか○西銘純恵委員

の形で県民に転嫁するということになりかねないわけですよ。そういう意味で

はやはり黒字、赤字という―経営ということで県立病院を判断すべきものでは

ないということを指摘して次に移ります。

福祉保健部への県立病院に関する陳情がたくさんありますが、７対１看護体

制なのですが―陳情平成20年第195号にありますかね、７対１看護体制でやっ

ているということがあって、救急やＩＣＵといいますか、すべて７対１という

看護体制なのでしょうか。県立病院ですか。

７対１看護体制の対象病棟というのは、いわゆる一○伊江朝次病院事業局長

般病床です。

そうしますと、ＩＣＵとかいろいろ特殊・高度医療を担って○西銘純恵委員

いるところが７対１看護体制では足りないということですか。

ＩＣＵとかはもっと手厚いです。○伊江朝次病院事業局長

、 、○西銘純恵委員 ということは ２カ所の県立病院を７対１看護体制にしたが

、 。実際は手厚い看護体制―３対１看護体制とか そういうところがありますよね

聞いたことはないですか。

先ほど、ＩＣＵとか手厚い看護―ＩＣＵは２対１看○伊江朝次病院事業局長

護体制で、ＮＩＣＵが３対１看護体制ですか、それからＨＣＵが４対１看護体

制だったと思います。

やはり現場での看護師が７対１看護体制にしても、そのよう○西銘純恵委員
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な各部署によって手厚いというか必要な体制があるというところがきちんと改

、 、善されないと 看護師の勤務が厳しいという状況は変わらないと思いますので

７対１看護体制という表現はしていても、その各部署の人数を確保するという

立場でやっていただきたいのですが、これはまだできていないのでしょうか、

できているのですか。

一応、施設基準どおりには配置しております。○伊江朝次病院事業局長

そうすると２対１看護体制、３対１看護体制、そういう配置○西銘純恵委員

もして、看護師の定数というのはそのようになっているということですね。

そのとおりでございます。○伊江朝次病院事業局長

移ります。163ページ、福祉保健部の最後の陳情第143号です○西銘純恵委員

が、私はこの民間病院がこういう陳情を出してきたということに少し奇異な感

じもしまして。ひとつですね、救急医療協議会があると。やはり救急で病床が

足りないということで話されたら、そもそもそこで協議がなされてしかるべき

だと思うのですが、そこで協議された結果というのはあるのでしょうか。

その病床についてはこれからです。○平順寧医務課長

やはり県議会でどうのという前に、そういう関係者のところ○西銘純恵委員

で協議をして、そして南部医療圏でどれだけの病床が足りる、足りないという

話をすべきだと思うのですが、それがなされていなくてここに来たと、陳情が

出たと思っていますがいかがでしょうか。

基本的には、これまでも沖縄県保健医療計画を作成したと○平順寧医務課長

きに救急病床を―病院をふやすということと、それから、ある病床を効率的に

活用するということで、地域の連携システムということでその旨を県医師会に

も助成しながらそういった取り組みをやってきたという状況の中で、昨年度か

ら救急病床の満床状態が中南部圏域で出てきたということがありまして、今回

は各救急病院以外の病院でもある程度の患者は受け付けていただきたいという

ことで、通知も出しまして協力をしていただいたという状況がございますが、

県としては、そもそも特例病床も含めて検討することとしておりますので、そ

れなりのデータを集めてそれを精査しながら今回の救急医療協議会で議論して

H23.10.05-02

文教厚生委員会記録



- 92 -

いきたいということでございます。

特例病床13項目と先ほどおっしゃったのですが、説明をお願○西銘純恵委員

いします。

特例病床として例外的に整備できるものというのが、１点○平順寧医務課長

目はがんまたは循環器疾患の専門病床です。それから２点目に小児疾患の専門

病床、３点目にＮＩＣＵなどの周産期疾患に係る病床、４点目が発達障害児の

早期リハビリテーション等に係る病床、５点目が救急医療に係る病床、６点目

が薬物中毒性精神疾患とかです、それに関連する病床、７点目が神経難病に係

る病床、８点目が緩和ケアに関する病床、９点目が開放型病床、10点目がエイ

ズに係る病床、11点目が新興・再興感染症に係る病床、12点目が治験に係る病

床、13点目が診療所の療養病床に係る病床、この13項目になっております。

そうしますと、特例病床の救急ということで増設は可能とい○西銘純恵委員

うことでいいわけですよね。それではお尋ねします。沖縄県の保健医療計画、

次年度見直しをするということですが、この病床を圏域別に、平成11年度病床

と平成20年度の病床数、基準病床数等、既存―実際にある病床数の比較でお尋

ねします。

一般病床及び療養病床についてですが、平成11年改訂時の○平順寧医務課長

基準病床数は１万2303床、それから既存病床数が１万2803床。平成16年改訂時

は基準病床数が１万2209床、既存病床数が１万2595床。それから平成20年改訂

時は基準病床数が9861床、既存病床数が１万3103床となっております。

皆さんの計画の数字と、既存病床数というものが違っている○西銘純恵委員

―基準病床数については合っていましたが、既存病床数というものが違ってい

ましたが。

休憩いたします。○赤嶺昇委員長

（休憩中に、平医務課長の答弁数値について確認を行い、修正すること

になった ）。

再開いたします。○赤嶺昇委員長
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平順寧医務課長。

平成20年改訂時で、基準病床数が9861床に、既存病床数が○平順寧医務課長

１万2595床です。それから平成16年改訂時の基準病床数が１万2209床、それか

ら既存病床が１万3103床。平成11年改訂時ですが、既存病床―その当時は必要

病床数と言っていましたが、基準病床数が１万2303床、それから既存病床数が

１万2803床となっております。

私が今数字をお尋ねしたのは、結局、10年間で2000床余りの○西銘純恵委員

ベッドを沖縄県全体で減らされているのです。今の計画ではふやすなんてこと

がとてもじゃないけどできないということを皆さんにも知ってほしいというの

と、南部保健医療圏、これが平成16年度の基準病床数と既存病床数の差が707

床多かったと。でも平成20年度は基準病床数5404床と既存病床数が6736床で、

南部圏域では1332床ベッドが多いということになっているのです。そこに大き

な問題があると私は思っていまして、だから次年度見直すベッド削減というの

は、そもそもどんどん沖縄県全体のベッドの削減計画をやってきた結果が救急

を受け入れることができない、この見直しについて逆に削減をやめてふやす方

向でやるべきではないかということを提言したいのですよ。

基準病床数については全国統一の算定式がありまして、平○平順寧医務課長

成20年改訂時から平均在院日数も入ってきましたので式がやや違います。既存

病床数については、許可した病床数をこちらのほうで許可しないという形では

考えておりません。それから平成20年度以降、傘下診療所とか特殊な診療所の

病床であれば、それについては許可しているという状況でありまして、その分

、 。について 幾らかずつ既存病床数がふえていっているという状況がございます

陳情者の医療法人についてお尋ねします。県立南部病院を平○西銘純恵委員

成18年に委譲を受けたところなのですよ。県立南部病院というのは、当時、住

民大会とか署名も集めて県立病院を守れということもあったのですが、結局、

今の陳情者の病院に引き継がれたのですが、当時のベッド数は250床あったと

思います。現在は何床になっていますか。

198床でございます。○平順寧医務課長

当時、県立南部病院の委譲に関する基本協定書―沖縄県知事○西銘純恵委員
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とこの病院が結んだ協定には、県立南部病院が行ってきた医療を守ると、そし

て救急医療、小児救急医療を実施するということでやったのですが、ベッド数

。 、も減らしているし救急もやっていない この救急をやっていないということは

平成17年―皆さんに資料を請求してもすぐには出してこれないと思いますので

私が自分で言いますが、病院別の搬送人員について、平成17年に県立南部病院

は940人受け入れをしていました。これが平成22年の医療法人友愛会南部病院

の―現陳情者ですね、受け入れは281人です。だからそういう意味では、救急

の受け入れそのものが、県立病院のときには900名余り―44％ぐらい受け入れ

ていたのに民間病院になったらこういう状況になっているということも指摘を

して、やはり県立病院をどう守るかということと、あと病床数の削減について

はもうやめたらどうか、病院で移るところがないといって県民みんな本当に苦

労しているのです。病院がない、ベッドがあいていないということで、そこら

辺をもっと県民の声を聞いて次年度の計画を立ててほしいということを要望し

て終わります。

ほかに質疑はありませんか。○赤嶺昇委員長

佐喜真淳委員。

まず福祉保健部の請願・陳情に関する説明資料141ページ、○佐喜真淳委員

陳情第94号。歯と口の健康づくり推進条例の制定に関する陳情ですが、その要

旨では、冒頭で県民の歯と口の疾患率が全国水準から比べると劣悪な状況だと

言っているのです。長寿日本一を奪還するために今頑張っておられると思いま

すし、８０２０運動というのがございます。一方で、幼児あるいは小学校、中

学校の歯の健康を守る上でも、ある意味虫歯に対する予防、歯に対する健康と

いうものが県の取り組みとして成果を上げていないのかなと思うのですが、８

０２０運動、これは全国ベースで見ると何位ぐらいになっているのか。幼児、

小学生を含めての虫歯率を含めて、全国ベースでどういう状況になっているの

か説明をお願いできますか。

12歳児の１人当たりの平均う歯数のデータというの○国吉秀樹健康増進課長

で比べてまいりますと、平成22年度でいいますと全国が1.29本に対して沖縄県

が2.6本ということになっておりまして、まだまだ低い状況でございます。ラ

ンキングについては、今は手元にございません。

休憩いたします。○赤嶺昇委員長
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（休憩中に、佐喜真委員から陳情者は県民の歯と口の健康状態は全国水

準と比較して劣悪であると指摘しており予防等トータルの対策が必要

。）であり全国での順位や年度別の推移等を答弁するよう要望がされた

再開いたします。○赤嶺昇委員長

国吉秀樹健康増進課長。

済みません、８０２０について達成者ということで○国吉秀樹健康増進課長

比較がございますが、平成17年度と少し古いものでありますが、全国が25％で

あるのに対しまして、沖縄県は16.3％ということで低くなっております。

できれば後ほどでいいですから、歯の健康に対するデータ、○佐喜真淳委員

プラスその全国との比率を含めて資料として提供してほしいのですが。

わかりました。○国吉秀樹健康増進課長

今、一応はデータは出てきたのですが、福祉保健部長、その○佐喜真淳委員

件についてこれから処理方針の中で、地域における医科・歯科連携体制の整備

を進めているという話なのですが、どのようにこの沖縄県の歯と口の健康、予

防というのかな、それをやっていくおつもりですか。

各保健所ごとに歯科の地域連携会議がございますの○国吉秀樹健康増進課長

で、そちらで県歯科医師会を初め関係団体、市町村、それから学校関係者等と

問題を共有しながら取り組んでいるところでございます。

先ほどの数字の話をしますが、全国ベースから見ると、何位○佐喜真淳委員

かわからないのですが、多分、最下位のほうに近いと思うのです。これは何年

間ぐらい続いているかどうかというデータはありますか。

佐喜真委員のおっしゃるとおり、確かに最下位に近○国吉秀樹健康増進課長

い数字でございまして、これはずっと、なかなか脱するというところに至って

おりません。後ほどお届けしたいと思います。

ですから、その何年間ベースがあったとして、その対策をと○佐喜真淳委員
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らなくてはいけないだろうし、一方で、皆さんは長寿日本一を奪還するという

意味からすると、歯の健康というものは健康に直結するのですよね、そういう

データもあるだろうし。皆さん見えてこないのですよ。保健所、学校関係、団

体と連携をとるといっても、何をベースに対策をとっているのか見えてこない

のです。先ほど桑江委員からもフッ素の話がありました。フッ素に対しての認

識はどのようにとっていますか。

フッ素に関しては厚生労働省もガイドラインをつく○宮里達也福祉保健部長

って、乳幼児から小児に関しては非常に有効であるから地域で積極的に進める

、 、ようにと また学校関係者にもその旨を伝えるというようにという通達がきて

そのようにやっております。

そこで、あすも県教育委員会の審査がございますからフッ素○佐喜真淳委員

の件については県教育委員会にも確認をしますが、先ほど言ったように、やは

り歯の健康というものが大いに感染症とかいろいろなものを含めて、衛生・美

容を含めて大変重要な位置にあると思うのです。であるからして、私はどうい

う対策をしているのかということを聞きたかったのです。例えばフッ素でもよ

ろしいです。フッ素の場合に幼稚園、保育園、あるいは小学校、中学校、ある

いは高齢者の方々に対して、どのような形で浸透していっているのか、あるい

は指導していっているのか、そのあたりは具体的に説明できますか。

一部ですが、例えばフッ素・フッ化物の洗口の実施○国吉秀樹健康増進課長

保育所の数がございますが、平成18年度に30カ所という数でありましたが、平

、 、 、成19年度が46カ所 平成20年度が92カ所 平成21年度は113カ所というふうに

保育園におきましては確実に取り組む保育所が増加しております。現在、幼稚

園におきまして調査を行いまして、今とりまとめているところでございます。

小学校や中学校は。高齢者を含めてどうですか。○佐喜真淳委員

フッ素の推奨年齢が４歳から14歳ということであり○国吉秀樹健康増進課長

まして、今、佐喜真委員がおっしゃいますように、小学生、中学生までは有効

性がありますので、それについても順次、お尋ねをしてまいりたいと思ってい

ます。

この新潟県の推進条例というのが、先進県かどうかちょっと○佐喜真淳委員
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わからないのですが、事例的に多分いっていると思うのです。もしわかるので

あれば、この事例を少し御紹介できますか。

新潟県は新潟大学に歯学部ができたときに、私はそ○宮里達也福祉保健部長

の先頭に立った先生ともお話をしたことが何度もあるのですが、弥彦という小

学校で先進的に取り入れて、かなり有効であるということを実証して全県的に

広がっていって、新潟県全体がかなりいい状況になっていると。大学の衛生部

門で先導的にやられて―お名前は忘れたのですが、そういうリーダーの先生が

おられて、一生懸命やられて実績を上げたということです。

休憩いたします。○赤嶺昇委員長

（休憩中に、佐喜真委員から実績としての新潟県の虫歯の状況、全国比

較がどうなったのか説明するよう要望されたが執行部から手持ち資料

がない旨答弁がされた ）。

再開いたします。○赤嶺昇委員長

佐喜真淳委員。

実は、この陳情を受けて少し調べてみました。そうすると、○佐喜真淳委員

新潟県は1970年から段階的に導入して、全国データから、いわゆる2000年から

11年連続で12歳児の虫歯が日本一最も少ないというデータが出ているのです。

一方でもう少し調べてみると、秋田県においてはやはりそこもフッ素に対して

の認識が新たになって改善されているのです。そこで私が伺いたいのは、いろ

いろな賛否両論あるにしろ、沖縄県として例えば福祉保健部は当然今言ったよ

うなフッ素を保育園でやっていると。小学校はどうなっていますか。一方で、

福祉保健部から教育委員会に対して、その部分は効果があるというお話の中で

調整されているのですか。

全庁的にはまだ勉強会をやろうという、ちょっとし○国吉秀樹健康増進課長

た内輪の話だけでございます。地域においては今、先ほど申し上げましたよう

に、地元の市町村教育関係者と協議をしております。

休憩いたします。○赤嶺昇委員長
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（ 、 、休憩中に 佐喜真委員から勉強会に関する内輪の話の内容が確認され

執行部からまだやっていない旨の追加説明がされた ）。

再開いたします。○赤嶺昇委員長

佐喜真淳委員。

正直に申し上げると、今データ的に見てすべてにおいて、沖○佐喜真淳委員

、 。縄県は虫歯―いわゆる歯の健康状態が悪い 劣悪というものが出ているのです

それに対して皆さんがどういう対策をしているかということが目に見えてこな

、 。 、 。いものですから あえて聞いたのです 今やろうか やらないかわからないと

正式にやはりそこは俎上に上げてもらって、どのような形で歯の健康について

県として取り組むかという方針をしっかりと示さない限りは、いつまでたって

も一緒ですよ。どうですか、福祉保健部長。

佐喜真委員御指摘のように反省すべきところもある○宮里達也福祉保健部長

と思います。せっかくの陳情でもありますし、積極的に進めていきたいと思い

ます。

余談になりますが、実はうちの５歳児―来年から１年生にな○佐喜真淳委員

るのですが、歯が痛いといって歯医者に行ったら、その推進されているフッ素

、 。 、 、を今 みんなの歯にやっているのですよ それぐらいやって 小学校に入ると

そこが小学校単位でこれを徹底してやっていないこと自体おかしいと私は思う

一方で、やはりそこは教育委員会としっかり詰めてもらって、懸念される部分

は排除していくという姿勢は大切だと思うのです。なぜかと言ったら、何年間

虫歯日本一というのを持っていないでしょう。このデータを持っていないこと

自体も私はおかしいと思うのですが、ありますか。

なぜやっていないのかというのは非常に難しいとこ○宮里達也福祉保健部長

ろがありまして、これは大切であるという認識も沖縄県内の専門家の皆さんは

持っているのですが、これは体に悪いという主張をする―私の立場から言わせ

ると非常に非科学的なのですが、そういうことをかなり強く主張する方もおら

れて、県教育委員会は二の足を踏んでいるというところです。

時間制限もありますから、きょうはこの辺でとどめます。あ○佐喜真淳委員

、 、 、す教育委員会にも確認しますが ただ やはりしっかりとした方針がない限り
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前に進みません。その方針をしっかりと福祉保健部でもんでもらって、これは

沖縄県民全体としての歯の健康ですから、ある意味そこは長寿の日本一奪還に

向けての指針にもなるだろうし、やはりそこは皆さんのほうでリーダーシップ

をとっていただいてやってください。もう一つ聞きますが、賛否両論があるの

は事実ですよ。日弁連―日本弁護士連合会が反対しているのもわかります。し

かし、それは影響ないという答えは既に出ているのです。そういうものを教育

委員会に対して積極的に働きかけること自体は私は必要だと思うのですよ。も

う一度お願いできますか。

今、佐喜真委員からいただいているお話は全く認識○国吉秀樹健康増進課長

は共有しているところでございます。健康おきなわ21においても分野別で歯の

健康というのがございますので、その中で教育関係者は委員に入ってもらって

おりますので、そこでの協議も既に進めているところでございます。今般８月

に歯科口腔保健の推進に関する法律もできたことですので、これを機会に、さ

らに前向きにアプローチをしてまいりたいと思っております。

ぜひこれから本当に、ある意味そういう予算も少ない、多角○佐喜真淳委員

的な県民サービスをしなければならない、がんもそうですがこういう歯の問題

。 、 、も予防というのが大切だと思うのですよ 予防をどうするかというのは 多分

県の方針がない限り市町村まで落ちないだろうし、ましてや教育、あるいは高

齢者に向けてもなかなか発信できませんから、ぜひ方針というか、しっかりと

皆さんに議論をしていただきながら方針をつくって、いろいろな角度の方々に

も周知徹底できるようにしてください。これは終わります。

次に68ページ、ＤＮＡの話があってそれを受けて、今回、平和祈念公園―糸

満市摩文仁で戦没者遺骨収集情報センターの事務所を開いたとあるのですが、

私は福祉保健部長に対してそれは非常に大きな功績だと思うのです、遺骨収集

のものに関しても。ここはね、福祉保健部長の決意というか、今後どうしてい

きたいか、どうあるべきかということをお聞きしたいのですが。開所してもう

１カ月ぐらいになるのかな。

これは我々としても戦後処理の不発弾と同じよう○宮里達也福祉保健部長

に、この遺骨の収集に関してもしっかりとやってほしいということを強く要望

して、先般、戦没者遺骨収集情報センターもできましたので、そういうことも

あわせていろいろと計画的にやっていこうと、やっていくべきだと国と今調整

をしております。
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ぜひその部分はやはり福祉保健部長が早目に動いて、福祉保○佐喜真淳委員

健部内でしっかりと努力した結果として開設されたと思いますから、ぜひ今後

とも計画的にやっていただきたいと思います。

14ページ。同じ高齢者の問題で58ページ、後期高齢者医療制度の即時廃止を

求める陳情について。客観的に、新しい政府ができて、それ以前には後期高齢

者医療制度を廃止するという、あるいは３年前の沖縄県議会議員選挙において

も後期高齢者医療制度を廃止するという、ある意味争点的なものがあったので

すが、実際に今現在この後期高齢者医療制度というものは、どのようになって

いるのですか。

新たな高齢者医療制度ということで、民主党○仲村加代子国民健康保険課長

政権下になりまして検討会議が開かれまして、昨年12月に最終的な取りまとめ

ということで案が示されました。しかしながら、その中で後期高齢者医療制度

を廃止するということでの案でございまして、そうしますと多くの高齢者が国

民健康保険制度に再加入をしていくということになりまして、約８割の高齢者

の方が戻っていくことになります。その国民健康保険―国保制度自体が高齢者

が多くて、それから低所得者の方が多いということもありまして、財政的に構

造的な課題を抱えているということがありますので、そういった解決策が示さ

れていないということを、全国都道府県知事会としては強く求めてまいりまし

た。それを受けて、国では国と地方との協議の場を設けて、国保制度を含めた

抜本的な解決策を協議しているという状況にございます。

簡単に言うと、廃止の方向で進めているということですか。○佐喜真淳委員

それとも存続する、どちらなのですか。政府の方針としてはどうなのですか。

現状の方針としましては、後期高齢者医療制○仲村加代子国民健康保険課長

度を廃止するという案でございます。

福祉保健部長、この中身についてはまだ具体的に私も知りま○佐喜真淳委員

せんが、中身が大切だと思うのです。今の話からすると、沖縄県としてどのよ

うなことが懸念されて、どのような要望を政府にやっていくおつもりなのか。

懸念することと、どういう要望をするのか。

後期高齢者医療制度を廃止すると―無保険の状態に○宮里達也福祉保健部長
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してはいけないことですから、当然、国民健康保険―国保に大部分の方は入る

ことになります。そうすると、国保は今でも財政的な基盤が物すごく弱い状態

ですので、この財政基盤をどう考えるかということが、そういうことが県の立

場から言わせると余り明確でないところがあるものですから、なかなか成案に

までいかないというのが実情ではないかと認識しております。

。 、○佐喜真淳委員 これは政府に対して要望する予定なのですか 要望というか

指摘する予定ですか。

国保制度の構造的な課題等を申し上げまし○仲村加代子国民健康保険課長

て、低所得者について対策の拡充というものが今、案としていろいろ出てきて

おりますが、県としましてもそのことについて充実強化していくようにという

ことで、全国都道府県知事会等を通して要望しているところでございます。

ここはまた後ほど触れられたら触れますが、71ページの子ど○佐喜真淳委員

も手当、ここも私は指摘をしたいのです。まず、方針が変わりました。沖縄県

の金額としてどれぐらいの―以前の手当と今、これがどれぐらい変わってくる

のか、総額幾らになっていますか。

10月１日から施行されました子ども手当の○田端一雄青少年・児童家庭課長

支給等に関する特別措置法におきまして、９月まで中学生以下は一律１万3000

円でございましたが、第１子、第２子及び中学生が１万円に下がります。その

一方で、３歳未満、小学生以下の第３子以降が１万5000円となります。その影

響額でありますが、一定の条件で試算をしますと、月額ベースで見ますと沖縄

県全体で約３億7000万円の減額となります。

これは県負担とかはありますか。どうなっていますか。何も○佐喜真淳委員

変わらないですか。

従来の児童手当に係る部分は、国、県、市○田端一雄青少年・児童家庭課長

町村で負担割合がございまして、今回の手当改正に伴って県負担額は変わりま

せん。結果的に、１万3000円が１万円になったとかという部分については、す

べて国費ベースで変動がございます。

これは皆さんを責めているわけではなくて、民主党がああい○佐喜真淳委員
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う形で政権をとって、あたかも後期高齢者医療制度もまさに夢のような話で、

子ども手当もそうしながらね、実は沖縄県にとってもやはりここは現実問題と

、 、 、して 後期高齢者もそうですが 沖縄県の高齢者医療に対して影響する部分は

政府に対して物を言ってほしいし、こういう子ども手当にしても、やはり沖縄

県の子供たちを育成する意味でも国にはしっかりと対峙してほしいのですよ。

そういう意味からして、私はあえてこういう民主党政権のマニフェストを取り

上げさせていただいたのですが、ただ、皆さんも後期高齢者医療制度を廃止す

ると３年前にお話をしていたので。ただ、聞こえのいい話が、実は、実際にこ

こは財政との問題もあるので、ここは指摘しておきます。指摘というか政府に

物を言ってください、民主党に。まだしっかりとした方針も決めていないぐら

いですから、私は心配しているのです。

次に 「おきなわがんサポートハンドブック 、それをおつくりになって２、 」

万部という話がございます。この間、私はある集会に行ったときに、これがま

だ浸透していないのです、このガイドブックが。皆さんはどういう形でこの２

万部をさばいていますか。

基本的に、各医療機関の相談窓口から配付していただきた○平順寧医務課長

いということで、各医療機関のもとに配付しているところでございます。

配付するではなくて、やはりそこはしっかりと末端―患者、○佐喜真淳委員

家族にはしっかり手に渡るような形にしないといけないと思うのですが、そこ

のマニュアルみたいなものはあるのですか。各医療機関といっても、各という

のは例えば実数、配付部数を含めて、これはデータ的に皆さんは持っていらっ

しゃるのですか。

琉球大学病院を中心に、がん診療連携協議会でその周知に○平順寧医務課長

ついて議論していますが、がんと診断された方には必ず渡そうという形でまず

取り組もうと。それを中心にやっておりますが、せっかくのいい内容だと思い

ますので、少し周知の仕方を検討させていただきたいと思います。

ぜひ、やはり２万部をつくったからには、トータル5000名い○佐喜真淳委員

。 、るのかなデータからすると 家族込みだと大体それの倍以上は必要だと思うし

その分の部数はもうでき上がっているわけですから、ある意味末端までしっか

りと行き渡るようにやってください。もう一つは、当然、予防というのが大切

だろうし、がん検診というのがあるのですね。がん検診は、がんを例えば早期

H23.10.05-02

文教厚生委員会記録



- 103 -

発見する意味では大切なのですが、このがん検診の受診率を上げるための皆さ

んの考え方というか方針はありますか。

がん検診というのは市町村が主体でやっているわけ○国吉秀樹健康増進課長

でありますが、市町村においては検診は休日に実施するということ、あるいは

住民健康診断と同時に実施すること、あるいは日程カレンダーを各戸配付する

ということで取り組み実施をしているところであります。

飲酒運転の場合、高校生に対しても、あるいは覚せい剤とか○佐喜真淳委員

薬物に対しても、高校生あるいは中学生に対してもそういう周知徹底というの

かな、１時間あるいは２時間ぐらいの講習をしているのです。これは全部の学

校がやっているかどうかはわからないのですが。ただ、検診率を上げるために

は若いうちから、いわゆる学生のころからそういう認識、大人になったら２人

に１人はがんにかかるという話ですから、この教育委員会との連携のとり方は

大切だと私は思うのですが、そういう考え方はないですか。

佐喜真委員がおっしゃるように、若者に対する啓発○国吉秀樹健康増進課長

というのは非常に大切であると思います。つい２週間ぐらい前に、若者リスナ

ーをいっぱい持っていますラジオ番組に私も出まして、がん検診の重要さを訴

。 、えさせていただきました 放送中に200本余りのメールの返信がございまして

ぜひ受けたいという反応もございますので、さまざまな媒体を今からも探して

アプローチしてまいりたいと思っております。

受けるというのは、多分がん検診はだれでも受けられるわけ○佐喜真淳委員

ではないですよね。ですから、教育の場でやはりこういうことを受けることは

自分の健康というか、体を大切にする意味でも、その年代で必要ですよという

ことも含めて、１時間ぐらいでもいいから、そういうことをできないですかと

いうことなのですよ。学校の教科として。

ありがとうございます。健康おきなわ21の中の分野○国吉秀樹健康増進課長

別検討委員会にがんの部会がございますので、その中に教育関係者も入ってい

、 。ただいておりますので そちらとまた相談をしてまいりたいと思っております

今のお話、福祉保健部長、ぜひそこはやはり全体的の中長期○佐喜真淳委員

的な計画としてそういうことをやるべきだと私は思うのです。やったほうが効
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果としては中長期的に出てくるはずですから、ぜひこれは―先ほどの歯の話で

はないのですが、やはり今やってすぐに効果が出るというのはないのですが、

やはりこれからがんの対策、あるいはがんで亡くなる人を抑える意味からして

も、こういうことを少し教育委員会に対しても提言をする、あるいは積極的に

やってくださいというお願いをするという決意はないですか。

そういう協議をやはりするべきだと思います。努力○宮里達也福祉保健部長

します。

あした教育委員会にも確認しますが、ぜひよろしくお願いし○佐喜真淳委員

ます。

ほかに質疑はありませんか。○赤嶺昇委員長

（ 質疑なし」と呼ぶ者あり）「

質疑なしと認めます。○赤嶺昇委員長

以上で、福祉保健部及び病院事業局関係の陳情に対する質疑を終結いたしま

す。

説明員の皆さん、大変御苦労さまでした。

どうぞ御退席ください。

休憩いたします。

（休憩中に、説明員退席）

再開いたします。○赤嶺昇委員長

次回は、明 10月６日 木曜日 午前10時から委員会を開きます。

本日の委員会は、これをもって散会いたします。
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